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1. はじめに 

東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故以来、原子炉建屋・タービン建屋内等の汚

染水処理に伴い発生する水処理二次廃棄物の保管容器の保管量は増大している。当該廃棄

物は高濃度の放射性核種を含むため、ある程度放射能が減衰するまでの期間、保管容器に

一時的に保管する可能性があることから、その安全性について把握しておく必要がある。 

当該廃棄物の処理及び処分が行われるまでの長期的な保管の可能性を考慮し、水処理二

次廃棄物保管容器の材質であるステンレス鋼の腐食、ポリエチレンの劣化等の可能性を洗

い出し、監視すべきポイント、講ずるべき措置、腐食評価の判断基準のための技術的知見

を蓄積することを目的とする。 

本件は原子力規制庁の「平成 26 年度事故プラント廃棄物に係る規制基準の整備委託費

（水処理二次廃棄物の管理基準等の検討）事業」において、水処理二次廃棄物保管容器の

長期的な保管における腐食及び劣化について、規制のための技術要件を抽出及び整理し、

報告書として取りまとめるものである。 
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2 水処理二次廃棄物保管容器の劣化等に関する技術要件の抽出及び整理 

 

2.1  水処理二次廃棄物保管容器の情報整理 

 

 水処理二次廃棄物保管容器及び付属装置の部位ごとの材質、設計、保管状況、保管容器

の内部及び外部の環境条件、吸着材の仕様等について情報を抽出・整理した。汚染水の処

理経路概要図を図 2.1-1 に示す。対象とする水処理二次廃棄物保管容器は、①セシウム吸

着装置（KURION）の吸着塔、 ②第二セシウム吸着装置（SARRY）の吸着塔、③モバイル

式処理装置の吸着塔、④モバイル型ストロンチウム除去装置の浮遊物質（Suspended Solid：

略称 SS）フィルタ・ウルトラフィルタ・吸着塔、⑤多核種除去設備の処理カラム、高性能

容器（HIC：High Integrity Container）及び⑥高性能多核種除去設備の吸着塔とした。 

 

2.1.1  セシウム吸着装置（KURION） 

 

セシウム吸着装置（KURION）は吸着塔内部に充填された吸着材のイオン交換作用によ

り、原子炉建屋・タービン建屋内から排出される汚染水に含まれるセシウム等の核種を除

去する装置である。汚染水処理に伴い水処理二次廃棄物として吸着塔が発生する（１ヵ月

あたり 6 本程度）。吸着塔はスキッド（円筒形の吸着塔４本を収容する直方体の枠組み）表

面の線量当量率が 4mSv/h 程度になると交換される(1)。 

 

(1) KURION 吸着塔の材質及び構造 

KURION の吸着塔は、重量約 15 トン、外径約 1.4m、高さ約 2.4m の円筒形容器で、内

部にゼオライトを充填したステンレス製の容器を、炭素鋼製の遮へい容器が覆う二重構造

となっている。構造及び材質を表 2.1-1
(2)に示すと共に、また吸着塔の概要図を図 2.1-2 に

示す(1)。 

 

 

図 2.1-1 汚染水処理経路の概要図 
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      表 2.1-1 セシウム吸着除去（KURION）吸着塔の構造及び材質(2)
 

種類 縦置き円筒型 

寸法 

 胴外径 914.4 mm 

 胴板厚さ 9.5 mm 

 上部鏡板厚さ 50.8 mm 

 下部鏡板厚さ 50.8 mm 

 高さ 2119.3 mm 

材質 

 胴板厚さ ASME SA-240 TYPE 316/316L 

 鏡板 ASME SA-240 TYPE 316/316L 

 鏡板 ASME SA-240 TYPE 316/316L 

 

(2) 吸着材の仕様 

吸着塔は汚染水を以下に示す 3 種類の吸着材を充填した吸着塔に通すことでそれぞれの

汚染物質を除去している。また図 2.1-3 に KURION の処理系統の概要図を示す。 

・SMZ  (Surfactant modified zeolite、表面改質したゼオライト) ：油分、Tc を除去。 

・H    (Herschelite、チャバサイト種のゼオライト)※  ：Cs を除去。 

・AGH  (Ag impregnated herschlite、銀を添加した Herchelite) ：I を除去。 

 

(3) 吸着塔保管状況 

吸着塔は使用後、通水洗浄・水抜き・温風乾燥された後に使用済セシウム吸着塔一時保

管施設において遮へい機能を有するコンクリート製のボックスカルバート内に保管される。

保管状況の外観を図 2.1-4 に示す。 

図 2.1-3 セシウム吸着装置（KURION）処理系統の概要図 

図 2.1-2  セシウム吸着装置（KURION）の吸着塔外形図及び概要図(1)
 

出典：東京電力株式会社 

 

※チャバサイトは吸着材としての使用実績がある 
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保管される吸着塔は吸着した Cs の崩壊熱により内部より発熱するが、発生する崩壊熱は

対流、輻射、伝導により大気へ放出されるよう設計されている。解析コードを用いた評価

では、ボックスカルバートにより保温された場合の吸着塔の温度は、発熱量をスキッド表

面線量率の上限である 4mSv/h の際のセシウム吸着（2×10
15

Bq/塔）による発熱量に相当す

る 583W、外気温度を 27℃とした場合、吸着塔中心温度で最高 377℃、遮へい体（コンク

リート製ボックスカルバート内壁と考えられる）の最高温度は約 62℃と評価されている(1)。

評価結果を図 2.1-5 に示す(1)。そのため吸着塔内での発熱はゼオライトの健全性（吸着材は

600℃程度までは安定でセシウムは吸着材から離脱しない）や鉄の遮へい性能に影響を与え

るものではないと考えられる(1)。 

使用済の吸着塔は内部の水抜きを行い保管されているが、構造上すべての水を抜くこと

はできず内部に残留水が存在しており、海水由来の塩化物イオンが残存していると予想さ

れる。また、残留水が放射線分解することにより水素の発生が懸念されているため、保管

中はベントを空けた状態で保管することにより可燃性ガスを大気に放出する設計となって

いる。 

 

2.1.2  第二セシウム吸着装置（SARRY） 

 

第二セシウム吸着装置（SARRY）は吸着塔内部に充填された吸着材のイオン交換作用に

より、原子炉建屋・タービン建屋内から排出される汚染水に含まれるセシウム等の核種を

除去する装置である。汚染水処理に伴い水処理二次廃棄物として、吸着塔が発生する（１

ヵ月あたり 10 本程度）。吸着塔は表面の線量当量率が 4mSv/h 程度になると交換される。 

図 2.1-4  セシウム吸着装置（KURION）吸着塔保管状況 

図 2.1-5 ボックスカルバート内のセシウム吸着装置吸着塔の温度分布 (1)
 

出典：東京電力株式会社 
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(1) SARRY 吸着塔の材質及び構造 

吸着塔は、重量約 24 トン、外径約 1.4m、高さ約 3.6m の円筒形容器で、内部にゼオライ

トを充填したステンレス製の容器を炭素鋼製の遮へい容器が覆う二重構造となっている。

また、遮へい容器は二重構造となっておりアニュラス部に鉛を充填している。構造及び材

質を表 2.1-2 に示すと共に、吸着塔の概要図を図 2.1-6 に示す(1)。 

 

    表 2.1-2 第二セシウム吸着装置（SARRY）吸着塔の構造及び材質(1)
 

種類 縦置き円筒型 

寸法 

 胴外径 914.4 mm 

 胴板厚さ 12 mm 

 上部鏡板厚さ - mm 

 下部鏡板厚さ - mm 

 高さ - mm 

材質  胴板 SUS316L 

 

(2) 吸着材の仕様 

吸着塔は汚染水を以下に示す種類の吸着材を充填した吸着塔に通すことでそれぞれの汚

染物質を除去している。また、図 2.1-7 に SARRY の処理系統の概要図を示す。 

  ・クリノプチロライト ：固形分を除去する。 

  ・チャバサイト  ：Cs を除去する。 

・チタンケイ酸塩 ：Cs を除去する。 

 

 

図 2.1-6 第二セシウム吸着装置（SARRY）吸着塔の概要図(1)
 

出典：東京電力株式会社 
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(3) 吸着塔保管状況 

吸着塔は使用後、通水洗浄・水抜き・温風乾燥された後に使用済セシウム吸着塔一時保

管施設において架台（ラック）に設置され保管される。保管状況の外観を図 2.1-8 に示す。 

 

 

吸着塔は図 2.1-6に示すように鉛遮へい体に覆われた状態で保管されている。吸着したCs

の崩壊熱により内部より発熱するが遮へい体上下には配管があり、内部空気温度が上昇し

て対流が発生することで外気が下部の入口配管から流入し、上部の出口配管から排出され

る構造により温度の上昇を防いでいる。 

解析コードを用いた評価では、セシウム吸着量を 6×10
15

Bq/塔、外気温度を 40℃と仮定

した場合、大気への放熱が定常になる際の吸着塔中心部温度は約 450℃と評価されている(1)。

解析コードを用いた計算による温度分布を図 2.1-9 に示す(1)。そのため吸着塔内での発熱は

ゼオライトの健全性（吸着材は 600℃程度までは安定でセシウムは吸着材から離脱しない）

や鉛の遮へい性能に影響を与えるものではないと考えられている(1)。使用済の吸着塔は内

部の水抜きを行い保管されているが、構造上すべての水を抜くことはできず内部に残留水

が存在しており、海水由来の塩化物イオンが残存していると予想される。 

また、残留水が放射線分解することにより水素の発生が懸念されているため、保管中は

ベントを空けた状態で保管することにより可燃性ガスを大気に放出する設計となっている。 

図 2.1-7 第二セシウム吸着装置 （SARRY）処理系統の概要図 

図 2.1-8  第二セシウム吸着装置 （SARRY）吸着塔保管状況 
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2.1.3  モバイル式処理装置 

 

モバイル式処理装置は、２号機及び３号機の海水配管トレンチに滞留している高濃度の

汚染水に含まれる放射性物質濃度を低減する等の目的で設置された設備である。モバイル

式処理装置は海水配管トレンチ内の滞留水を海側立坑等から汲み上げ、セシウム等の放射

性核種を除去した後、山側立坑またはタービン建屋等へ移送している。モバイル式処理装

置の処理系統の概要図(3)を図 2.1-10 に示す。 

 

モバイル式処理装置は吸着塔により海水配管トレンチに滞留している高濃度の汚染水に

含まれるセシウム及びストロンチウムの放射性核種を除去している。吸着塔表面線量等に

より吸着塔を交換するため、交換された使用済吸着塔が水処理二次廃棄物として発生する。 

 

(1)  材質及び構造 

モバイル式処理装置で使用する吸着塔は円筒形容器で、内部にゼオライト等を充填した

ステンレス製の容器を炭素鋼製の遮へい容器が覆う二重構造となっている。また、遮へい

容器は二重筒構造となっており、内部の鉛等により吸着塔表面で 1mSv/h 以下となるよう

十分な遮へい能力を有している。構造及び材質を表 2.1-3 に示すと共に、吸着塔の概要図(1)

を図 2.1-11 に示す。  

図 2.1-9 第二セシウム吸着装置（SARRY）吸着塔の温度分布(1)
 

出典：東京電力株式会社 

 

図 2.1-10 モバイル式処理装置の処理系統の概要図(3)
 

出典：東京電力株式会社 
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表 2.1-3 モバイル式処理装置吸着塔の構造及び材質(1)
 

種類 縦置き円筒型 

寸法 

 胴外径 1,020 mm 

 胴板厚さ 10 mm 

 上部鏡板厚さ - mm 

 下部鏡板厚さ - mm 

 高さ - mm 

材質  胴板 SUS316L 

 

(2) 保管状況 

使用済の吸着塔は、使用済セシウム吸着塔仮保管施設等において内部の水抜きを行った

後、使用済セシウム吸着塔仮保管施設及び使用済セシウム吸着塔一時保管施設のコンクリ

ート製ボックスカルバート内で貯蔵する。なお、吸着塔は各ボックスカルバート内に２塔

ずつ貯蔵される。保管状況(1)を図 2.1-12 に示す。 

出典：東京電力 

 図 2.1-11 モバイル式処理装置の吸着塔外形図及び概要図 (1)
 

図 2.1-12 モバイル式処理装置の吸着塔保管状況(1)
 

出典：東京電力株式会社 

 

出典：東京電力株式会社 
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保管される吸着塔は吸着した放射性物質の崩壊熱により内部より発熱するが、ボックス

カルバートにより保温された場合の吸着塔の温度は、外気温度を 40℃とすると塔あたりの

発熱量が約 2.3×10
2
W の場合、吸着塔中心温度は約 160℃、遮へい体（コンクリート製ボ

ックスカルバート内壁と考えられる）の最高温度は約 65℃と評価されている(1)。 

 

2.1.4  モバイル型ストロンチウム除去装置 

 

モバイル型ストロンチウム除去装置は、逆浸透膜装置(Reverse Osmosis)の廃液（RO 濃縮

水）に含まれている高濃度の放射性ストロンチウムを低減させる装置である。モバイル型

ストロンチウム除去装置は、供給／混合スキッド、SS フィルタスキッド、ウルトラフィル

タスキッド、吸着塔スキッド、計装制御スキッドで構成されている。モバイル型ストロン

チウム除去装置の系統構成図(4)を図 2.1-13 に示す。 

  

モバイル型ストロンチウム除去装置はまず、供給／混合スキッドで汚染水に吸着材粒子

を添加・混合させてイオン状ストロンチウムを吸着材粒子に吸着させ、その後 SS フィル

タスキッドによりイオン状ストロンチウムを吸着した吸着材粒子及び汚染水に含まれる粒

子状ストロンチウムを除去する。さらに SS フィルタで除去されなかった微粒子状ストロ

ンチウムをウルトラフィルタスキッドにより除去し、最後に吸着塔スキッドにより吸着材

を充填した多段の吸着塔に通水することによりイオン状ストロンチウムを除去している。

汚染水処理に伴い SS フィルタ、ウルトラフィルタ及び吸着塔が水処理二次廃棄物として発

生する。 

 

(1) 材質及び構造 

モバイル型ストロンチウム除去装置で使用されている SS フィルタ及びウルトラフィル

タはステンレス鋼製のフィルタハウジングに収容されている。さらにフィルタハウジング

は炭素鋼製のライナーに収容されており、その外側は炭素鋼製の遮へい容器で覆われてい

る。また吸着塔は内部にゼオライトを充填したステンレス製の容器を炭素鋼製の遮へい容

器が覆う二重構造となっている。SS フィルタ、ウルトラフィルタ及び吸着塔について、材

質及び構造を下記に示す。またそれぞれの構造の概念図(4)を図 2.1-14 に示す。 

 

図 2.1-13 モバイル型ストロンチウム除去装置の系統構成図(4) 

出典：東京電力株式会社 
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・SS フィルタ(4)(5)
 

    フィルタ材質 ：ポリプロピレン（PP） 

フィルタ孔径 ：2.0μm（絶対ろ過精度） 

 

 表 2.1-4 SS フィルタの構造及び材質 

種類 縦置き円筒型 

寸法 

 胴外径 558.8 mm 

 胴板厚さ 6.4 mm 

 上部鏡板厚さ 6.4 mm 

 下部鏡板厚さ 6.4 mm 

 高さ 1260.5 mm 

材質 
 胴板 ASME SA-312 TP 316L 

 鏡板 ASME SA-240 TYPE 316L 

 

・ウルトラフィルタ(4)(5)
 

フィルタ材質 ：ポリエーテルサルフォン（PES） 

フィルタ孔径 ：10,000Da（約 3～4nm 程度） 

 

       表 2.1-5 ウルトラフィルタの構造及び材質 

種類 縦置き円筒型 

寸法 

 胴外径 219.1 mm 

 胴板厚さ 3.8 mm 

 上部鏡板厚さ 3.8 mm 

 下部鏡板厚さ 3.8 mm 

 高さ 1219.2 mm 

材質 
 胴板 ASME SA-312 TP316L 

 鏡板 ASME SA-403 WP316L 

 

・吸着塔(4)(5)
 

    吸着材材質 ：ケイチタン酸塩 

 

            表 2.1-6 吸着塔の構造及び材質 

種類 縦置き円筒型 

寸法 

 胴外径 914.4 mm 

 胴板厚さ 9.5 mm 

 上部鏡板厚さ 50.8 mm 

 下部鏡板厚さ 50.8 mm 

 高さ 2119.3 mm 

材質 

 胴板厚さ ASME SA-240 TYPE 316/316L 

 鏡板 ASME SA-240 TYPE 316/316L 

 鏡板 ASME SA-240 TYPE 316/316L 
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(2) 保管状況 

使用済の SS フィルタ、ウルトラフィルタ及び吸着塔は内部を淡水で置換した後、使用済

セシウム吸着塔仮保管施設等において内部の水抜きを行い、使用済セシウム吸着塔仮保管

施設及び使用済セシウム吸着塔一時保管施設のコンクリート製ボックスカルバート内で貯

蔵・保管される。使用済フィルタ及び吸着塔の貯蔵時においては吸着した放射性物質の崩

壊熱により内部より発熱することが予想される。使用済フィルタ・吸着塔を対象にコンク

リート製ボックスカルバート内に乾燥状態で貯蔵される場合の温度評価が行われており、

その結果 SS フィルタ、ウルトラフィルタ及び吸着塔をコンクリート製ボックスカルバー

ト内に貯蔵した場合の最高温度はそれぞれ 112℃、120℃、143℃と想定される(4)。 

モバイル型ストロンチウム除去装置のフィルタ・吸着塔の吸着量、最大表面線量率及び

最高温度(4)を表 2.1-7 に示す。 

図 2.1-14 モバイル型ストロンチウム除去装置のフィルタ・吸着塔の概念図(4) 

出典：東京電力株式会社 
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使用済フィルタ・吸着塔はエアブロー等により水抜きして貯蔵されているが、使用済フ

ィルタ・吸着塔内部にもある程度の塩化物イオンが残留していると考えられる。また内部

に残留した水が放射線分解することにより可燃性ガスが発生する可能性があるため、使用

済 SS フィルタ、及びウルトラフィルタは煙突効果による処理水の入口及び出口からの排気

と給気により発生する可燃性ガスの濃度が可燃限界を超えない設計となっている。使用済

吸着塔は処理水の入口、出口及びベント弁を開放し発生する可燃性ガスの濃度が可燃限界

を超えない設計となっている。 

 

2.1.5  多核種除去設備 

 

多核種除去設備は、KURIONやSARRY等の汚染水処理設備で処理した後の、処理済水に

含まれる放射性物質（トリチウムを除く）を十分低い濃度になるまで除去する事を目的と

している。多核種除去設備は14塔の吸着塔及び２塔の処理カラムで構成されており、除去

対象核種に応じて吸着塔・処理カラムに収容する吸着材（活性炭、キレート樹脂等）の種

類が異なっており、処理対象水に含まれるコロイド状及びイオン状の放射性核種を分離・

吸着処理する機能を有している。吸着塔に含まれる吸着材は所定の容量を通水した後、高

性能容器（HIC：High Integrity Container）にて保管されるが、処理カラムに含まれる吸着

材は所定の容量を通水した後、処理カラムごと交換され使用済セシウム吸着塔一時保管施

設にて保管される（年間6体程度発生）。図 2.1-15に多核種除去設備の処理系統の概要図を

示す。 

図 2.1-15 多核種除去設備の処理系統の概要図 

表 2.1-7 モバイル型ストロンチウム除去装置のフィルタ・吸着塔の吸着量、 

最大表面線量率及び最高温度(4) 
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(1) 処理カラムの仕様及び保管状況 

処理カラムは外径約 1.4m、高さ約 2.7m の円筒形容器で材質は SUS316L である。容器内

部に樹脂系の吸着材を充填しており、多核種除去設備において吸着塔を通った後の汚染水

から Ru や負電荷コロイドを除去することを目的とされている。処理カラムの概要図(6)を図 

2.1-16 に示す。 

    

使用後の処理カラムは内部吸着材の脱水を行い、使用済セシウム吸着塔一時保管施設に

おいて架台（ラック）に設置され保管される。保管状況の外観を図 2.1-17 に示す。 

保管されている処理カラムは含まれる放射性物質の濃度が低く、容器内部から発生する

崩壊熱は容器の健全性に影響を与えないと考えられている(7)。保管されている高性能容器

及び処理カラムの中で、最も発熱量が大きいストロンチウム吸着材を収容する高性能容器

の貯蔵時においても容器の健全性に影響を与えるものではないと考えられている。また使

用後の処理カラムは水抜きして貯蔵されているが、保管される処理カラム内部にもある程

度の塩化物イオンを含んだ水が残留していると考えられる。 

 

 

 

 

図 2.1-17 多核種除去設備の処理カラムの保管状況 

図 2.1-16 多核種除去設備の処理カラムの概要図(6) 

出典：東京電力株式会社 

 



- 15 - 

 

(2) 高性能容器（HIC）の仕様及び保管状況 

HIC は直径約 1.5m、高さ約 1.8m、厚さが約 11 mm の円筒形容器であり、材質として使

用されるポリエチレンは架橋ポリエチレンである。多核種除去設備において使用済の吸着

材および沈殿処理生成物が収容される(7)。吸着材には活性炭、チタン酸塩、フェロシアン

化合物、銀添着活性炭、酸化チタン、キレート樹脂が用いられ、それぞれコロイド、スト

ロンチウム(Sr)、セシウム(Cs)、ヨウ素(I)、アンチモン(Sb)、コバルト(Co)が吸着されてい

る。吸着材は脱水処理の後 HIC に収容される。沈殿処理生成物は汚染水の前処理設備で発

生する廃棄物であり、アルファ核種、Co-60、マンガン(Mn-54)、マグネシウム(Mg)、カル

シウム(Ca)等を含む水酸化鉄との共沈物や炭酸塩のスラリーが排出される。HIC の構造及

び材質を表 2.1-8 に示すと共に、HIC の概要図を図 2.1-18 に示す(7)。 

図 2.1-18 多核種除去設備の HIC の概要図 (7) 

表 2.1-8 HIC の構造及び材質(7) 

出典：東京電力株式会社 
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HIC には落下時の健全性を確保するため、ステンレス鋼製の補強体等が取り付けられて

いる。補強体の概要図を図 2.1-19 に示す。 

 

使用済の吸着材等を収容した HIC はコンクリート製ボックスカルバート内で貯蔵する。

なお、HIC は補強体が取り付けられた状態で各ボックスカルバート内に貯蔵される。保管

状況を図 2.1 -20 に示す。 

 

 

HIC は収容した吸着材等に含まれる放射性物質の崩壊熱により内部より発熱することが

予想される。温度評価の結果、最も発熱量が大きいストロンチウム吸着材を収容する場合

において HIC 容器表面温度は一時保管施設（第二施設）貯蔵時で約 60℃、一時保管施設

（第三施設）貯蔵時で約 57℃となる(7)。さらに夏期の太陽光からの入熱によるボックスカ

ルバート上蓋の温度上昇を考慮しても HIC 容器表面温度は一時保管施設（第二施設）貯蔵

時で約 73℃、一時保管施設（第三施設）貯蔵時において約 70℃となることから、崩壊熱に

よる温度上昇は HIC の設計温度 76.6℃に対して低いと評価されている(7)。 

 

 

 

図 2.1-19 多核種除去設備の HIC 補強体の概要図 (7) 

図 2.1-20 多核種除去設備の HIC 保管状況 (7) 

出典：東京電力株式会社 

出典：東京電力株式会社 
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2.1.6  高性能多核種除去設備 

 

 高性能多核種除去設備は KURION や SARRY 等の汚染水処理設備で処理した後の、処理

済水に含まれる放射性物質（トリチウムを除く）を十分低い濃度になるまで除去する事を

目的としている。高性能多核種除去装置は 20 塔の吸着塔で構成されており、除去対象核種

に応じて吸着塔に収容する吸着材の種類が異なっている。処理対象水に含まれるコロイド

状及びイオン状の放射性物質を分離・吸着処理する機能を有しており、吸着塔に収容する

吸着材の構成は処理対象水の性状に応じて変更される。水処理二次廃棄物として吸着塔が

年間 50 体程度発生すると考えられている。 

 

(1) 材質及び構造 

高性能多核種除去設備で使用されている多核種吸着塔は内部に吸着材を充填した中空の

円柱形の容器を鉛の遮へい体で覆う二重構造になっている。材質及び構造を表 2.1-9 に示す

と共に、それぞれの構造の概要図(8)を図 2.1-21 に示す。 

 

       表 2.1-9 高性能多核種除去設備吸着塔の材質及び構造(8)
 

種類 縦置き円筒型 

寸法  外胴内径 939.8 mm 

 外胴板厚さ 12.7 mm 

 内胴内径 330.2 mm 

 内胴板厚さ 12.7 mm 

 上部平板厚さ 76.2 mm 

 下部平板厚さ 76.2 mm 

 高さ 3632 mm 

材質  外胴板 二相ステンレス (UNS S31803) 

二相ステンレス (UNS S32205) 

二相ステンレス (UNS S32750) 

※いずれかの材質を使用する 

 内胴板 

 上部平板 

 下部平板 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 2.1-21 高性能多核種除去設備多核種吸着塔の概要図(8)

 

出典：東京電力株式会社 
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(2) 多核種吸着塔保管状況 

使用後の吸着塔は淡水置換しエアブローにより水切りした後、使用済セシウム吸着塔一

時保管施設で架台（ラック）に設置され保管される。保管状況の外観を図 2.1-22 に示す。 

 

 

吸着塔は鉛遮へい体に覆われた状態で保管されている。吸着した放射性物質の崩壊熱に

より内部より発熱するが、解析コードを用いた評価では、吸着塔内の最高温度は約182℃と

評価された(8)。解析コードを用いた計算による温度分布を図 2.1-23に示す。 

 

使用済の多核種吸着塔は淡水置換後に水抜きして貯蔵されているが使用済吸着塔内部に

もある程度の塩化物イオンを含んだ水が残留していると考えられる。また内部に残留した

水が放射線分解することにより可燃性ガスが発生する可能性があるため、多核種吸着塔は

ベント管と処理水入口側のノズルを開放して保管している。発生した可燃性ガスは空気と

の密度差により上昇しベント管から排出され、排出された可燃性ガスの体積に応じて処理

水入口側ノズルから空気が流入すると考えられている。 

 

図 2.1-23 多核種吸着塔の温度分布(8)
 
出典：東京電力株式会社 

 

図 2.1-22 高性能多核種除去設備 多核種吸着塔保管状況 
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2.1.7  水処理二次廃棄物の保管量について 

 

東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故以来、原子炉建屋・タービン建屋内等の汚

染水処理等に伴い発生する水処理二次廃棄物の保管量は増大している。また処理装置や設

備の増加により廃棄物の種類も多様化している。図 2.1-24 に水処理二次廃棄物保管量の推

移(9)を示すと共に、2014 年 11 月～12 月時点におけるそれぞれの設備・装置から発生した

廃棄物の数(9)(10)を表 2.1-10 に示す。 

図 2.1-24 及び表 2.1-10 よりセシウム吸着装置（KURION）及び第二セシウム吸着装置

（SARRY）から発生する吸着塔や、多核種除去設備から発生する HIC 等の保管量が特に多

いことが分かる。これらの水処理二次廃棄物の保管量は今後も増え続けると予想される。 

図 2.1-24 水処理二次廃棄物保管量の推移(9)
 

表 2.1-10 水処理二次廃棄物保管量(9)(10)
 

出典：東京電力株式会社 
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2.1.8 汚染水に含まれる塩化物イオンについて 

 

原子炉建屋・タービン建屋内等の汚染水は東北地方太平洋沖地震による津波、炉心冷却

水の流入、雨水の浸入、地下水の浸透等による、海水成分を含んだ高レベルの放射性汚染

水である。汚染水処理施設及びそこから発生する水処理二次廃棄物保管容器等にも塩化物

イオンが付着・残留することが懸念される。それぞれの汚染水処理施設で処理されている

汚染水について以下に示す。 

 

(1) セシウム吸着装置（KURION）及び第二セシウム吸着装置（SARRY） 

KURION 及び SARRY が処理している汚染水は、原子炉建屋・タービン建屋内から排出

される汚染水である。KURION 及び SARRY で処理された汚染水は淡水化装置（逆浸透膜

装置・蒸発濃縮装置）で塩分を除去された後、炉心冷却水として利用される。図 2.1-25 に

KURION 及び SARRY で処理される汚染水（淡水化処理前の汚染水）に含まれる塩化物イ

オン濃度の変化(11)について示す。 

 

図 2.1-25 より、淡水化処理前の汚染水に含まれる塩化物イオンは、初期の 16,000ppm 程度か

ら数百 ppm程度まで徐々に低下していることがわかる。KURION によって処理された汚染水に

は 300～16,000ppm程度、SARRY によって処理された汚染水には 300～8,000ppm の塩化物イオ

ンが含まれていたと考えられる。水処理二次廃棄物である使用済の吸着塔は通水洗浄・水抜き・

乾燥処理後に保管されているが構造上すべての水を抜くことはできず、内部に塩化物イオンを

含んだ水が残留している。 

KURION については処理対象水に含まれる塩化物イオン濃度は数百～16,000ppm程度である

が、保管前の洗浄により内部塩化物イオン濃度は 1/2000 程度に減少するという報告がある(12)。

ただし吸着塔内部に洗浄効果の低い領域の存在も確認されており、初期濃度を 16,000ppmとし

た場合、実機洗浄操作により吸着塔内の残存塩化物イオン濃度は 200ppm 程度と推定する報告

もあるため(13)、吸着塔内に残留する塩化物イオン濃度は数 ppm～200ppm 程度であると推定さ

れる。 

 

図 2.1-25 淡水化処理前汚染水に含まれる塩化物イオン濃度の変化 
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(2)  モバイル式処理装置 

モバイル式処理装置が処理している汚染水は２号機及び３号機の海水配管トレンチに滞

留している高濃度の汚染水である。処理対象である滞留水中の塩化物イオン濃度は、

700ppm～17,000ppm 程度とされている(1)。使用済吸着塔は淡水置換後に水抜きして貯蔵さ

れているため、保管される吸着塔内部の塩化物イオンはある程度低減されていると考えら

れる。 

 

(3)  モバイル型ストロンチウム除去装置 

モバイル型ストロンチウム除去装置が処理している汚染水は KURION や SARRY 等の汚

染水処理設備で処理した後の汚染水が、逆浸透膜（Reverse Osmousis）装置により淡水化処

理される際に発生する RO 濃縮水である。RO 濃縮水の塩化物イオン濃度は最大 6,000ppm 

程度とされている(4)。RO 濃縮水の水質分析結果の例を表 2.1-11 に示す(4)。 

 

 

モバイル型ストロンチウム除去装置の使用済フィルタ・吸着塔は淡水で洗浄した後エア

ブロー等により水抜きして貯蔵されているため、内部に残留する塩化物イオンはある程度

低減されていると考えられる。 

 

(4)  多核種除去設備及び、高性能多核種除去設備 

多核種除去設備及び高性能多核種除去設備が処理している汚染水は KURION や SARRY

等の汚染水処理設備で処理した後の処理済水（RO 濃縮水等）である。塩化物イオン濃度が

高く、また前処理設備等での薬液注入により処理水の pH が変動する。多核種除去設備及

び高性能多核種除去設備の処理水の情報を表 2.1-12 及び、表 2.1-13 に示す。 

    

 

Cs-134 Cs-137 Co-60 Mn-54 Sb-125 Ru-106 Sr-90

9.2E+00 1.60E+01 <1.8E+0 9.0E+00 7.7E+01 4.2E+01 1.5E+05 5,700

放射性濃度　(Bq/cc)
塩化物イオン濃度

(ppm)

表 2.1-13 高性能多核種除去設備における汚染水の状況(8) 

設備
塩化物イオン濃度

(ppm)
pH

高性能多核種除去設備 6,350 3.5～7.5

表 2.1-12 多核種除去設備における汚染水の状況(7)
 

設備
塩化物イオン濃度

(ppm)
pH

多核種吸着塔1～5塔 13,000 11.8～12.2

多核種吸着塔6～14塔

処理カラム
13,000 6～7

表 2.1-11  RO 濃縮水水質分析結果(4)
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多核種除去設備によって処理された汚染水には 13,000ppm 程度、高性能多核種除去設備

によって処理された汚染水には 6,350ppm 程度の塩化物イオンが含まれていたと考えられ

る。使用済の吸着塔は淡水置換後に水抜きして貯蔵されているため、保管される吸着塔内

部の塩化物イオンはある程度低減されていると考えられる。 

 

2.1.9 放射性物質の吸着量について 

 

保管されている水処理二次廃物保管容器は汚染水から放射性物質を除去・吸着している

ため内部に高濃度の放射性物質を含んでいる。2011/6/19～2013/4/2 の間に KURION 及び

SARRY から発生した水処理二次廃棄物（吸着塔）1 本当たりの 137
Cs 吸着量の分布(14)を図 

2.1-26 に示す。 

 

図 2.1-26 より、吸着量に多少のばらつきがあるが、吸着塔 1 本当たりの 137
Cs 吸着量を平

均すると KURION 吸着塔で 3.96×10
14

Bq/本、SARRY 吸着塔で 1.02×10
15

Bq/本である。 

 

 

 

 

 

 

  

図 2.1-26  KURION 及び、SARRY 吸着塔一本当たりの 137
Cs 吸着量(14) 
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2.2 ステンレス鋼及びポリエチレンの劣化等に関する既往の研究成果・知見の整理 

 

2.2.1  ステンレス鋼の劣化等に関する既往の研究成果・知見の整理 

   

東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故以来、原子炉建屋・タービン建屋内等の汚

染水処理に伴い多数の水処理二次廃棄物が発生しているが、当該廃棄物は高濃度の放射性

核種を含むためある程度放射能が減衰するまでの期間保管されることになっている。 

水処理二次廃棄物である吸着塔等の保管容器はステンレス鋼製であり主にSUS316Lが使

用されているため、ステンレス鋼の劣化等に関する既往の研究成果・知見について以下に

取りまとめた。 

一部の吸着塔には二相系ステンレス鋼であるSUS329J3L相当材が使用されているが

SUS316Lよりも耐食性が優れていることに加え現状の保管数も少ないことから本項は

SUS316Lを対象とする。 

   

(1) ステンレス鋼における腐食に対する懸念事項 

ステンレス鋼に一般的に見られる腐食形態は全面腐食、局部腐食として孔食・すき間腐

食のほか、応力腐食割れ(SCC)、粒界腐食などが挙げられる。これらの腐食形態の中でステ

ンレス鋼の全面腐食は非酸化性酸である希硫酸、酢酸などにより生じやすいことが知られ

ているので、水処理二次廃棄物の保管により想定される腐食形態からは除外できると考え

られる。また SUS316L は含まれる炭素量が低減されているため溶接熱影響があっても粒界

Cr 欠乏層は導入されていないと考えられるので、鋭敏化が主要因とされる粒界腐食は除外

されると考えられる。 

ステンレス鋼の耐食性は表面に形成される不導体被膜の化学的な安定性に依存している

が、塩化物を含む環境においては Cl－によって不動態皮膜が破壊されステンレス鋼に種々

の形態の局部腐食が発生することが知られている。 

使用済吸着塔などの水処理廃棄物は淡水で置換・洗浄された後エアブローにより水抜き

した状態で保管されている。しかしながら内部の水をすべて取り除くことは難しく、ある

程度の水が内部に残留していると考えられる。処理対象である汚染水には海水由来の塩化

物イオンが存在していることから、この残留水中にもある程度の塩化物イオンが残留して

いると考えられる。KURION の吸着塔については処理対象水に含まれる塩化物イオン濃度

は数百～16,000ppm 程度であるが、保管前の洗浄により内部塩化物イオン濃度が 1/2000 程

度に減少するという報告がある(1)。ただし吸着塔内部に洗浄効果の低い領域の存在も確認

されており、初期濃度を 16,000ppm とした場合、実機洗浄操作により吸着塔内の残存塩化

物イオン濃度は 200ppm 程度と推定する報告(2)もあるため、吸着塔内に残留する塩化物イオ

ン濃度は数 ppm～200ppm 程度であると想定される。そのため、接液部では孔食や、内部構

造上すき間が存在するならばすき間腐食の発生、溶接などによる残留応力が生じている場

合は SCC の発生が懸念される。 

また吸着した放射性物質の崩壊熱による温度の上昇や、放射線の影響により腐食が促進

される可能性もある。さらに、崩壊熱により容器内部の残留水が蒸発する場合、塩化物イ

オンの濃縮や、残留水の蒸発後に内部に残留する塩分が潮解することにより発生する大気

腐食の発生も懸念される。図 2.2-1 に保管される吸着塔内部で懸念される腐食についての概

要図を示す。 
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保管される容器内の腐食について考えるうえで、水がある程度の期間残る場合と、水が

速やかに完全に蒸発してしまう 2 種類のシナリオを考える必要がある。 

まず内部に残留水が存在する場合では洗浄後の残留水に含まれる塩化物イオン濃度は数

ppm～200ppm 程度と推定されるが、それにより孔食やすき間腐食、SCC といった局部腐食

の発生が懸念される。また容器が腐食により破損した場合残留水が漏えいする危険がある。 

次に残留水が完全に蒸発する場合では洗浄後の残留水に含まれる塩化物イオン濃度は数

ppm～200ppm 程度と推定されるが、水が蒸発することにより塩分が容器内部に残留する。

この残留塩分が容器内部表面で潮解することにより大気腐食などの発生が懸念されるが、

容器が腐食により破損した場合でも残留水が蒸発しているため小さな破損では内容物が漏

えいする危険は少ないと考えられる。 

 

以上のことから残留水中の塩化物イオンなどが原因となり発生する孔食やすき間腐食及

びSCCなどの局部腐食が水処理二次廃棄物の保管中におけるステンレス鋼の腐食に対する

懸念事項であると考えられる。 

 

(2) 水処理二次廃棄物容器における孔食の発生について 

残留水中の塩化物イオンなどが原因となり、ステンレス製容器に孔食の発生が懸念され

るが、吸着材であるゼオライトと水の共存環境中において、放射線による腐食への影響を

考慮する必要がある。 

図 2.2-2 に 60℃大気飽和希釈海水(Cl－2,000ppm)中のゼオライト(Herschelite 及び

Mordenite)共存環境中浸漬における 400Gy/hγ線照射下の SUS316L 鋼の自然浸漬電位の経

時変化を示す。グラフより、γ線照射により SUS316L の自然浸漬電位は希釈人工海水への

単純浸漬ならびに希釈人工海水とゼオライト共存環境中において貴化していることがわか

る。図 2.2-3 に自然浸漬電位に及ぼすγ線照射線量率とゼオライト共存の影響を示す。γ線

照射下においては単純浸漬ならびにゼオライト共存環境中浸漬ともに線量率の増加に従い

自然浸漬電位が貴化している。これは、γ線照射線量率の増加に伴い水の放射性分解が進

み、過酸化水素(H2O2)などの酸化剤濃度が増加するためであると報告されている
(3)。 

 

図 2.2-1 吸着塔内部で懸念される腐食の概要図 
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SUS316L の自然浸漬電位は希釈人工海水中の単純浸漬に比べゼオライト共存環境中の

方が低く、ゼオライトの共存によりγ線による電位の貴化が抑制されていることが分かる。

これは、γ線照射下においてゼオライトが共存すると水の放射性分解で生成する H2O2の分

解が促進することが報告されており(4)、H2O2濃度が低下して電位が卑化したためであると

考えられている(3)。 

塩化物が含まれた中性水溶液中でのステンレス鋼の孔食の臨界電位（これ以下の電位域で材

料を使用すれば孔食の可能性がない電位）は、塩化物イオン濃度につれて低下することが知ら

れている(6)。希釈人工海水への単純浸漬ならびに希釈人工海水とゼオライト共存環境中では共

に塩化物イオン濃度の低下に伴い孔食発生電位が低下しているが、大きな差はないという報告

がある(3)。図 2.2-4 に SUS316L の孔食発生電位の塩化物イオン濃度とゼオライト共存による影

響について示す。図 2.2-5 に 60℃大気飽和希釈海水中におけるゼオライト(Herschelite)共存

環境における SUS316Ｌの孔食発生線図を示す。 

 

図 2.2-2 自然浸漬電位(EOCP)の経時変化に及ぼす γ 線照射(400Gy/h)と 

ゼオライト共存の影響(3)
 

図 2.2-3 定常浸漬電位(Esp)に及ぼす γ 線量率とゼオライト共存の影響(3) 



- 27 - 

 

 

γ線照射下では SUS316L 鋼の自然浸漬電位が上昇し孔食発生電位を超えることで局部

腐食発生リスクが生じるが、ゼオライト(Herschelite)共存により電位の上昇が抑制され、塩

化物イオン濃度が 20,000ppm 程度においても局部腐食発生リスクを低減することが出来る

と考えられる。このことから使用済吸着塔などの水処理廃棄物の残留水に含まれる塩化物

イオン濃度が、数 ppm～200ppm 程度であれば、孔食が発生する可能性は低いと考えられる。 

 

 

(3) 水処理二次廃棄物容器における SCC、すき間腐食の発生について 

塩化物イオンを含む環境では SUS316L などのオーステナイト系ステンレス鋼に応力腐

食割れ(SCC)が生じる可能性がある。一般的に塩化物イオン濃度が高く、高温であるほど

SCC は生じやすいとされている(6)。また SCC は外部からの引張応力だけでなく溶接や加工

図 2.2-4 ゼオライト共存環境における SUS316L の孔食発生電位(V’C100)と 

塩素イオン濃度の関係(3)
 

図 2.2-5 60℃大気飽和希釈海水中におけるゼオライト(Herschelite)共存環境に 

おける SUS316L の孔食発生線図(3)
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に伴って金属に残される残留応力でも発生するため(7)、水処理二次廃棄物容器の溶接部近

傍において SCC の発生が懸念される。 

図 2.2-6 に示すのは多管式ステンレス鋼製熱交換器の冷却水による SCC について使用実

績データを集計・解析して得た結果である(8)。この結果から SUS316L については温度が

100℃以下では SCC が発生しにくいと考えられる。 

つまり使用済吸着塔などの水処理二次廃棄物の残留水に含まれる塩化物イオン濃度が数

ppm～200ppm 程度かつ、容器は大気解放環境であり、残留水の温度が崩壊熱により上昇し

ても沸点(100℃)を越えないと仮定すれば、SCC の発生する危険性は低いと考えられる。し

かしながら 100℃以下では SCC は発生しないとは言い切れず、常温でも SCC の発生は報告

されている(7)。今後容器内部の実際の温度、残留応力の程度や、蒸発による内部残留水の

濃縮などの情報収集を継続しそれらを考慮した検討が必要であると考えられる。 

 

 

水処理二次廃棄物容器内部の詳細な構造の情報が公開されていないため、すき間腐食の

原因となる構造上のすき間が存在するかは不明である。図 2.2-7 に温度と塩化物イオン濃度

によるすき間腐食発生領域を示す(9)。すき間が存在する場合、塩化物イオン濃度が高く、

高温であるほど SCC は生じやすいことが分かる。この結果から使用済吸着塔などの水処理

二次廃棄物の残留水に含まれる塩化物イオン濃度が数 ppm～200ppm 程度と仮定すれば、温

度が 100℃以下でもすき間腐食の発生が懸念される。 

  

図 2.2-6 ステンレス鋼熱交のチューブ材質

と SCC 境界線との関係(8)
 

図 2.2-7 温度と塩化物イオン濃度に 

よるすき間腐食発生領域(9)
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2.2.2 ポリエチレンの劣化等に関する既往の研究成果・知見の整理 

 

 本節では、多核種除去設備(ALPS; Advanced Liquid Processing System)から排出される水処

理廃棄物を収容する高性能容器(HIC; High Integrity Container)について、長期的な保管の可

能性を考慮した際の劣化評価の判断基準のための技術的知見を蓄積するため、容器材質で

あるポリエチレンの放射線劣化に関する既往の研究成果・知見を収集・整理し、取りまと

めた。 

 

(1)調査内容および調査方法 

 本調査における調査内容は次の 3 点である。 

 (a)ポリエチレンの放射線劣化に関する既往の研究成果・知見 

 (b)HIC 用ポリエチレンに関する既往の研究成果・知見 

 (c)東京電力株式会社福島第一原子力発電所で使用される HIC とその保管環境 

 本調査は主に文献調査により実施した。調査に当たり利用した文献情報検索システムは、

日本原子力研究開発機構 JOPSS (JAEA Originated Papers Searching System)および国際原子

力情報システム INIS (International Nuclear Information System)であり、検索キーワードとし

て「高性能容器(High Integrity Container)」、「架橋ポリエチレン(Crosslinked Polyethylene、

XLPE)」、「高密度ポリエチレン(High Density Polyethylene)」、「放射線劣化(Radiation 

Degradation)」を選択した結果、全体で 1857 件がヒットした。この中からポリエチレンの

放射線劣化に関するデータが含まれる資料を選択し、東京電力株式会社が発表している資

料等と併せてその内容を精査し、既往の研究成果・知見を収集・整理した。これらの調査

結果を基に、既往の研究における試験条件・評価項目を比較検討し、高性能容器の長期保

管に係る劣化評価の判断基準のための技術的知見をまとめた。 

 

(2)調査結果 

(a)ポリエチレンの放射線劣化に関する既往の研究成果・知見の整理 

 ポリエチレンは、エチレンを原料として触媒存在下での重合反応により合成される、溶

融成形が可能な熱可塑性樹脂である(図 2.2-8)
(10,11)。 

 ポリエチレンは安価であり電気絶縁性や耐薬品性に優れることから、電力ケーブルや各

種容器、配管等に応用されている。合成条件によって得られるポリエチレンの分子量や密

度等の特性が変化するが、工業分野で一般に使用されるポリエチレンの分類例は表 2.2-1

のようになっている(10)。ここで、架橋ポリエチレン(XLPE)とは、中密度ポリエチレン

(MDPE)や高密度ポリエチレン(HDPE)を過酸化物、シラン化合物、電子線照射、紫外線照

射等を利用して架橋(分子鎖同士を繋ぐこと)処理を施したものであり、密度は MDPE や

HDPE とほぼ同様である。密度は平均分子量と結晶化度によって決まる。結晶化度とは分

子鎖が整列した結晶質相と分子鎖がランダムに存在する非晶質相の割合を表し、結晶質相

が多いほど、すなわち結晶化度が高いほど、分子鎖が緻密に詰まり、密度は高くなる。 

 

図 2.2-8 ポリエチレンの合成スキーム. 

CH2 CH2 nn CH2=CH2 (n>1000)

エチレン ポリエチレン(PE)

触媒
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 ポリエチレンの放射線劣化に関する既往の研究では、低密度ポリエチレン(LDPE)や架橋

ポリエチレン(XLPE)等、様々な種類のポリエチレンについて、ガンマ線、電子線、中性子、

イオンの幅広い線種を用いて、線量率、雰囲気、温度、添加剤の影響等を調べることによ

り、ポリエチレンの放射線劣化メカニズムと特性劣化挙動が明らかにされている。 

 図 2.2-9 に示すように、ポリエチレンの放射線劣化は主に酸化に起因する(12,13)。ポリエチ

レンに空気中で放射線を照射すると C-H 結合が切断され、反応活性種であるラジカル(R・)

が生成する。この R・と酸素が反応し、ROO・が生成する。これがポリエチレン(RH)分子鎖

と反応し、ROOH と R・を生成する。ここで生成する R・は再び酸素と反応して連鎖反応を

引き起こす。この連鎖反応は自動酸化反応と呼ばれる。一方、ROOH の一部は放射線や熱

等により分解し、RO・と・OH が生成する。RO・はポリエチレン分子鎖と反応し、ROH と R・

を生成する。この R・は再び酸素と反応して連鎖反応を引き起こす。一方、この連鎖反応を

停止する反応として、RO・+RO・→ROOR、RO・+・OH→ROOH、RO・+RH→ROH があり、

いずれかの反応によってラジカルが消滅して連鎖反応が停止する。ここで、ROOH は比較

的安定であるが一部分解し、最終的に ROOR、ROH を生成して安定化する。これら一連の

反応の結果、ポリエチレン分子鎖が切断され、引張り特性(強度、伸び)等が劣化する。 

 
図 2.2-9 ポリエチレンの放射線劣化における反応メカニズム. 

CH2 CH2 nRH

O2R・ ROO・→＋

OH・RO・ROOH→ ＋

R・RH ・H→ ＋

R・RHRO・ ROH→＋ ＋

ROOH

RO・

ROO・CH2 CH
n・

R・

O2

RH

ROOH R・RHROO・ →＋ ＋

RH

放射線

OH・RO・ ROOH→＋
RO・＋RO・→ ROOR

RH ROH→＋RO・
停止反応

ラジカル

表 2.2-1 工業分野で一般的に使用されるポリエチレンの分類例. 

 

名称 密度 主な用途 

低密度ポリエチレン LDPE 0.915～0.930g/cm3 食品包装用フィルム 

中密度ポリエチレン MDPE 0.930～0.940 g/cm3 配管 

高密度ポリエチレン HDPE 0.940～0.970 g/cm3 配管、ボトル 

超高分子量ポリエチレン UHMPE ～0.940 g/cm3 繊維、多孔質バッテリーフィルム 

架橋ポリエチレン XLPE 0.93 g/cm3～ 配管、ケーブル被覆 
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 ポリエチレンの放射線酸化反応は、ポリエチレン中における酸素の溶解・拡散挙動と照

射によるラジカルの生成挙動の関係に支配される(14)。酸素の溶解・拡散挙動はポリエチレ

ンの結晶化度によって異なり、低結晶化度、すなわち非晶質相の割合が高いほど、酸素は

ポリエチレン中に溶解・拡散しやすくなる。このことはポリエチレンの種類や製造方法に

よって特性劣化が異なる原因の一つとなる(14-21)。また、一般に、ポリエチレンには耐久性

を改善するための酸化防止剤や光安定剤等が配合されている。これらは、ラジカルの生成

を抑制したり、生成したラジカルと反応してラジカルを消滅させたりするなど、自動酸化

反応の進行を阻害する働きを持つ。これら添加剤の種類や配合比はポリエチレンの特性劣

化に大きな影響を及ぼす(22-29)。 

 ポリエチレンの放射線酸化反応は酸素存在下で進行する。つまり、酸素の無い真空中で

放射線を照射した場合、生成したラジカル同士が再結合して分子鎖間の架橋が起こる。こ

のような場合、放射線の線量に対する特性劣化は酸素を含む雰囲気の場合と比較して抑制

される(30-35)。また、温度が高くなるとポリエチレン中の酸素の溶解・拡散およびラジカル

の生成・酸素との反応が促進されるため、照射時の雰囲気温度の上昇とともにポリエチレ

ンの特性劣化は低線量域で顕著になる(22,36-39)。さらに、放射線の線量率はラジカルの生成

挙動に影響を及ぼす因子である(14,40-50)。ポリエチレンに空気中で放射線を照射すると、放

射線が透過する部分にラジカルが均一に生成する。一方、酸素はポリエチレンの表面から

供給され、内部に拡散することによってラジカルと反応する。放射線の線量率が高く(数

kGy/h 以上)、供給される酸素量に対して過剰なラジカルが生成する場合、酸素は表面付近

で全て消費され、内部まで拡散しない状態が生じる。酸素が届かない部分では、真空中で

照射した場合と同様の反応が起こり、その結果、表面と内部で酸化される領域と酸化され

ない領域が生じる。これに対し、供給される酸素量に対してラジカル生成量が少ない場合、

すなわち低線量率で照射した場合、余剰の酸素はポリエチレン内部まで拡散してラジカル

と反応するため、ポリエチレン全体が均一に酸化される(図 2.2-10)。この結果、同線量で比

較すると、低線量率で照射した場合の方が高線量率で照射した場合よりも特性劣化が大き

くなる。 

 本調査で選択した多くの資料では、放射線照射が空気中あるいは酸素中で行なわれてい

ていたが、水中で放射線照射を行なった報告もあった(51-53)。そこで、ポリエチレンの放射

線酸化による特性劣化 (放射線劣化)に影響を及ぼす因子として上述の様々な因子に水を

加え、以下の 6 点について資料から抽出したデータを基に研究成果・知見を整理した。 

 ①ポリエチレンの種類、製造方法の影響 

 ②添加剤の影響 

 

図 2.2-10 線量率がポリエチレンの放射線酸化に及ぼす影響の概念図. 

O2 O2

O2 O2

非酸化領域
●高線量率の場合
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 ③照射雰囲気の影響 

 ④照射温度の影響 

 ⑤線量率の影響 

 ⑥水の影響 

 

 研究成果・知見の整理に当たり、ほとんどの資料においてポリエチレンの引張り特性が

評価されていることから、本報告書では主に引張り試験における破断時伸び、引張り強度、

降伏強度のデータを抽出・整理した。図 2.2-11 はプラスチック材料の引張り試験において

得られる応力―ひずみ曲線の例であるが、図より、破断時伸びは破断時の標線間距離と初

期の標線間距離の差を初期の標線間距離で除して 100 を掛けた値であり、引張り強度は最

大引張り応力、降伏強度は応力増加を伴わずにひずみが増加する最初の応力である。 

 

①ポリエチレンの種類・製造方法の影響 

 ポリエチレンの種類、あるいは製造方法(製造会社)によって、ポリエチレンの初期特性

が異なることに加え、放射線劣化挙動も異なる(14-21)。図 2.2-12(a)に一例を示すが、低密度

ポリエチレン(LDPE)と架橋ポリエチレン(XLPE)を比較すると、非晶質相の割合が多く密度

が低い LDPE は XLPE よりも破断時伸びの初期値が約 200 %高い(14)。しかしながら、図 2.2-9

 

図 2.2-12 ポリエチレンの放射線劣化に及ぼす種類、製造方法の影響：(a) 低密度ポリエ

チレン(LDPE)と架橋ポリエチレン(XLPE)の比較、(b) 製造会社の異なる XLPE の比較. 
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図 2.2-11 プラスチック材料の引張り試験において得られる応力―ひずみ曲線の例. 
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に示した酸化反応は主に非晶質相で起こるため、放射線の線量に対する破断時伸びの低下

は XLPE よりも大きい。また、工業分野で一般的に XLPE として分類される架橋ポリエチ

レンでも、製造会社、すなわち製造方法や添加剤が異なることによって、その放射線劣化

挙動が大きく異なる。A 社、B 社、C 社の記述に留めるが、図 2.2-12(b)に示すように、破

断時伸びの初期値とその変化が異なることが分かる(15)。一般に、ポリエチレンには耐久性

を改善するための酸化防止剤や光安定剤等が配合されている。この添加剤の種類や配合比

は企業秘密であり詳細を知ることは困難であるが、ポリエチレン製造会社によって異なる

と考えられる。これが初期特性や放射線劣化挙動の違いを生じる原因であると考えられる。 

 

②添加剤の影響 

 図 2.2-13(a)は架橋ポリエチレン(XLPE)の放射線劣化に対する酸化防止剤の一種であるテ

トラキス[3-(3’-5’-ジ-t-ブチル-4’-ヒドロキシフェニル)プロピオン酸](商品名：Irganox1010)

の添加効果を示したものである(22)。酸化防止剤非配合試料(0 wt%)では、100 kGy 以上で破

断時伸びが急激に低下するのに対し、酸化防止剤を 0.2、0.4 wt%配合した試料では、破断

時伸びの低下が 200 kGy 付近まで抑制されることが明らかにされている。300 kGy 程度の

高線量域では、酸化防止剤が失活するため、配合比に関わらず破断時伸びの値は同程度に

なると考察されている。 

 図 2.2-13(b)は化学構造の異なる酸化防止剤を配合した架橋ポリエチレン(XLPE)について、

10 atm 酸素中、室温、5 kGy/h の条件でガンマ線を照射後の破断時伸びの変化を示した結果

 

 

図 2.2-13 ポリエチレンの放射線劣化に及ぼす添加剤(酸化防止剤)の影響：(a) 添加剤の

配合／非配合の影響、(b) 添加剤の化学構造の影響. 
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である(23)。酸化防止剤の種類によって破断時伸びの初期値およびその変化が異なることが

分かる。ここで用いられた酸化防止剤の化学構造は図 2.2-13(グラフ下側)に示す通りであり、

それぞれ作用機構が異なる(28,29)。 

 イオウ系酸化防止剤であるジブチルジチオカルバミン酸ニッケル(Nocrac NBC; NBC)は、

ROOH + AX → AX-O + ROH の反応により過酸化物 ROOH を分解する。フェノール系酸化

防止剤である Irganox1010(IRG1010)は、R・+ AX → RAX・(反応性の低い安定なラジカル)

の反応によって炭素ラジカル(R・)を捕捉したり、ROO・ + AX-H → AX + ROOH によって

パーオキシラジカル(ROO・)を捕捉したりすることによって自動酸化反応の原因となるラジ

カルを減少させる。また、アミン系酸化防止剤である N-N’-ジフェニル-p-フェニレンジア

ミン(Nocrac DP; DPPD)は、パーオキシラジカル(ROO・)の捕捉に効く。 

 

③照射雰囲気の影響 

 図 2.2-14に、酸化防止剤を添加していない低密度ポリエチレン(LDPE)に、室温において、

5 kGy/h の線量率でガンマ線を照射した後の引張り強度の変化に及ぼす照射雰囲気の影響

を示す(30)。空気中(酸素分圧 0.2 atm)、酸素中(酸素分圧 10 atm)で照射した場合と比較して、

真空中で照射した場合には約 800 kGy まで引張り強度が低下しないことが分かる。これは、

真空中では、照射によって生成するラジカル同士が再結合して分子鎖間の架橋が起こるこ

とが原因であることが明らかにされている。 

 

④照射温度の影響 

 図 2.2-15 は、酸化防止剤を添加していない架橋ポリエチレン(XLPE)に空気中、100 Gy/h

でガンマ線を照射した場合の破断時伸びの変化に及ぼす照射温度の影響を示している(22)。

室温、60℃、100℃と照射温度が高くなるにつれ、より短時間で破断時伸びが低下すること

が明らかにされている。 

 

図 2.2-14 ポリエチレンの放射線劣化に及ぼす照射雰囲気の影響. 
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⑤線量率の影響 

 ポリエチレンの放射線劣化において、放射線照射時の線量率もまた重要な因子の一つで

ある。1970 年代に行なわれていた高分子材料の耐放射線性評価に関する研究においては、

時間的な制約から一般的に 10 kGy/h 程度の線量率で放射線照射が実施されていた。しかし

ながら、原子力発電所等で 1 Gy/h 未満の低い線量率下で実際に使用されていたケーブル材

料に関し、事前の耐放射線性評価試験では劣化が認められなかった低線量域において劣化

が顕著である事例が報告され、それまでの加速試験の妥当性検討も含めて、線量率の影響

を調べた結果が多数報告されている(14,40-50)。 

 ポリエチレンに空気中で放射線を照射すると、放射線が透過する部分にラジカルが均一

に生成する。一方、酸素はポリエチレンの表面から供給され、内部に拡散することによっ

てラジカルと反応する。この時、酸化が起こる表面からの厚さ L (cm)について、瀬口らに

よって以下の式が導出されている(14)。 

L = (
２𝐷・𝑆・𝑃𝑂2

𝛷・𝐼
)
1/2

        (1) 

ここで、D (cm
2
/s)は酸素の拡散係数、S (mol/g・atm)は酸素の溶解度、 (mol/g・Gy)は酸素

の消費係数、PO2 (atm)は酸素分圧、I (Gy/s)は線量率である。酸素の拡散係数、溶解度、消

費係数はポリエチレンの種類や温度等によって変化するが、酸化防止剤を含まない低密度

ポリエチレン(LDPE)について、室温における酸素の拡散係数、溶解度、消費係数の値がそ

れぞれ、5.5×10
-7

 cm
2
/s、2.2×10

-6
 mol/g・atm、1.4×10

-9
 mol/g・Gy であるとの報告がある

(45)。これらの値を用いると、空気中(酸素分圧 0.2 atm)、線量率 10、0.5 kGy/h の条件では、

式(1)により、表面からの酸化層の厚さはそれぞれの線量率に対して 0.01、0.05 cm となる。

このことは、厚さ 0.1 cm (1 mm)の LDPE シートに空気中、室温において 0.5 kGy/h の線量

率で放射線を照射すると、シートの両面から 0.05 cm 酸化されるため、シート全体が酸化

 

図 2.2-15 ポリエチレンの放射線劣化に及ぼす照射温度の影響(空気中). 
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されることを意味している。瀬口らによる資料では、原子力施設の実際の放射線環境であ

る 1 Gy/h を下回るような線量率においては、空気中でもケーブル絶縁用高分子材料の肉厚

が 5～10 mm程度までは材料全体が均一に酸化されるであろうと述べられている(14)。また、

式(1)は、酸化層の厚さが酸素分圧 PO2にも依存することを示している。すなわち、酸素濃

度(分圧)を高くすることによって酸化層の厚さは大きくなる。図 2.2-16 に、厚さ 1 mm の

LDPE シート(ただし、上述の LDPE とは製造会社が異なる)に様々な線量率・酸素分圧でガ

ンマ線を照射後の破断時伸びの変化を示す(40)。空気中(酸素分圧：0.2 atm)、線量率 0.33 kGy/h

の条件は試料全体が酸化される照射条件であるが、このデータを基準として、酸素分圧を

5 atm まで上げると線量率を 5 kGy/h まで上昇させても同様に試料全体の酸化が起こり、破

断時伸びの低下が同様となることが明らかにされている。また、酸素分圧 5 atm の条件で

は、生成するラジカル量に対して十分な量の酸素が試料内部まで拡散するため、線量率を

1 kGy/h としても 5 kGy/h としても、試料全体が酸化されることが明らかにされている。す

なわち、試料全体が酸化される照射条件では、放射線劣化に及ぼす線量率の影響は認めら

れなくなる。 

 

⑥水の影響 

 図 2.2-17(a)は、酸化防止剤 Irganox1010 を 3 phr 含む 2 mm 厚の架橋ポリエチレン(XLPE)

シートを 60℃の水に浸漬した状態で、線量率 18 Gy/h でガンマ線を最大 136 kGy まで照射

後、試料厚さ方向におけるカルボニル基の生成量を調べた結果である(51)。ここで phr(parts by 

weight per hundred parts by weight of resin)とは、樹脂重量を 100 とした場合の添加剤の配合

重量である。カルボニル基 -C(=O)-は XLPE が酸化されることによって生成する官能基で

あり、図 2.2-9 に示した反応メカニズムにおいて生成する ROOR あるいは ROOH に対応す

る。カルボニル基の定量は赤外分光分析法によって行なわれ、ピーク強度が高いほど生成

量が多いことを示している。この図から、75 kGy から 136 kGy までの間でカルボニル基の

生成量が急激に増加することが明らかにされた。これは、配合されている酸化防止剤が 75 

 

図 2.2-16 ポリエチレンの放射線劣化に及ぼす線量率、酸素濃度(分圧)の影響. 
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kGy から 136 kGy の間に失活することが原因ではないかと考察されている。図 2.2-17(b)は

線量率 18 Gy/h でガンマ線を 136 kGy まで照射後のカルボニル基の生成量と照射時の水温

の関係を示した結果である。照射時の水温が高くなるにつれカルボニル基の生成量が増加

するが、80℃で照射した場合、カルボニル基がほとんど検出されない結果が得られている。

これについて詳細は明らかにされていないが、80℃では、水の放射線分解生成物が酸化防

止剤として働くのではないかと推測されている。このようなカルボニル基の生成量の違い

に対応し、図 2.2-17(c)に示す線量に対する引張り強度の変化では、60℃での照射の場合に

強度低下が最も大きくなる結果が得られている。また、引張り強度の低下が 80 kGy 以上で

顕著になっているが、これは図 2.2-17(a)から、カルボニル基の生成量が急激に増加する線

量域と対応していることが明らかにされている。 

 

 

  

 

図 2.2-17 ポリエチレンの放射線劣化に及ぼす水の影響：(a) 水温 60℃で照射した時の

線量とカルボニル基生成量の関係、(b) 136 kGy まで照射した時の水温とカルボニル基生

成量の関係、(c) 各水温における線量と引張り強度の関係. 
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 以上のことから、ポリエチレンの放射線劣化に関する既往の研究成果・知見についての

調査結果は次の通りである。 

 ・ポリエチレンの放射線劣化は主に酸化に起因する。 

 ・ポリエチレンの種類、製造方法(会社)、添加剤の種類・配合比により、初期特性と放

射線劣化挙動が異なる。 

 ・真空中等、酸素不在下では、ポリエチレンの放射線劣化は抑制される。 

 ・酸素存在下では、高温ほど低線量で特性が劣化する。 

 ・酸素存在下では、低線量率ほど低線量で特性が劣化する。 

 ・試料全体が酸化される照射条件では、線量率の影響は認められなくなる。 

 ・水／放射線環境下でもポリエチレンは酸化し、水温 60℃で照射した場合に劣化が最大

となるとの報告がある。 

 

(b)HIC 用ポリエチレンに関する既往の研究成果・知見の整理 

  HIC は、米国原子力規制委員会(Nuclear Regulatory Commission; NRC)から権限を委譲さ

れたサウスカロライナ州健康環境局(S. C. Department of Health and Environmental Control)が

認可した低レベル放射性廃棄物保管容器であり、米国バーンウェル処分場で最終処分する

ための保管容器として利用されている。認可に当たり、表 2.2-2 に示す要件(一部を抜粋)を

満たすこととされている(54-56)。このうち材料特性に関する要件は、1 MGy 以上の耐放射線

性(300 年間の健全性)を有すること、貯蔵時の容器温度が 76.6℃以下であること、となって

いる。 

 この要件を満たす材料として注目されたのが、安価で化学的安定性(耐腐食性)が金属材

料よりも優れるポリエチレンであり、1980～1990 年代にかけて、広く放射線照射試験が実

施され、特に Brookhaven National Laboratory (BNL)から数多くの報告書が発表されている
(57-67)。ここでは BNL 報告書のデータを中心に、HIC 用ポリエチレンに関する既往の研究成

果・知見を整理した。 

 BNL 報告書の中で対象とされていたポリエチレンは、架橋高密度ポリエチレン(Highly 

crosslinked high density polyethylene)である Marlex
®シリーズ(CL-100、CL-200; 現 Chevron 

Phillips Chemicals 製)である。これらの材料に対し、引張り試験、クリープ試験、U ベンド

試験、ストレスクラッキング試験、耐衝撃試験、生物分解試験、模擬廃液浸漬試験等によ

る耐放射線性評価結果がまとめられている(58,62,63)。 

 図 2.2-18 に、Marlex CL-100、CL-200(3 mm 厚シート)に空気中、10～11℃でガンマ線を

照射後の引張り特性の変化を示す(63)。ここで、CL-100 と CL-200 について、基本構造は同

様であるが、原料が異なり、CL-200 の方が初期の破断時伸びが大きい特徴があると述べら

表 2.2-2 米国における高性能容器の主な認可要件. 

 

貯蔵場所 粘土層を掘ったトレンチ内 

貯蔵期間 設計寿命として 300年以上 

耐放射線性 1MGy以上(300年間) 

収容物含水率 1%以下 

貯蔵時の容器温度 76.6℃ (170°F)以下 

可燃性ガス発生への対応 内圧解放のためのベント設置 

輸送に関する事項 A型輸送容器 
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れている(図 2.2-18 (b)、(d)の初期値を参照)。試験時の線量率が異なるものの、いずれにつ

いてもその降伏強度は数十 kGy から 100 kGy 程度の線量域でほとんど変化していない(図

2.2-18 (a)、(c))。一方、破断時伸びは約 100 kGy までの線量域で低下が顕著であり、線量率

が低いほど低線量で劣化が大きくなる結果が得られている。 

 この他、クリープ試験の結果、空気中でのガンマ線照射によってクリープ速度が低下す

るとともに破断時伸びが増加することが明らかにされている。U ベンド試験は、ポリエチ

レンシートを U 字に曲げて固定した状態でガンマ線照射等の各種処理を行ない、一定時間

後にクラックの数を計測する試験である。この試験結果については、空気中低線量率でガ

ンマ線を照射すると、クラックが発生しやすくなることが明らかにされている。また、ス

トレスクラッキング試験は、試験片に一定荷重または一定ひずみを与えた状態でガンマ線

照射等の各種処理を行ない、一定時間後にクラック発生の有無を観察する試験である。プ

ラスチック材料においては、初期段階でクラックが発生し、それが成長して破壊に至るこ

とから、実用的なプラスチック製品の耐久性評価方法としてこの方法が広く用いられてい

る。この試験結果も U ベンド試験と同様に、空気中低線量率でガンマ線を照射すると、短

時間でクラックが発生し、成長することが明らかにされている。また、放射線照射後の耐

衝撃試験も実施されており、100 kGy まで強度低下が見られないことが確認されている。

さらに、生物分解試験や模擬廃液浸漬試験の結果、いずれの場合も引張り特性に大きな変

化がないことが明らかにされている。 

 

図 2.2-18 HIC 用ポリエチレンについて実施された耐放射線性試験結果(引張り特性)：(a) 

CL-100 の降伏強度変化、(b) CL-100 の破断時伸び変化、(c) CL-200 の降伏強度変化、(d) 

CL-200 の破断時伸び変化. 
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 最終報告書では、これら一連の研究結果の総括として、以下の点が提言されている(63)。 

 ・一連の試験における線量率は実環境よりも数十倍高いため、ポリエチレンの正確な寿

命予測は困難である。 

 ・実環境で容器にかかる応力は、材料を変形させるほど大きくない。ただし、試験デー

タから、保管期間中の積算線量を 50 kGy 程度に設定することが望ましい。 

 ・容器健全性評価のために、サーベイ用試験片を設置し、適宜取り出して評価する方法、

あるいは使用中の容器から試験片を取り出して評価する方法を提案する。 

 ・容器輸送時の落下事故に対し、十分な耐衝撃強度を維持する必要があるため、より低

い線量率でのデータ取得が必要である。 

 

(c) 東京電力株式会社福島第一原子力発電所で使用される HIC とその保管環境 

 ここでは、東京電力株式会社が公表している資料を基に、東京電力株式会社福島第一原

子力発電所で使用される HIC ならびにその保管環境条件について取りまとめた。 

 東京電力株式会社福島第一原子力発電所で使用される HICは米国で認可されたものであ

る(68,69)。ただし、米国では収容物の含水率が 1 vol%以下であることが認可要件となってい

るが、ここで使用される HIC については、収容物の含水率は最大約 100 vol%である。HIC

はステンレス鋼製補強体に収納され、さらに、コンクリート製ボックスカルバートに収納

された状態で保管されている。HIC 導入にあたり、様々な条件での落下試験により健全性

が評価され、収容物の漏れ等がないことが確認されている(68,70)。また、容器内部の最高温

度は約 65℃、容器表面の最高温度は約 50℃、20 年間の保管期間中における最大積算線量

は 46 kGy になると計算されている(70-72)。線量率は時間経過とともに減少すると考えられる

が、最大積算線量の値から、20 年間の平均線量率は 0.26 Gy/h となる。 

 HIC は、直径約 1500 mm、高さ約 1800 mm、厚さが約 11 mm の円筒形容器であり、材質

として使用されるポリエチレンは架橋ポリエチレンである。この材料特性として表 2.2-3

のようにまとめられている(73)。密度が 0.941 g/cm
3であることから、架橋された高密度ポリ

エチレンであると推測される。 

 この架橋ポリエチレンについて、耐放射線性試験が実施されている(表 2.2-4)
(71,74,75)。HIC

製造メーカによって実施された試験では、厚さ 12.7 mm の試料に空気中 10 kGy/h で最大

3000 kGy までガンマ線を照射後、引張り試験を行なった結果、100 kGy までは引張り強度

および延性に有意な変化が無かったことが報告されている。また、試料寸法は明記されて

いないが、空気中、室温、1 kGy/h でのガンマ線照射試験後の引張り試験、シャルピー衝撃

試験も行なわれており、いずれの特性も 100 kGy まで有意な変化が無かったことが報告さ

表 2.2-3 HIC 用ポリエチレンの材料特性. 

 

密度 0.941 g/cm
3
 

耐環境応力亀裂性 1000 h以上 

曲げ弾性率 689 MPa 

引張り強度 17.9 MPa 

引張り伸び率 350% 

軟化点 123℃ 

脆化温度 -90℃未満 
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れている。また、ベータ核種の収容を考慮した 10 MeV 電子線照射試験も行なわれており、

この場合、500 kGy までは有意な特性変化が無かったことが報告されている。 

 

 これまでに述べてきた(a)ポリエチレンの放射線劣化に関する既往の研究成果・知見、

(b)HIC 用ポリエチレンに関する既往の研究成果・知見、(c) 東京電力株式会社福島第一原

子力発電所で使用される HIC とその保管環境についての調査結果を基に、既往の研究にお

ける試験条件・評価項目を比較検討した。表 2.2-5 は、本調査で調べた資料において実施さ

れた試験条件(線量率、温度、雰囲気)・評価項目と東京電力株式会社福島第一原子力発電

所で使用される HIC が置かれる実環境を並べたものである。この表において「HIC 用 PE」

表 2.2-4 HIC 用ポリエチレンに対して実施された耐放射線性試験とその結果. 

 

 ガンマ線照射 

(HIC製造メーカにて実施) 

ガンマ線照射 10MeV電子線照射 

試料 架橋 PE 架橋 PE 架橋 PE 

寸法 88.9×203×12.7mm - (記載なし) - (記載なし) 

雰囲気 空気 空気 - (記載なし) 

温度 - (記載なし) 室温 室温 

線量率・線量 10kGy/h, ～3000kGy 1kGy/h, ～500kGy ～2000kGy 

評価 
引張り試験 引張り試験 

シャルピー衝撃試験 

引張り試験 

シャルピー衝撃試験 

結果 
100kGyまで有意な 

特性変化なし 

100kGy まで有意な

特性変化なし 

500kGy まで有意な

特性変化なし 

 

表 2.2-5 ポリエチレンの放射線劣化に関する研究における試験条件・評価項目の比較. 

 

 HIC用 PE 東電試験 その他 PE 実環境 

線量率 (Gy/h) 8.5～7×104 1×103～1×104 5～1×105 0.26 

温度 室温～150℃ 室温 室温～175℃ max65℃ 

雰囲気 空気 ● ● ● 空気／水 

真空 ●  ● 

酸素 ●  ● 

水   ● 

物性評価 引張り試験 ● ● ●  

曲げ試験 ●   

クリープ試験 ●   

ストレスクラッキング試験 ●   

シャルピー衝撃試験 ● ●  

ゲル分率測定 ●  ● 

酸素溶解度・拡散係数評価 ●  ● 

赤外分光分析   ● 

ガス分析 ●  ● 

示差熱分析 ●  ● 
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とは、BNL 報告書で対象にされた HIC 用ポリエチレンに関する試験、「東電試験」とは、

東京電力の資料で報告されていた試験、「その他 PE」とは、これら以外のポリエチレンに

関する試験、「実環境」とは、東京電力株式会社福島第一原子力発電所において HIC が使

用される環境を示している。この表から、HIC 用 PE については、線量率 8.5 Gy/h から 7×

10
4 

Gy/h、室温から 150℃の温度で、空気、真空、酸素中で各種データが取得されている。

東京電力の試験では、1×10
3から 1×10

4 
Gy/h の線量率で、室温、空気中において引張り試

験とシャルピー衝撃試験が行われている。そして、その他 PE については、5 Gy/h から 1

×10
5 
Gy/h の線量率、室温から 175℃の温度で、空気、真空、酸素に加えて水中でのデータ

が取得されている。一方、実環境では線量率が 0.26 Gy/h、最高温度が約 65℃と見積もられ

ており、曝される雰囲気は空気と水である。 

 実環境と照らして、今回の調査により以下の点が明らかになった。 

 ・既往の研究で得られているデータのほとんどが実環境よりも 1 桁以上高い線量率で評

価された結果であること 

 ・HIC 用ポリエチレンに関して水／放射線環境下での試験データが無いこと 

 ・その他ポリエチレンに関して高温水中での照射試験が行なわれているが、容器として

の健全性を測るストレスクラッキング試験等のデータが無いこと 

 これらのことから、HIC の長期保管に係る劣化評価の判断基準のための技術的知見を蓄

積するために、ポリエチレン(架橋された高密度ポリエチレンが適していると考えられる)

について、 水／放射線環境下における引張り特性等の機械的特性劣化データ(温度、線量

率、線量依存性)の取得が必要であると考えられる。このデータと空気／放射線環境下での

機械的特性劣化データを併せて長期的な保管に係る技術要件を整理することによって、監

視すべきポイント及び講ずるべき措置を検討することが必要であると考えられる。 

 

(3)まとめ 

 本節では、多核種除去設備(ALPS; Advanced Liquid Processing System)から排出される水処

理廃棄物を収容する高性能容器(HIC; High Integrity Container)について、長期的な保管の可

能性を考慮した際の劣化評価の判断基準のための技術的知見を蓄積するため、容器材質で

あるポリエチレンの放射線劣化に関する既往の研究成果・知見を収集・整理し、取りまと

めた。得られた結果を以下にまとめる。 

 

(a) ポリエチレンの放射線劣化に関する既往の研究成果・知見について 

 ・ポリエチレンの放射線劣化は主に酸化に起因する。 

 ・ポリエチレンの種類、製造方法(会社)、添加剤の種類・配合比により、初期特性と放

射線劣化挙動が異なる。 

 ・真空中等、酸素不在下では、ポリエチレンの放射線劣化は抑制される。 

 ・酸素存在下では、高温ほど低線量で特性が劣化する。 

 ・酸素存在下では、低線量率ほど低線量で特性が劣化する。 

 ・試料全体が酸化される照射条件では、線量率の影響は認められなくなる。 

 ・水／放射線環境下でもポリエチレンは酸化し、水温 60℃で照射した場合に劣化が最大

となるとの報告がある。 

 

(b) HIC 用ポリエチレンに関する既往の研究成果・知見について 
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 ・研究対象となったポリエチレンは、架橋高密度ポリエチレン(Highly crosslinked high 

density polyethylene)である。 

 ・引張り試験、クリープ試験、U ベンド試験、ストレスクラッキング試験、耐衝撃試験、

生物分解試験、模擬廃液浸漬試験等による耐放射線性評価結果がまとめられている。

ただし、水／放射線環境下において取得されたデータはない。 

  

(c) 東京電力株式会社福島第一原子力発電所で使用される HIC とその保管環境について 

 ・ポリエチレンが曝される雰囲気は、空気と水である。 

 ・容器内最高温度は約 65℃、容器表面最高温度は約 50℃と見積もられている。 

 ・20 年間保管した場合の最大積算線量は、約 46 kGy と見積もられている。 

 

 以上、(a)、(b)、(c)の調査結果を基に、HIC の長期保管に係る劣化評価の判断基準のため

の技術的知見を蓄積するために、ポリエチレンについて、 水／放射線環境下における引張

り特性等の機械的特性劣化データ(温度、線量率、線量依存性)の取得が必要であると考え

られる。このデータと空気／放射線環境下での機械的特性劣化データを併せて長期的な保

管に係る技術要件を整理することによって、監視すべきポイント及び講ずるべき措置を検

討することが必要であると考えられる。 
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2.3  実環境を想定したステンレス鋼の腐食試験の計画立案 

 

2.1～2.2 節の情報及び知見をうけて、以下の腐食試験の計画を立案した。 

実環境を想定しゼオライトと塩化物イオン共存環境における浸漬試験を実施する。塩化

物イオンを含んだ残留水が蒸発・濃縮する環境を模擬し、SCC やすき間腐食などの局部腐

食発生の有無を確認すると共に、懸念される放射線(γ線)の影響を調査することを目的と

する。図 2.3-1 に試験概要図を示す。 

  

腐食試験計画 

 ・対象材 ： SUS316L  （SUS316L 溶接継ぎ手） 

 ・試験片 ： U ベンド試験片（SCC 試験） 

  ： すき間付与試験片 （すき間腐食試験） 

 ・試験環境 ： ゼオライトと塩化物イオン共存環境 

希釈人工海水（Cl－：10ppm、200ppm、16,000ppm）＋ゼオライト 

 ・試験温度 ： 室温～80℃ 

 ・試験時間 ： 2000h (500h 経過ごとに途中評価を実施する) 

 ・大気解放 ： 有、無 （残留水が蒸発・濃縮を再現） 

 ・γ線照射 ： 有、無  

 ・評価方法 ： 外観観察（顕微鏡観察）割れ発生確認 

 

 

 対象材としては水処理二次廃棄物として保管される容器に主に使用されている材質が

SUS316L であることから SUS316L を選定した。試験片については SCC の発生を確認する

ために小規模の試験片で応力を付与することのできる U ベンド試験片(図 2.3-2)を、またす

き間腐食を確認するためにすき間付与試験片（図 2.3-3）を提案した。試験環境は実環境を

模擬し、ゼオライトと塩化物イオン共存環境とするため希釈人工海水にゼオライトを浸し

その中に試験片を浸漬させる。塩化物イオン濃度は水処理二次廃棄物保管において推定さ

れる洗浄後の残留水中の濃度の下限値 10ppm、上限値 200ppm、さらに洗浄されなかった場

図 2.3-1 浸漬試験概要図 
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合の 16,000ppm の 3 条件とした。また、温度は実際の環境が大気解放環境であるため、液

温が沸点(100℃)を超えないと仮定し、室温～80℃とした。 

  

 

試験期間は 500h 経過ごとに途中評価を実施し、試験片の発錆状態や割れの有無などを考

慮して検討し最大 2,000h とする。なお試験の実施手順として、まず非照射下における試験

を実施し試験方法の確認を行うとともに、その結果を考慮して照射下試験のパラメータ等

の設定を実施した上で照射下試験を実施する事が適切であると考えられる。 

 

  

図 2.3-3 すき間腐食試験片の形状例(2)
 図 2.3-2 U ベンド試験片の形状例(1)
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2.4  ステンレス鋼の腐食に関する解析コードの調査及び概念の構築 

   

ステンレス鋼の腐食に関する解析コードの調査を行った、以下に調査した解析コードに

ついて示す。 

 

(1) CANBEY1
(3) 

 ステンレス鋼製キャニスタの応力腐食割れ計算コードとして開発された。構成を図 2.4-1

に示す。入力データの一部を確立分布で与え、ラテン超方格法(LHS)により生成したパラメ

ータセットを用いて SCC 発生時間を求め、SCC 発生時間が LHS で生成したどのパラメー

タに感度を有するかを統計解析するものである。パラメータセット生成モジュール(LHS)、

ステンレス鋼製キャニスタの応力腐食割れ計算モジュール(canisterSCC)、統計解析モジュ

ール(SPOP)の 3 つのモジュールからなっている。 

 

ステンレス鋼製キャニスタの応力腐食割れ計算モジュール(以下canisterSCC)のフロー図

を図2.4-2に示す。貯蔵開始からの年数tに対して2種類のモデル式のいずれかの条件を満た

したtをSCCの発生時間としている。モデル式は、付着塩分量がSCC発生限界付着濃度以上

かつ、キャニスタ表面湿度が塩化マグネシウムの潮解湿度以上かつ、キャニスタ表面温度

が103.5℃以下の場合(モデル1)、付着塩分量がSCC発生限界付着濃度以上かつ、キャニスタ

表面温度が103.5℃以下の場合(モデル2)の2種類を選択するものである。①キャニスタ表面

における付着塩分濃度、②SCC発生限界塩分濃度、③キャニスタ表面の相対湿度、④塩化

図 2.4-1 ステンレス鋼製キャニスタの応力腐食割れに関する 

感度解析コード CANBEY1 の構成(3)
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マグネシウムの潮解湿度、⑤キャニスタ表面の温度は後述の通りそれぞれ(1)～(6)式が与え

られており、算出が可能である。材料、応力については、SCC発生限界濃度に材料因子、

応力緩和因子として考慮されているが、環境因子についての評価がメインである。 

 

 

時間t(y)におけるキャニスタ表面における付着塩分濃度Q1(t)(mg/m
2
 as Cl) 

 Q1(t)(mg/m
2
 as Cl)は、以下の(1)式で算出する。 

Q1(t)=rad×t ・・・(1) 

rad ：塩分付着速度(mg/m
2
/y as Cl) 

塩分付着速度rad (mg/m
2
/y as Cl)の算出式を以下に示す。 

rad =A5×8766×CCl,air  ・・・(1-2) 

CCl,air ： 気中塩分濃度(mg/m
3
) 

A5 ： 気中塩分濃度1mg/m
3の時の塩分付着速度(mg/m

2
/h per mg/m

3
) 

この塩分付着速度は、キャニスタ外表面が流速0.3～1.4 m/sの空気で自然冷却されること

図 2.4-2 ステンレス鋼製キャニスタの応力腐食割れ計算コード 

canisterSCC のフロー図(3)
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を想定している。気中塩分濃度CCl,airは、以下の式(1-3)で算出する。 

CCl,air =A2・exp(−0.693×x/A3)+A4 ・・・ (1-3) 

x ： 海岸からの距離(m) 

A2 ： 気中塩分濃度CCl,airの距離依存成分のx=0における値(mg/m
3
 as Cl) 

A3 ： 気中塩分濃度CCl,airの距離依存成分の半減距離（m） 

A4 ： 気中塩分濃度CCl,airの距離依存しない成分(mg/m
3
 as Cl) 

 

②時間 t(y)における SCC 発生限界塩分濃度 Q2(t)(mg/m
2
 as Cl) 

Q2(t)(mg/m
2
 as Cl)は、以下の式(2)で算出する。 

Q2(t)=α×kstr×krad(t)  ・・・ (2) 

α ： 材料因子(mg/m
2
) 

kstr ： 応力緩和因子(-) 

krad(t) ：時間t (y)における放射線影響因子(-) 

・材料因子α 

材料因子 α は、ステンレス鋼種の違いにより定まる定数であり、以下に示すような

値をとる。 

α= 800 (mg/m
2
) for SUS304L 

α= 1,000 (mg/m
2
) for SUS329J4L 

α= 4,000 (mg/m
2
) for SUS316L 

α= 10,000 (mg/m
2
) for S31254 

・応力緩和因子kstr 

決定論的解析においては、応力緩和策失敗確率と応力緩和失敗パラメータの設定に関わらず

応力緩和は考慮しないものとして、常に kstr =1.0 で評価を実施する。感度解析においては、応

力緩和因子 kstrは、応力緩和失敗確率 pfailと失敗パラメータ A6に関して、キャニスタ上部、下

部に分けてそれぞれ以下のように設定する。 

キャニスタ上部 

kstr =1.0 

キャニスタ下部 

kstr =1.0  A6<pfail の場合 

kstr =1,000,000  A6≥ pfail の場合 

pfail ： 応力緩和策失敗確率 

A6 ： 応力緩和失敗パラメータ 
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・放射線影響因子krad(t) 

時間t (y)における放射線影響因子 krad (t)は、以下のように設定する。 

krad(t)= A7       t< A8 

krad(t)= 1   t≥ A8 

A7 ： 放射線影響係数(-) 

A8 ： 放射線影響終了年次(y) 

 

③キャニスタ表面における相対湿度RHcan (%) 

RHcan (%)は、以下の(3)式で算出する。 

RHcan=100×p/peq・・・(3) 

p ： 水蒸気圧(hPa) 

peq ： 平衡水蒸気圧(hPa)  

・水蒸気圧p及び平衡水蒸気圧peq 

水蒸気圧p及び平衡水蒸気圧peqは、それぞれ以下の(3-2)、(3-3)式で算出する。 

p=B1(T+Td)2+B2(T+Td)+B3・・・(3-2) 

log10(peq /1.33322)=8.07131-1730.63/(233.426+ Tcan) ・・・(3-3) 

peq ： 平衡水蒸気圧(hPa) 

T ： 気温(℃)(一日の最低気温A1 ℃を入力する。) 

Td ： 気温日較差(°) 

B1 ： 水蒸気圧評価式2次項の係数 

B2 ： 水蒸気圧評価式1次項の係数 

B3 ： 水蒸気圧評価式定数項 

Tcan ： キャニスタ表面の温度(℃) (5)式参照 

 

④MgCl2の潮解湿度RHMgCl2 

RHMgCl2は、以下の(4)式で算出する。 

RHMgCl2=B4×Tcan
2
 + B5×Tcan +B6 ・・・(4) 

B4 ： 潮解湿度評価式2次項の係数 

B5 ： 潮解湿度評価式1次項の係数 

B6 ： 潮解湿度評価式定数項 

Tcan ： キャニスタ表面の温度(℃)  (5)式参照 
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⑤キャニスタ表面の温度 

キャニスタ表面の温度はキャニスタ上部、下部で異なる。キャニスタ上部温度の経時

変化Tcan
上部(t)は以下の式(5)、下部の温度の経時変化Tcan

下部(t) は以下の式(6)で算出する。 

Tcan
上部(t)=100exp(-0.693t/120)+80exp(-0.693t/10)+20exp(-0.693t)-4.6+T …(5) 

Tcan
下部(t)=100exp(-0.693t/200)+60exp(-0.693t/15)+30exp(-0.693t)-30.6+T…(6) 

t ：経過時間(年) 

T ：気温(℃)(一日の最低気温A1℃を入力する) 

 

上記の通り CANBEY1 は付着塩分濃度、温度等の環境条件パラメータから SCC が発生す

る期間を算出することが出来るため、水処理二次廃棄物として保管中の容器のうち塩分を

含有する大気で冷却されるものの外表面における気中塩分に起因したSCCが発生するまで

の期間及びその感度を解析することが可能であると考えられる。ただし評価する外表面の

温度の経時変化のデータが必要である。 

 

(2) CRANP
(4)

 

CRANPはガラス固化体の周囲のキャニスタあるいはオーバーパックが地下水と接触する

ことによって発生する腐食挙動を解析して、容器の封じ込め性能を評価することが可能で

あり、有限差分法によって、腐食源である地下水中の溶存酸素の挙動を解く拡散モデルで

ある。地層処分に用いられる炭素鋼オーバーパック容器の腐食寿命を地下水による鉄の溶

解反応に加え、地下水からの供給や放射線分解により発生する酸素に起因する鉄の溶解反

応について、電極反応をモデル化することにより評価することが可能である。基本的な解

析現象は、①地下水中の溶存酸素による均一腐食反応、②廃棄物からの放射線による地下

水成分の放射性分解の影響、③処分場内の温度変化を考慮した拡散係数の変化、の3つであ

る。CRANPの計算フローを図2.4-3に示す。 

図 2.4-3 CRANP の計算フロー(4)
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 CRANPは基本的には炭素鋼の全面腐食についてのコードであり、局部腐食については取

り扱っていない。また基本的に低酸素濃度状態において、酸素の拡散が腐食速度を決定す

ると仮定して（表面で溶存酸素全量が腐食に消費されると仮定）作成されている。水処理

二次廃棄物として保管される容器はステンレス鋼製であり、また大気解放状態であること

から、CRANPが対象としている材料・環境とは大きく異なっている。そのため、水処理二

次廃棄物保管における腐食の評価にはこのコードをそのまま利用することは難しいと考え

られる。 

 

(3) PASCAL-NP
(5)

 

 PASCAL-NPは、Ni 基合金異材溶接部に対する確率論的破壊力学解析コードである。Ni 

基合金、ステンレス及び低合金鋼等から成る異材溶接部や原子炉圧力上蓋貫通部及び原子

炉圧力容器底部スタブチューブのような複雑形状部において、SCCに伴う漏えいや破断等

の機器類の破損確率をモンテカルロ法に基づき評価することが可能である。加圧水型原子

炉  (PWR; Pressurized Water Reactor) におけるPWR 一次系水質環境中応力腐食割れ 

(PWSCC; Primary Water Stress Corrosion Cracking) 及び沸騰水型原子炉 (BWR; Boiled Water 

Reactor) におけるNi 基合金のBWR 水質環境中応力腐食割れ(NiSCC; Ni-based alloy Stress 

Corrosion Cracking) を対象として多様なき裂発生箇所、き裂方向を想定した解析機能を有

するとともに材料強度、き裂進展速度及び残留応力分布等のばらつきを考慮して、き裂発

生及びき裂進展評価、並びに破損確率解析を実施することができる。PASCAL-NP におけ

る解析種別はPFM とDFM に大別されている。PASCAL-NP の解析フローを図2.4-4に示す。 

 

図 2.4-4 PASCAL-NP のフロー(5)
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水処理二次廃棄物として保管される容器の内部環境は放射性物質の崩壊熱による温度上

昇が懸念されるが、大気解放環境であるため残留水の温度は沸点(100℃程度)以下であると

推定できる。また残留水中には海水由来の塩化物イオンなどが含まれている。 

PASCAL-NP はPWR・BWR水質等の高温高圧水中でのSCCを対象としているため、その

まま水処理二次廃棄物として保管される容器における腐食の評価に利用することは難しい

と考えられる。 

 

 今回調査した3つのコードの中で、CANBEY1を使用することで保管中の水処理二次廃棄

物容器の一部について、外表面におけるSCC発生までの期間とその感度の解析を実施する

ことが可能であると考えられるが、既存の解析コードでは容器内部の残留塩分による局部

腐食（孔食、すき間腐食等）の評価や内部に流入する気中塩分による大気腐食について解

析することは難しいと考えられる。 

保管容器の内部に残留している水は崩壊熱などにより蒸発すると考えられているが、現

状では容器内部の詳細な状態を把握できておらず、蒸発までの時間や塩化物イオンの濃縮

程度等についての状態を実際に把握することは難しいため容器内部の腐食に対する検討は

困難である。今後容器内部の状態・環境について詳細な情報を調査するとともに、容器内

部残留水の崩壊熱による蒸発状態を解析することのできるコード等の開発が望ましいと考

えられる。概念図を図2.4-5に示す。 

  
図 2.4-5 容器内部残留水の蒸発状態解析コードの概念図 
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3 . まとめ 

 

本事業では水処理二次廃棄物保管容器の長期的な保管における腐食及び劣化について、

規制のための技術要件を抽出及び整理することを目的に調査を行った。本報告書第 2 章 1

節に記載したとおり、水処理二次廃棄物保管容器及び付属装置の部位ごとの材質、設計、

保管状況、保管容器の内部及び外部の環境条件、吸着材の仕様等について情報を抽出・整

理した。第 2 章 2 節では、ステンレス鋼及びポリエチレンの劣化等に関する既往の研究成

果知見を取りまとめた。また第 2 章 3 節では、1 節、2 節で整理した情報を基に実環境を想

定したステンレス鋼の腐食試験の計画立案を行った。さらに第 2 章 3 節では、水処理二次

廃棄物保管容器の保管環境で発生が想定されるステンレス鋼の腐食について評価が可能な

腐食解析コードの調査を行い、その概要を取りまとめた。 

事業の実施に当たっては有識者からなる実行委員会（4 人、2 回）を設置し意見を聴取す

るとともに（水処理二次廃棄物の管理基準等の検討専門部会）、本事業に関連する研究の最

新動向を把握するため学会等に参加し、監視すべきポイント及び講ずるべき措置の適用性を

検討した。 

 

水処理二次廃棄物保管容器に関して情報を収集整理したが、容器内部の構造（溶接位置・

内部配管・継ぎ手・すき間の有無等）の詳細情報は未だ入手できておらず、内部の状態や

環境についても不明確であるため、引き続き調査・情報収集を実施する必要があると考え

られる。 

ステンレス鋼の腐食に関しては、容器内部に水が残留している場合、保管前の洗浄によ

り内部塩化物イオン濃度がある程度低下していると仮定すると、腐食が発生する可能性は

低いと考えられるが、高濃度の塩化物イオンが残留する場合やすき間となる構造が容器内

部にある場合は局部腐食の発生が懸念される。また保管容器の内部に残留している水が崩

壊熱等により蒸発した場合、蒸発による塩化物イオンの濃縮や蒸発乾燥後の塩分の残留、

気中塩分による大気腐食等が懸念される。 

ポリエチレンの劣化に関しては、長期保管に係る劣化評価の判断基準のための技術的知

見を得るためには、水／放射線環境下における引張り特性等の機械的特性劣化データ(温度、

線量率、線量依存性)の取得が必要であると考えられる。このデータと空気／放射線環境下

での機械的特性劣化データを併せて長期的な保管に係る技術要件を整理することによって、

監視すべきポイント及び講ずるべき措置を検討することが必要であると考えられる。 
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1.件名  

水処理二次廃棄物の管理基準等の検討に係る情報の整理及び調査 

 

2.目的及び概要 

福島第一原子力発電所事故以来、原子炉建屋・タービン建屋内等の汚染水処理に

伴い発生する水処理二次廃棄物の保管容器の保管量は増大している。当該廃棄物は、

高濃度の放射性核種を含むため、ある程度放射能が減衰するまでの期間、保管容器

に一時的に保管する可能性があることから、その安全性について把握しておく必要

がある。 

当該廃棄物の処理及び処分が行われるまでの長期的な保管の可能性を考慮し、水

処理二次廃棄物保管容器の材質であるステンレス鋼の腐食の可能性を洗い出し、監

視すべきポイント、講ずるべき措置、腐食評価の判断基準のための技術的知見を蓄

積することを目的とする。 

本件は、水処理二次廃棄物保管容器の長期的な保管における腐食及び劣化につい

て、規制のための技術用件を抽出及び整理し、報告書として取りまとめるものであ

る。 

 

3.実施内容 

3.1.水処理二次廃棄物保管容器の情報整理 

3.2.ステンレス鋼の腐食に関する解析コードの調査 

3.3.文献情報の整理 

3.4.ステンレス鋼の腐食に関する既往の研究成果・知見の整理 
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4.結果 

4.1.水処理二次廃棄物保管容器の情報整理 

 ご指定の水処理二次廃棄物保管容器及び付属装置の部位ごとの材質、設計、保管状

況、保管容器の内部及び外部の環境条件（pH 等の化学的環境及び塩分濃度等）、吸着

材の仕様及び今後の計画をまとめたものを表 1-1 に示す。 
 1)調査対象 

  セシウム吸着装置、第二セシウム吸着装置、第二セシウム吸着装置(同時吸着塔)、

モバイル式処理装置、多核種除去設備、増設多核種除去設備、高性能多核種除去設

備、モバイル型ストロンチウム除去装置、第ニモバイル型ストロンチウム除去装置

とした。 

 

 2)対象部位 

  多核種除去設備の処理カラム、高性能多核種除去設備の前処理フィルタ、モバイ

ル型ストロンチウム除去装置の浮遊物質フィルタ、ウルトラフィルタ以外は吸着塔

を対象とした。また、増設多核種除去設備は全て高性能容器(HIC)での保管となる

ため、これ以降調査対象から除外した。 

 

 3)材質 

セシウム吸着塔、第二セシウム吸着塔、同時吸着塔の TYPE-A、TYPE-B1、モバイ

ル式処理装置、多核種除去設備、モバイル型ストロンチウム除去装置、第ニモバイ

ル型除去装置の吸着塔は SUS316L または 316L 相当材を吸着塔容器材として構成さ

れている。また、モバイル型ストロンチウム除去装置の浮遊物質フィルタならびに、

ウルトラフィルタも SUS316L相当材で構成されている。 

第二セシウム吸着装置の同時吸着塔の TYPE-B2 は胴板に TYPE316L、UNS32205、

UNS31803が使用されているが、詳細については公表されていない。 

遮へい材は炭素鋼、Pb等が使用されている。 

 

 4)設計 

  図 1-1～1-6 に示す通りである。保管時にはいずれもベントまたは保管容器のベ

ント孔により大気開放状態で保管されている。 

 

 5)保管状況 

  セシウム吸着装置、モバイル式処理装置、モバイル型ストロンチウム除去装置、

第二モバイル型除去装置の吸着塔ならびに、モバイル型ストロンチウム除去装置の

浮遊物質フィルタ、ウルトラフィルタは容器の遮へい効果が低いためボックスカル

バート内で保管される。第二セシウム吸着装置、多核種除去設備、高性能多核種除

去設備は容器の遮へい効果が高いためそのままの状態でラックに保管されている。

高性能多核種除去設備の前処理フィルタは可燃性ガス発生量が多いことが懸念さ
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れるためコンクリート製または金属製の保管容器に収納してがれき類の一時保管

エリアに保管されている。 

 

 6)保管容器の環境 

  ・内部環境 

  公表されている処理水の性状を図表 1-1～1-4、表 1-2～1-8、保管前のセシウム

吸着塔の内部環境を図 1-7、保管時の温度を図 1-8、1-9 に示す。  

  保管前の状況については、図 1-7 で研究されているのみでありセシウム吸着塔以

外については詳細不明であるが、吸着材体積の 3 倍程度の水を給水すると

1000ppmCl-が約 0.5ppmCl-まで低下しており、保管時の塩化物イオン濃度は低い水

準の可能性がある。 

 ・外部環境 

  図 1-10 の通り、建屋、屋根等は建設されていない様子であり、ラック保管され

ているものは大気暴露状態となる。 

 

 7)吸着材の仕様 

  表 1-1 に示す通りであるが、第ニセシウム吸着塔の同時吸着塔の吸着材、高性能

多核種除去設備のフィルタ材質、第二モバイルストロンチウムの吸着材については

公知ではないため不明であり、その他についてもノウハウに触れる部分があるよう

で詳細が不明なものが多かった。 

 

 8)今後の計画 

  表 1-1 に示す通りである。 

4.1.の参考文献 

(1) 東京電力株式会社、福島第一原子力発電所第１～４号機に対する「中期的安全確

保の考え方」に関する報告書（その１）（改訂）、2011年 11月 19日公表 

(2) 東京電力株式会社、福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画（変

更認可申請:多核種処理水貯槽の増設）II 特定原子力施設の設計、設備、2.5 汚染水

処理設備等、2014年 12月 18日公表 

(3) 東京電力株式会社、福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画（変

更認可申請）II 特定原子力施設の設計、設備、2.5 汚染水処理設備等、2014 年 10 月

10日公表 

(4)日本原子力学会「福島第一原子力発電所事故により発生する放射性廃棄物の処
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内部 外部

セシウム吸着装置
KURION

吸着塔

吸着材容器：
SUS316L

遮へい容器：炭素
鋼

図1-1

塔内水洗・温
風乾燥の後、
ボックスカル
バート内で保

管。

ゼオライト(ハー
シュライト、現在の
区分ではチャバサ

イト-Na)
表面改質ゼオライ

ト
銀吸着ゼオライト

シリカサンド

1月～Sr除去

第ニセシウム吸着
装置

SARRY
吸着塔

吸着材容器：
SUS316L

遮蔽容器：Pb
図1-1

塔内水洗・通
風の後、ラッ
クにて保管。

ゼオライト(チャバ
サイト)

ケイチタン酸塩
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塔)

吸着塔

胴板
TYPE A：SUS316L
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ASME SA312
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ASME SA240
TYPE316L、ASME
SA312 TYPE316L
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UNS32205、ASME
SA790 UNS32205、
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UNS31803、ASME
SA790 UNS31803

遮へい材：Pb

図1-1、
1-2

水抜き・洗浄
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モバイル式処理装
置

吸着塔

吸着材容器：
SS316L

遮へい材：Pb
遮へい容器：

SS400

図1-2

滞留水をろ過
水で置換し、
水抜きした
後、ボックス
カルバートに

て保管。

表1-1、図1-8
紺青活性炭、ケイ
チタン酸塩、ET-

201
一旦終了中

多核種除去設備
ALPS

処理カラム SUS316L 図1-3
脱水後、ラッ
クにて保管。

表1-2～4、図
1-9
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チタン酸塩

フェロシアン化合
物

Ag添着活性炭
酸化チタン

キレート樹脂
樹脂系吸着材

増設ALPS 対象外

前処理フィ
ルタ

炭素鋼 ASME SA
516 Gr.70(エポキシ

ライキング付き)
図1-4

コンクリート製
または金属製
の保管容器
に収容してが
れき類の一

時保管エリア
に保管

不明

吸着塔

UNS S31803、UNS
S32205、UNS

S32750
遮へい体：Pb

図1-4
淡水置換、水
切り後ラック

にて保管
ケイチタン酸塩

浮遊物質
フィルタ

SUS316L相当 図1-5 ポリプロピレン

ウルトラフィ
ルタ

SUS316L相当 図1-5
ポリエーテルサル

フォン

吸着塔 Alloy316/316L相当 図1-5 ケイチタン酸塩

第二モバイル型ス
トロンチウム除去

装置
吸着塔 SUS316L 図1-6 図表1-4 不明

27年1月～稼
働予定

保管容器の環境
対象 対象部位

図表1-1、1-
2、図1-7、1-

8

表1-5～7、図
1-9

図表1-3

図1-10

モバイル型ストロ
ンチウム除去装置

対象外

今後の予定
*(20)

試運転中
27年度上期
より導入予定

稼働中

12月よりSr除
去運転中

高性能ALPS

吸着材の仕様
*(18),(19)

内部を淡水で
置換し、ボッ
クスカルバー
トにて保管。

材質 設計 保管状況

表1-1 水処理二次廃棄物保管容器の情報整理結果まとめ 



図1-1 吸着塔構造(セシウム吸着装置・第ニセシウム吸着装置)(1)(2) 

KURION 

SARRY TYPE-A 

SARRY TYPE-B1 

吸着材容器：SUS316L 
遮へい容器：炭素鋼 
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図1-2 吸着塔構造(第二セシウム吸着装置・モバイル式処理装置)(2)(3)  

SARRY TYPE-B2 

モバイル式処理装置 
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図1-3 フィルタ、吸着塔構造(多核種除去設備・高性能除去設備)(4)(5)  

多核種除去設備 カラム 

高性能多核種除去設備 
①使用済みフィルタの貯蔵 
 前処理フィルタは、エアブロー等により水切りした後、
容器から取り出し、ゴムシートが内張されたステンレ
ス容器に収容する。さらに、遮蔽の観点から、コンク
リート製の保管容器に収容して瓦礫類の一時保管エ
リアで貯蔵する。 
②使用済み吸着塔は、エアブロー等により水切りした
後、使用済み吸着塔を6体収容可能な保管用架台に

固定し、使用済みセシウム吸着塔一時保管施設の
ボックスカルバート内に収容する。 

(1)使用済みフィルタの貯蔵 
使用済みフィルタの年間発生量は、約140m3(約2m3の容器で70個程度)と想定され、貯蔵先であ
る瓦礫類の一時保管エリアの空き容量は、平成26年5月時点で2260m3である。使用済みフィルタ
を除く1～10mSv/hの瓦礫類は、H27年度末まで新たに8061m3発生する見込みであることから、使
用済みフィルタの貯蔵容量がひっ迫する場合は、必要に応じて瓦礫類をエリアE2、F1、Q以外の一
時保管エリア(線量区分1～30mSv/hの空き容量6633m3(H27年度末の想定)及び＞30mSv/hの空
き容量：12112m3(H27年度末の想定)を合わせた空き容量：18745m3(H27年度の想定))に貯蔵し、
使用済みフィルタの貯蔵容量を確保する。 
(2)使用済み吸着塔の貯蔵 
 使用済み吸着塔の年間発生量は、100基程度と想定され、ボックスカルバートを17基程度使用
すると想定される。平成26年7月現在、使用済みセシウム吸着塔一時保管施設(第一施設、第四
施設)におけるボックスカルバートの空き容量は300基程度であるため、他施設からの廃棄物発生
量を考慮しても貯蔵に支障をきたすことはない。 
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図1-4 フィルタ、吸着塔構造(高性能多核種除去設備)(6)  

高性能多核種除去設備 

前処理フィルタ1～4 

多核種吸着塔1～20 
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図1-5 フィルタ、吸着塔構造(モバイル型ストロンチウム除去装置)(7)  

モバイル型ストロンチウム除去装置 
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図1-6 フィルタ、吸着塔構造(第ニモバイル型ストロンチウム除去装置)(8)  

第2モバイル型ストロンチウム除去装置 

12 



図表1-1 内部環境(セシウム吸着装置・第二セシウム吸着装置)(9)  

日本原子力研究開発機構、「東京電力(株)福島第一原子力発電慮に関わる廃棄物処理・処分技術開発」平成24年成果報告書 

13 



図表1-2 内部環境(セシウム吸着装置・第二セシウム吸着装置)(9)  

日本原子力研究開発機構、「東京電力(株)福島第一原子力発電慮に関わる廃棄物処理・処分技術開発」平成24年成果報告書 

14 



図1-7 吸着塔内部環境(セシウム吸着装置)(10)(11) 

吸着材充填体積の約2倍で約0.5ppmまでCl-濃度が低下する。 

実機吸着塔を用いた洗浄試験装置模式図 

ゼオライトが共存しない溶液では、放射線照射で過酸化水
素が生成しESPが上昇するが、ゼオライトが共存する場合は
ESPの上昇が抑制されている。このため、ゼオライト共存時
は局部腐食のリスクが軽減される(メカニズムは不明)。 

ゼオライト共存有無の自然電位の変化 
 ゼオライト共存SUS316Lの海水中での電気化学的腐食試験 
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表1-2 内部環境(モバイル式処理装置)(12)  
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約160℃ 

約65℃ 

図1-8 吸着塔内部環境(セシウム吸着装置・第二セシウム吸着装置、モバイル式処理装置)(2)(3)(13) 
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表1-3 内部環境(多核種除去装置)(14)(15) 
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表1-4 内部環境(多核種除去装置)(15) 
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表1-5 内部環境(多核種除去装置) (15) 
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表1-6 内部環境(高性能多核種除去装置)(6)(16) 
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表1-7 内部環境(高性能多核種除去装置)(16) 
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表1-8 内部環境(高性能多核種除去装置)(16) 
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多核種除去設備：HICの最高温度は約73℃との記載のみであるが、最も発
熱量の多いストロンチウム吸着材の評価であり、これ以下と推定される。 

図1-9 内部環境(多核種除去設備・増設多核種除去設備、高性能多核種除去設備)(6)  

最高温度 
約67℃ 

最高温度 
約182℃ 

増設多核種除去設備の水処理2次廃棄物は全てHICへ。 

http://www.tepco.co.jp/cc/press/betu14_j/images/141118j0102.pdf 
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図表1-3 内部環境(モバイル型ストロンチウム除去装置)(7)  
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図表1-4 内部環境(第2モバイル型ストロンチウム除去装置)(8)  
26 



図1-10 外部環境(17) 
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4.2. ステンレス鋼の腐食に関する解析コードの調査 

 原子力機構殿からご指定いただいた解析コードの概要を以下に示す。 

 1)CANBEY1 

  ステンレス鋼製キャニスタの応力腐食割れ計算コードとして開発された。構成を

図2-1に示す。入力データの一部を確立分布で与え、ラテン超方格法(LHS)により生

成したパラメータセットを用いてSCC発生時間を求め、SCC発生時間がLHSで生成し

たどのパラメータに感度を有するかを統計解析するものである。パラメータセット

生成モジュール(LHS)、ステンレス鋼製キャニスタの応力腐食割れ計算モジュール

(canisterSCC)、統計解析モジュール(SPOP)の3つのモジュールからなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ステンレス鋼製キャニスタの応力腐食割れ計算モジュール(以下canisterSCC)の

フロー図を図2-2に示す。貯蔵開始からの年数tに対して2種類のモデル式のいずれ

かの条件を満たしたtをSCCの発生時間としている。モデル式は、付着塩分量がSCC

発生限界付着濃度以上かつ、キャニスタ表面湿度が塩化マグネシウムの潮解湿度以

上かつ、キャニスタ表面温度が103.5℃以下の場合(モデル1)、付着塩分量がSCC発

生限界付着濃度以上かつ、キャニスタ表面温度が103.5℃以下の場合(モデル2)の2

種類を選択するものである。①キャニスタ表面における付着塩分濃度、②SCC発生

限界塩分濃度、③キャニスタ表面の相対湿度、④塩化マグネシウムの潮解湿度、⑤

キャニスタ表面の温度は後述の通りそれぞれ(1)～(6)式が与えられており、算出が

可能である。材料、応力については、SCC発生限界濃度に材料因子、応力緩和因子

として考慮されているが、環境因子についての評価がメインである。 

図2-1 ステンレス鋼製キャニスタの応力腐食割れに関する感度解析コードCANBEYの構成(1) 
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②時間t(y)におけるSCC発生限界塩分濃度Q2(t)(mg/m
2 as Cl)は、以下の式(2)で算出 

する。 

Q2(t)=α×kstr×krad(t)     

α： 材料因子(mg/m2) 

kstr： 応力緩和因子(-) 

krad(t)：時間t (y)における放射線影響因子(-) 

・材料因子α 

材料因子αは、ステンレス鋼種の違いにより定まる定数であり、以下に示すような値

をとる。 

α= 800 (mg/m2) for SUS304L 

α= 1,000 (mg/m2) for SUS329J4L 

α= 4,000 (mg/m2) for SUS316L 

α= 10,000 (mg/m2) for S31254 

・応力緩和因子kstr 

決定論的解析においては、応力緩和策失敗確率と応力緩和失敗パラメータの設定に関

わらず応力緩和は考慮しないものとして、常にkstr =1.0で評価を実施する。感度解

析においては、応力緩和因子kstrは、応力緩和失敗確率kfailと失敗パラメータA6に関

して、キャニスタ上部、下部に分けてそれぞれ以下のように設定する。 

キャニスタ上部 

kstr =1.0 

キャニスタ下部 

kstr =1.0  A6<pfail の場合 

kstr=1,000,000  A6≥fail の場合 

pfail： 応力緩和策失敗確率 

A6： 応力緩和失敗パラメータ 

・放射線影響因子krad(t) 

時間t (y)における放射線影響因子 krad (t)は、以下のように設定する。 

krad(t)= A7       t< A8 

krad(t)= 1   t≥ A8 

A7： 放射線影響係数(-) 

A8： 放射線影響終了年次（y） 
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③キャニスタ表面における相対湿度RHcan (%)は、以下の(3)式で算出する。 

RHcan=100×p/peq・・・(3) 

p： 水蒸気圧(hPa) 

peq： 平衡水蒸気圧(hPa)  

・水蒸気圧p及び平衡水蒸気圧peq 

水蒸気圧p及び平衡水蒸気圧peqは、それぞれ以下の(3-2)、(3-3)式で算出する。 

p=B1(T+Td)2+B2(T+Td)+B3・・・(3-2) 

log10(peq /1.33322)=8.07131-1730.63/(233.426+ Tcan) ・・・(3-3) 

peq： 平衡水蒸気圧(hPa) 

T： 気温(℃)(一日の最低気温A1 ℃を入力する。) 

Td： 気温日較差（℃） 

B1： 水蒸気圧評価式2次項の係数 

B2： 水蒸気圧評価式1次項の係数 

B3： 水蒸気圧評価式定数項 

Tcan： キャニスタ表面の温度(℃) (5)式参照 

 

④MgCl2の潮解湿度RHMgCl2は、以下の(4)式で算出する。 

RHMgCl2=  B4×Tcan
2
 + B5×Tcan +  B6 ・・・(4) 

B4： 潮解湿度評価式2次項の係数 

B5： 潮解湿度評価式1次項の係数 

B6： 潮解湿度評価式定数項 

Tcan： キャニスタ表面の温度(℃)  (5)式参照 

 

⑤キャニスタ表面の温度は、キャニスタ上部、下部で異なる。キャニスタ上部温度の

経時変化Tcan
上部

(t)は以下の式(5)、下部の温度の経時変化Tcan
下部

(t) は以下の式(6)

で算出する。 

Tcan
上部

(t)=100exp(-0.693t/120)+80exp(-0.693t/10)+20exp(-0.693t)-4.6+T …(5) 

Tcan
下部

(t)=100exp(-0.693t/200)+60exp(-0.693t/15)+30exp(-0.693t)-30.6+T…(6) 

t：経過時間(年) 

T：気温(℃)(一日の最低気温A1℃を入力する) 
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2)CRANP 

 ガラス固化体の周囲のキャニスタあるいはオーバーパックが地下水と接触するこ 

とによって発生する腐食挙動を解析して、容器の封じ込め性能を評価するモデルであ 

る。有限差分法によって、腐食源である地下水中の溶存酸素の挙動を解く拡散モデル 

である。基本的な解析現象は、1)地下水中の溶存酸素による均一腐食反応、2)廃棄物 

からの放射線による地下水成分の放射性分解の影響、3)処分場内の温度変化を考慮し 

た拡散係数の変化、の3つである。CRANPの計算フローを図2-3に示す。 

 基本的には全面腐食についてのコードであり、局部腐食については取り扱っていな 

い。ただし、腐食孔が小さければ、仮にそれがガラス固化体にまで直接貫通するもの 

であっても、その孔を通って放出される各種のフラックスは極めて小さく、ガラス固 

化体から浸出した量の極一部しか放出されないとされている。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3)CORCOP 

 処分後の炭素鋼オーバーパックに発生することが想定される全面腐食、局部腐食お

よび応力腐食割れの発生、進展に起因する破壊時期を評価するためのモデルである。

寿命評価モデルの構成図を図2-4に示す。オーバーパックの間隙水のpHが脱不動態pH

を上回り不動態化した場合はすきま腐食の進展量を評価し、不動態化しない場合は全

面腐食や炭酸塩環境における応力腐食割れの進展量を評価するものである。 

 

・すきま腐食評価モデル(4) 

 図2-5に、炭素鋼オーバーパック腐食寿命評価モデルにおけるすきま腐食評価のフ

ローを示す。炭素鋼の定常腐食電位と腐食すきま再不動態化電位を予測モデルにより

図2-3 CRANPの計算フロー(2) 
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算出する。定常電位が腐食すきま再不動態化電位を上回った場合にすきま腐食が発生

し、この時間を局部腐食の発生時間とする。炭素鋼の定常腐食電位の経時変化は(7)、

(8)式であり、腐食すきま再不動態化電位予測モデル式は(9)式である。また、すきま

腐食の進展速度は0.5mm/yと設定されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A.大気平衡、大気吹込み条件 

ESP(t)=0.44-0.031・pH(t)・・・(7) 

B.低溶存酸素条件 

ESP(t)=-0.48-0.015・pH(t)・・・(8) 

ESP(t)：廃棄体の処分後時刻t(y)における定常腐食電位(V vs.SHE) 

pH(t)：廃棄体の処分後時刻t(y)における溶液中pH 

ER、CREV(t)=E0+aR・log10[Cl(t)]/[C(t)]・・・(9) 

ER、CREV(t)：廃棄体の処分後時刻t(y)における腐食すきま再不動態化電位(V vs.SHE) 

Cl(t)：廃棄体の処分後時刻t(y)における溶液中の塩化物イオン濃度(mol/l) 

C(t)：廃棄体の処分後時刻t(y)における溶液中の炭酸イオン濃度+炭酸水素イオン濃

度 

E0、aR：最小二乗法により決定する係数 

図2-5 炭素鋼オーバーパック腐食寿命評価モデルの構成図(4) 

図2-4 炭素鋼オーバーパック腐食寿命評価モデルの構成図(3) 
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・応力腐食割れ評価モデル(3) 

 応力腐食割れに影響を及ぼす代表的な環境として炭酸塩環境を想定した評価モデ

ルが整備されている。炭素鋼の腐食電位が、割れが発生する腐食電位の下限値と上限

値の間に存在し、且つ、き裂先端部の応力拡大係数Kが、き裂進展が開始する応力拡

大係数の下限界値Kthを上回るとき裂進展が開始するとされている。進展速度は経験式

を用いて算出されている。 

 全面腐食についても評価されているが、本案件の目的とは異なるため省略した。 

 

以下のコードはコベルコ科研にて調査を実施し、原子力機構殿に了承を得てまとめ

たものである。 

4) IGSCCによる配管破断確率の評価手法(5) 

 BERGMANらは、粒界応力腐食割れ(IGSCC)発生可能性のある原子力配管溶接部の破壊

確率を評価するモデルを提案している。このモデルでは,亀裂発生速度,初期亀裂長さ,

供用期間中検査の有効性及び亀裂貫通後の漏洩率のランダム特性が考慮されている。

初期亀裂長さの確率密度関数等はスウェーデンにおけるステンレス鋼周溶接部の72

件のIGSCC事例から評価されている。割れに対する腐食の影響等については考慮され

ていない。 

 

5)CSP(Corrosion Simulation Program)(6) 

 CSPは、1995年よりAmoco、Chevron、DuPont、Exxon、GRI、ICI、Mobil、Shell、三

菱化学の日米欧9社がコンソーシアムの形で支援し、米国OLI Systems Inc.社が開発

を行ってきた腐食現象の理論的予測シミュレータである。電気化学の理論に電解質溶

液の熱力学理論と物質移動および材料表面上での吸着・脱着現象に関わる化学工学理

論を統合することにより、任意の溶液条件における材料の腐食傾向を定量的に推察予

測することを目的として設計されている。 

 局部腐食予測モデルは、孔食を例として挙げると、まずは腐食電位を求め、次に再

不動態化電位を求めそれらを比較し、再不動態化電位の方が高ければ孔食の発生を防

げるという考え方である。再不動態化電位は塩素イオンに代表される攻撃的化学種の

濃度および温度と共に低下し、硝酸イオンに代表される抑制的化学種の濃度と共に上

昇することが知られており、混合溶液環境では両者のバランスによって決まる。図2-6

に示される孔の底部において、金属Mは金属ハロゲン化物MX相の下で活性腐食を受 
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けるが、再不動態化の過程では金属酸化物相MOを生成する。この時測定される電位低

下は図中(1)～(5)の各境界の電位差の和として表され、再不動態化の限界条件におけ

る活性溶解電流密度、不動態生成電流密度、不動態保持電流密度および材料表面被覆

率を用いて(10)式のように表される。 

( )[ ] ( )/RTFEexpi/kj/RT)FEexp(/il1-/ii1 rpj
nj
jprpj

nj
jpjpp rrr αθ”ξθ　　”　 ∑∑ =+

jj

・・・(10) 

ここでErp、irpは再不動態化電位とその電流密度、ipは不動態保持電流密度、θは各

化学種の材料表面被覆率、k”、α、nは攻撃的化学種の電気化学反応速度定数、透過

係数、反応時数、l”、ξは抑制的化学種の電気化学反応速度定数、透過係数である。

K”、l”は更に活性化自由エネルギーを用いて表される。 

その他、材料熱履歴や進展速度についても推算予測できるようになっている。 

 

6)反応拡散泳動を考慮したすきま腐食の数値シミュレーション(7) 

 塩化物イオン環境下でのすきま腐食の進展について、電気泳動、拡散、化学反応と

形状変化を考慮した数値解析手法である。すきま初期進展解析では、マイクロピット

発生によりピット周辺部が強酸化し不動態皮膜が破壊、電流密度の増加、強酸性領域

のすきま口方向への拡大進展、すきま口近傍における金属の集中溶出が再現できてい

る。 
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図2-6 孔の底部における材料表面の概念図(6) 
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済
燃

料
の

ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ

ﾄｷ
ｬ
ｽ

ｸ
貯

蔵
方

式
の

､γ
系

ｽ
ﾃ
ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
ｷ

ｬ
ﾆ
ｽ

ﾀ
表

面
の

S
C

C
対

策
と

し
て

、
①

S
U

S
3
2
9
J
4
L
、

Y
U

S
2
7
0
、

②
溶

接
部

の
残

留
応

力
の

低
減

、
③

付
着

塩
分

量
の

低
減

の
3
方

法
か

ら
２

つ
の

対
策

を
講

じ
る

こ
と

と
提

言
し

て
い

る
。

1
-
4

C
.H

an
e
y.

廃
棄

物
貯

蔵
容

器
の

貯
蔵

期
間

の
延

長
化

基
準

の
作

成
計

画
に

関
す

る
N

M
S
S
か

ら
の

情
報

公
開

で
あ

り
、

健
全

性
試

験
の

具
体

的
な

情
報

は
無

し
。

1
-
5

U
.S

.N
R

C
N

U
R

E
G

-
1
5
3
6

J
an

.(
1
9
9
7
)

S
pe

n
t 

F
u
e
l 
P

ro
je

c
t 

O
ff
ic

e
(U

.S
.N

R
C

 N
M

S
S
)が

連
邦

規
制

ｺ
ｰ

ﾄﾞ
1
0
C

F
R

 P
ar

t7
2
「
使

用
済

燃
料

及
び

高
ﾚ
ﾍ

ﾞﾙ
放

射
性

廃
棄

物
の

独
立

貯
蔵

に
関

す
る

認
可

要
件

」
等

を
整

理
し

て
作

成
し

た
「
乾

式
ｷ

ｬ
ｽ

ｸ
貯

蔵
ｼ
ｽ

ﾃ
ﾑ

の
標

準
審

査
指

針
」
で

あ
る

。

1
-
6

U
.S

.N
R

C
N

U
R

E
G

-
1
9
2
7

M
ar

. 
(2

0
1
1
)

本
S
R

P
は

N
R

C
の

re
vi

e
w

e
rが

、
ｶ
ﾞｲ

ﾀ
ﾞﾝ

ｽ
を

許
可

す
る

際
の

安
全

性
ﾁ
ｪｯ

ｸ
に

使
用

す
る

こ
と

を
目

的
に

提
供

さ
れ

た
｡

環
境

論
文

番
号

著
者

試
験

結
果

― ― ― ― ―
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表
3
-
1
　

結
果

ま
と

め
(1

-
1
～

2
1
、

2
/
5
)

材
料

応
力

供
試

材
試

験
片

形
状

塩
分

濃
度

付
着

方
法

温
度

/
湿

度

環
境

論
文

番
号

著
者

試
験

結
果

1
-
7

A
.M

ac
h
ie

ls

研
究

室
及

び
実

環
境

で
の

研
究

に
実

機
と

構
成

品
に

よ
る

実
環

境
中

で
の

経
験

に
よ

っ
て

、
実

海
浜

環
境

の
周

囲
温

度
下

で
ｵ

ｰ
ｽ

ﾃ
ﾅ

ｲ
ﾄ系

ｽ
ﾃ
ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
の

S
C

C
が

起
こ

り
得

る
こ

と
が

実
証

さ
れ

と
報

告
｡但

し
､試

験
方

法
等

の
詳

細
不

明
｡

1
-
8

F
.K

in
g

低
及

び
高

ﾚ
ﾍ

ﾞﾙ
使

用
済

み
燃

料
の

貯
蔵

及
び

処
分

の
両

者
を

結
び

付
け

て
評

価
し

た
腐

食
関

連
の

論
文

の
評

価
結

果
で

、
対

象
材

料
は

銅
、

炭
素

鋼
・
鋳

鋼
、

ｽ
ﾃ
ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
､ﾁ

ﾀ
ﾝ
合

金
及

び
高

ﾆ
ｯ
ｹ

ﾙ
基

合
金

で
、

全
面

腐
食

、
局

部
腐

食
、

E
S
C

C
及

び
M

IC
の

発
生

の
可

能
性

を
論

じ
て

い
る

。

1
-
9

電
中

研

･J
IS

G
4
3
0
4
(3

2
9
J
4
L

)
・
A

S
M

E
 S

A
-

2
4
0
M

S
3
1
2
5
4
-

2
0
0
1
E

・
き

裂
発

生
限

用
引

張
 試

験
片

：
G

L
=
5
×

3
0
、

全
長

=
1
0
0
、

厚
さ

=
1
.5

～
2
.0

㎜
・
1
.2

及
び

1
.5

σ
ｙ

0
.1

～
1
0
g/

m
2

国
内

の
気

象
ﾃ
ﾞｰ

ﾀ
よ

り
想

定
さ

れ
る

最
高

の
絶

対
湿

度

を
3
0
g/

m
2
と

定
め

、
そ

の
空

気
が

ｷ
ｬ
ﾆ
ｽ

ﾀ
表

面
に

流
入

し
た

場
合

の
相

対
湿

度
を

求
め

て
、

右
記

の
4
条

件

5
0
℃

/
3
5
%
R

H
6
0
℃

/
2
5
%
R

H
7
0
℃

/
1
5
%
R

H
8
0
℃

/
1
5
%
R

H

(1
)中

間
貯

蔵
施

設
長

期
健

全
性

緊
急

評
価

試
験

と
し

て
①

耐
応

力
腐

食
割

れ
特

性
評

価
、

②
瞬

時
漏

洩
評

価
試

験
及

び
(2

)
金

属
金

属
ｶ
ﾞｽ

ｹ
ｯ
ﾄ長

期
密

封
性

能
確

認
試

験
を

実
施

し
て

お

り
、

（
1
）
発

錆
限

界
塩

分
：
3
2
9
J
4
L
→

0
.3

g/
m

2
、

S
3
1
2
5
4
→

0
.5

g/
m

2
、

（
2
）
き

裂
発

生
限

界
塩

分
：
3
2
9
J
4
L
→

1
g/

m
2
（
2
g/

m
2
で

発
生

）
、

S
3
1
2
5
4
→

1
0
g/

m
2
（
き

裂
発

生
無

し
）
の

結
果

を
得

た
。

1
-
1
0

A
.T

u
rn

bu
ll 

e
t.
al

3
0
4
 s

ta
in

le
ss

st
e
e
l

・
4
点

支
持

法
・
付

加
荷

重
＝

2
.9

ｋ
Ｎ

→
表

面
応

力
2
1
0
M

P
a

試
験

片
表

面
に

M
gC

l2
水

溶
液

薄
膜

を
形

成
（
実

環
境

を
模

擬
）

M
gC

l2
を

含
む

ﾒ
ﾀ

ﾉｰ
ﾙ

溶
液

中
に

do
si

n
gし

た
試

験
片

を
右

記
条

件
の

恒
温

高
湿

槽
に

設
置

。

6
0
℃

/
4
5
%
R

H

海
浜

大
気

を
模

擬
し

た
条

件
下

で
の

3
0
4
ｽ

ﾃ
ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
の

S
C

C
感

受
性

に
及

ぼ
す

表
面

仕
上

げ
の

影
響

を
調

査
し

た
結

果
、

試
験

片
表

面
の

幅
方

向
及

び
縦

方
向

に
研

磨
し

た
場

合
及

び
同

機
械

加
工

（
ﾌ
ﾗ
ｲ
ｽ

盤
）
し

た
試

験
片

は
孔

食
を

経
由

し
た

S
C

C
が

生
じ

た
が

、
仕

上
げ

研
磨

（
＃

2
4
0
）
し

た
場

合
は

S
C

C
は

認
め

ら
れ

ず
。

 1
-
1
1

A
ki

o
 K

o
sa

ki
 

電
中

研

3
0
4
、

3
0
4
L
、

3
1
6
L
N

・
4
点

支
持

法
：

1
.5

ｔ×
1
0
w

×
6
5

ℓm
m

・
付

加
荷

重
：

0
.5

&
1
.0

P
S

su
rf

ac
e
 o

f
sp

e
c
im

e
n
 i
s

th
e
 s

at
u
ra

te
d

N
aC

l 
c
n
c
e
n
tr

at
io

n

右
記

を
参

照
6
0
℃

/
9
5
%
R

H
fi
lle

d 
w

it
h
 N

aC
l

st
e
am

 m
is

t

ｷ
ｬ
ﾆ
ｽ

ﾀ
用

の
既

存
の

3
0
4
、

3
0
4
L
、

3
1
6
N

L
の

実
環

境
暴

露
と

加
速

腐
食

試
験

の
結

果
、

3
0
4
の

孔
食

&
す

き
ま

腐
食

速
度

は
2
0
&
3
0
μ

m
/
y、

沖
縄

県
宮

古
島

で
の

暴
露

試
験

に
よ

る
3
0
4
&
3
0
4
Ｌ

の
S
C

C
伝

播
速

度
は

1
.2

E
-
1
2
～

1
.8

E
-
1
1

m
/
s(

0
.6

～
9
.0

M
P

am
1
/
2
の

K
値

の
範

囲
）
、

加
速

試
験

で
は

、

1
.0

E
-
1
0
～

3
.5

E
-
9
m

/
s(

0
.5

～
3
0
M

P
am

1
/
2
の

K
値

の
範

囲
）
で

あ
っ

た
。
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表
3
-
1
　

結
果

ま
と

め
(1

-
1
～

2
1
、

3
/
5
)

材
料

応
力

供
試

材
試

験
片

形
状

塩
分

濃
度

付
着

方
法

温
度

/
湿

度

環
境

論
文

番
号

著
者

試
験

結
果

1
-
1
2

総
合

資
源

ｴ
ﾈ

ﾙ
ｷ

ﾞｰ
調

査
会

引
用

文
献

）
：
文

献
リ

ス
ト

３
の

3
4

4
1
0
、

2
2
C

r、
4
3
0
、

3
0
4

―
3
0
4
鋼

の
局

部
腐

食
に

対
す

る
限

界
塩

分
付

着
量

：
4
×

1
0
E
-
2
g/

m
2

―
・
局

部
腐

食
に

対
す

る
臨

界
湿

度
：
1
5
～

2
0
%

本
報

告
書

は
､｢

ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ

ﾄｷ
ｬ
ｽ

ｸ
」
に

よ
る

使
用

済
燃

料
貯

蔵
施

設
を

対
象

に
、

安
全

審
査

に
際

し
て

技
術

的
に

重
要

な
基

本
的

事
項

及
び

技
術

的
に

考
慮

す
べ

き
事

項
を

取
り

ま
と

め
た

も
の

で
、

腐
食

関
連

の
技

術
要

件
で

は
冷

却
空

気
に

よ
る

塩
分

付
着

が
原

因
の

E
S
C

C
の

防
止

対
策

と
し

て
、

高
耐

食
性

材
の

使
用

、
塩

分
付

着
環

境
の

改
善

等
が

講
じ

ら
れ

た
設

計
で

あ
る

こ
と

、
同

考
慮

事
項

で
は

S
C

C
に

よ
る

密
封

機
能

喪
失

の
防

止
対

策
及

び
局

部
腐

食
/
S
C

C
の

確
認

方
法

が
挙

げ
ら

れ
て

い
る

。

1
-
1
3

N
R

C
 I
n
fo

rm
at

io
n

 N
o
ti
c
e
 2

0
1
2
-
2
0

N
R

C
が

、
連

邦
規

則
コ

ー
ド

の
認

可
者

ら
に

対
し

て
、

新
し

い
技

術
情

報
と

し
て

、
「
ｵ

ｰ
ｽ

ﾃ
ﾅ

ｲ
ﾄ系

ｽ
ﾃ
ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
の

塩
化

物
誘

起
S
C

C
の

可
能

性
及

び
乾

式
ｷ

ｬ
ｽ

ｸ
貯

蔵
ｼ
ｽ

ﾃ
ﾑ

の
ｷ

ｬ
ﾆ
ｽ

ﾀ
の

ﾒ
ﾝ

ﾃ
ﾅ

ﾝ
ｽ

の
喚

起
を

促
す

た
め

の
情

報
(I
N

2
0
1
2
-
2
0
)。

1
-
1
4

N
R

C
 D

ra
ft

R
e
po

rt
 f
o
r

C
o
m

e
n
t

使
用

済
核

燃
料

の
乾

式
ｷ

ｬ
ｽ

ｸ
貯

蔵
施

設
の

貯
蔵

(使
用

)期
間

を
1
2
0
年

に
延

す
と

い
う

要
求

に
対

し
て

、
N

R
C

そ
の

ｽ
ﾀ
ｯ
ﾌ

が
､可

能
性

に
影

響
す

る
技

術
的

要
求

項
目

を
検

討
し

､ｽ
ﾃ
ﾝ
ﾚ

ｽ
鋼

の
S
C

C
、

ｷ
ｬ
ｽ

ｸ
の

ﾎ
ﾞﾙ

ﾄの
腐

食
、

S
C

C
及

び
脆

化
及

び
機

械
的

な
劣

化
の

機
構

等
々

の
解

明
に

着
手

す
べ

き
と

結
論

し
て

い
る

｡

1
-
1
5

T
.S

ae
gu

sa
 e

t 
al

.

金
属

製
及

び
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ

ﾄ製
ｷ

ｬ
ｽ

ｸ
の

貯
蔵

技
術

の
安

全
性

に
つ

い
て

、
C

R
IE

P
Iが

幾
つ

か
の

使
用

済
燃

料
の

中
間

貯
蔵

に
対

す
る

実
証

試
験

に
関

す
る

研
究

計
画

を
通

し
て

立
証

し
て

き
た

。
本

論
文

は
そ

れ
ら

研
究

ﾌ
ﾟﾛ

ｸ
ﾞﾗ

ﾑ
を

ﾚ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
し

た
も

の
で

あ
る

。
今

後
の

刊
行

物
に

は
キ

ャ
ス

ク
構

成
要

素
及

び
高

燃
焼

後
燃

料
の

長
期

保
全

性
が

含
ま

れ
る

。
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表
3
-
1
　

結
果

ま
と

め
(1

-
1
～

2
1
、

4
/
5
)

材
料

応
力

供
試

材
試

験
片

形
状

塩
分

濃
度

付
着

方
法

温
度

/
湿

度

環
境

論
文

番
号

著
者

試
験

結
果

1
-
1
6

U
.S

.N
R

C

N
U

R
E
G

/
C

R
-

7
1
1
6

S
R

N
-
Ｓ

Ｔ
Ｉ-

2
0
1
1
-

0
0
0
0
5

T
yp

e
3
0
4
&
3
0
4
L

使
用

済
核

燃
料

の
乾

式
ｷ

ｬ
ｽ

ｸ
貯

蔵
施

設
の

貯
蔵

(使
用

)期
間

を
1
2
0
年

以
上

に
延

す
技

術
的

ベ
ー

ス
に

関
す

る
こ

れ
ま

で
の

is
su

e
を

検
証

す
る

た
め

に
、

IS
F
S
Iｓ

用
D

C
S
S
の

S
S
C

sに
お

け
る

構
成

材
料

の
劣

化
(a

gi
n
g=

経
年

変
化

)を
評

価
し

た
結

果
に

つ
い

て
の

報
告

書
。

乾
式

ｷ
ｬ
ｽ

ｸ
貯

蔵
ｼ
ｽ

ﾃ
ﾑ

に
お

け
る

ｷ
ｬ
ﾆ

ｽ
ﾀ
用

材
料

の
孔

食
、

S
C

C
も

評
価

し
て

い
る

。

1
-
1
7

白
井

孝
治

ら

S
U

S
3
0
4
L
鋼

板
（
厚

さ
：
試

験
①

；
2
、

試
験

②
；
1
0
、

試
験

③
&
④

；
直

径
1
0
0
×

厚
さ

1
3

の
円

盤
を

径
1
8
0

の
中

空
円

盤
に

嵌
め

込
み

溶
接

し
た

も
の

(単
位

：
㎜

）

①
全

長
9
8
㎜

、
G

L
:8

w
×

3
0
ℓ定

荷
重

引
張

試
験

片
←

試
験

A
：
Y
S
×

0
.1

～
0
.5

：
2
0
0
0
h
、

試
験

B
：

Y
S
×

0
.0

2
～

1
.0

：
5
0
0
0
h
、

②
長

さ
2
2
0
、

幅
2
0
、

厚
さ

1
0
m

m
の

4
点

曲
げ

試
験

片
←

2
7
0
M

P
a

③
&
④

溶
接

残
留

応
力

の
除

去
の

有
無

①
定

荷
重

S
C

C
試

験
:

0
.2

～
0
.5

g/
m

2
 a

sC
l-

②
き

裂
進

展
試

験
：
試

験
片

中
央

に
2
0
μ

L
の

人
工

海
水

を
付

与
（
比

較
検

討
試

験
で

は
同

量
の

飽
和

M
gC

l 2
水

溶

液
付

与
）

④
溶

接
残

留
応

力
緩

和
効

果
確

認
試

験
：

5
g/

m
2
 a

s 
C

l 
(3

0
4
L

の
限

界
塩

分
量

閾
値

の
5
倍

）

①
定

荷
重

S
C

C
：
試

験
片

裏
面

に
取

り
付

け
た

ヒ
ー

タ
に

よ
り

8
0
℃

と
し

た
状

態
で

,
pH

8
.2

の
人

工
海

水
を

散
布

し
て

調
整

②
き

裂
進

展
試

験
：

試
験

片
中

央
に

2
0

μ
L
の

人
工

海
水

を
付

与
（
比

較
検

討
試

験
で

は
同

量
の

M
gC

l 2
溶

液
を

付
与

）

④
残

留
応

力
：
①

と
同

様

①
5
0
℃

/
3
5
％

R
H

②
8
0
℃

/
3
5
％

R
H

④
8
0
℃

/
3
5
％

R
H

使
用

済
燃

料
の

ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ

ﾄｷ
ｬ
ｽ

ｸ
貯

蔵
方

式
の

実
用

化
に

お
い

て
､ｷ

ｬ
ﾆ
ｽ

ﾀ
表

面
の

S
C

C
に

よ
る

密
封

機
能

の
喪

失
が

な
い

設
計

や
検

査
技

術
の

実
証

が
残

さ
れ

た
課

題
と

な
っ

て
い

る
こ

と
か

ら
、

S
U

S
3
0
4
製

ｷ
ｬ
ﾆ
ｽ

ﾀ
の

S
C

C
対

策
ｼ
ﾅ

ﾘ
ｵ

を
構

築
し

、
そ

の
成

立
性

を
評

価
す

る
と

共
に

、
ｷ

ｬ
ﾆ
ｽ

ﾀ
溶

接
部

の
残

留
応

力
改

善
工

法
が

S
C

C
に

及
ぼ

す
影

響
を

評
価

し
て

い
る

。

1
-
1
8

伊
藤

千
ら

実
物

大
ｺ
ｲ
ﾙ

ｽ
ﾌ
ﾟ

ﾘ
ﾝ
ｸ
ﾞ

1
)上

層
被

覆
材

：
A

l
2
）
下

層
 〃

 ：
In

6
0
0

3
）
ｽ

ﾌ
ﾟﾘ

ﾝ
ｸ
ﾞ：

In
X
7
5
0

ｷ
ｬ
ｽ

ｸ
蓋

部
実

物
大

ﾓ
ﾃ
ﾞﾙ

―
―

①
1
次

ｶ
ﾞｽ

ｹ
ｯ
ﾄの

最
高

温
度

：
1
6
0
℃

(内
部

ﾋ
ｰ

ﾀ
で

加
熱

。
O

R
G

E
N

2
よ

り
経

年
変

化
を

算
出

）
②

環
境

側
：
1
0
～

3
8
℃

電
中

研
・
実

験
棟

内
に

て
1
9
9
0
年

か
ら

蓋
部

実
物

大
ﾓ

ﾃ
ﾞﾙ

を
用

い
た

使
用

済
燃

料
貯

蔵
ｷ

ｬ
ｽ

ｸ
の

長
期

密
封

性
能

試
験

を
実

施
中

で
あ

る
が

、
本

報
で

は
、

1
1
年

間
に

渡
る

試
験

結
果

で
は

漏
れ

は
無

く
（
H

e
ﾘ
ｰ

ｸ
試

験
）
､ま

た
､L

ar
so

n
-
M

ill
e
r 

ﾊ
ﾟﾗ

ﾒ
ｰ

ﾀ
を

用
い

た
評

価
結

果
か

ら
4
0
年

間
密

封
性

能
の

健
全

性
は

保
持

さ
れ

る
と

評
価

さ
れ

た
と

し
て

い
る

。

―
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表
3
-
1
　

結
果

ま
と

め
(1

-
1
～

2
1
、

5
/
5
)

材
料

応
力

供
試

材
試

験
片

形
状

塩
分

濃
度

付
着

方
法

温
度

/
湿

度

環
境

論
文

番
号

著
者

試
験

結
果

1
-
1
9

O
.E

.A
lb

o
re

s-
S
ilv

a
e
t 

al
.

A
IS

I3
1
6
L

U
-
be

n
d試

験
片

（
7
5

×
1
5
）
:

曲
げ

半
径

：
1
2

㎜
（
表

面
は

w
e
t

be
ad

 b
la

st
処

理
）

①
1
0
～

3
2
,0

0
0
μ

  
 g

/
c
m

2
 a

t 
3
0
 &

  
 5

0
℃

-
R

H

②
1
0
～

1
7
,5

0
0
μ

  
  
g/

c
m

2
 at

 5
0
℃

  
  
-
6
0
％

R
H

種
々

濃
度

の
M

gC
l 2
水

溶
液

を

ﾏ
ｲ
ｸ
ﾛ
ﾋ
ﾟﾍ

ﾟｯ
ﾄに

よ
り

5
0
μ

ｇ
の

液
滴

を
試

験
片

頂
上

表
面

に
滴

下

①
3
0
&
5
0
℃

-
R

H
②

5
0
℃

‐
6
0
％

R
H

中
ﾚ
ﾍ

ﾞﾙ
放

射
性

廃
棄

物
貯

蔵
容

器
用

と
し

て
の

T
yp

e
3
1
6
L
の

A
IS

C
C

に
及

ぼ
す

塩
化

物
堆

積
の

影
響

を
検

討
し

た
結

果
、

A
IS

C
C

発
生

に
対

す
る

塩
化

物
（
M

gC
l 2
)濃

度
の

閾
値

は
、

5
0
&
3
0
℃

-
平

衡
R

H
（
～

3
0
％

R
H

)下
で

、
そ

れ
ぞ

れ
1
0
及

び
2
5

μ
g/

c
m

2
で

あ
り

、
5
0
℃

-
6
0
%
R

H
下

で
は

そ
れ

ら
よ

り
高

い
堆

積
ﾚ
ﾍ

ﾞﾙ
が

要
求

さ
れ

た
。

A
IS

C
C

感
受

性
は

水
膜

の
堆

積
、

厚
さ

及
び

連
続

性
が

影
響

を
及

ぼ
す

と
し

て
い

る
。

1
-
2
0

D
.B

.R
ig

by

本
報

は
、

商
業

使
用

済
原

子
燃

料
の

6
0
～

1
2
0
年

間
及

び
1
2
0

年
以

上
の

超
長

期
の

乾
式

貯
蔵

と
そ

の
後

の
輸

送
に

関
す

る
現

状
の

知
識

を
、

そ
の

レ
ビ

ュ
ー

に
基

づ
い

て
、

長
期

貯
蔵

及
び

輸
送

に
お

け
る

信
頼

性
を

改
善

す
る

た
め

に
必

要
な

幾
つ

か
の

研
究

領
域

(分
野

)を
提

案
し

て
い

る
。

そ
の

中
に

、
よ

り
長

期
間

貯
蔵

を
可

能
に

す
る

た
め

に
、

燃
料

の
冷

却
と

貯
蔵

シ
ス

テ
ム

内
に

存
在

す
る

ヘ
リ

ウ
ム

が
確

か
に

腐
食

機
構

を
抑

制
す

る
こ

と
が

実
証

で
き

る
技

術
開

発
も

含
ま

れ
て

い
る

。

1
-
2
1

O
.K

.C
h
o
pr

a 
e
t 

al
.

本
報

は
､原

子
力

ﾌ
ﾟﾗ

ﾝ
ﾄの

経
年

変
化

の
管

理
方

法
と

ﾗ
ｲ
ｾ

ﾝ
ｽ

の
更

新
の

た
め

の
“
G

e
n
e
ri
c
 A

gi
n
g 

L
e
ss

o
n
s 

L
e
ar

n
e
d”

、
N

U
R

E
G

-
1
8
0
1
と

同
様

の
ｱ

ﾌ
ﾟﾛ

ｰ
ﾁ
に

続
い

て
、

使
用

済
燃

料
の

超
長

期
間

貯
蔵

・
輸

送
の

た
め

の
D

C
S
S
s(

乾
式

貯
蔵

ｷ
ｬ
ｽ

ｸ
･ｼ

ｽ
ﾃ
ﾑ

)／
IS

F
S
Is

(独
立

使
用

済
燃

料
貯

蔵
施

設
に

及
ぼ

す
経

年
変

化
の

影
響

の
管

理
方

法
に

関
連

し
た

is
su

e
sを

検
査

し
た

も
の

で
あ

る
。

こ
の

報
告

は
5
つ

の
章

と
使

用
済

燃
料

の
乾

式
ｷ

ｬ
ｽ

ｸ
貯

蔵
ｼ
ｽ

ﾃ
ﾑ

用
A

M
P

s(
経

年
変

化
管

理
ﾌ
ﾟﾛ

ｸ
ﾞﾗ

ﾑ
)に

対
す

る
品

質
保

証
に

関
す

る
ap

pe
n
di

xを
含

ん
で

い
る

。

― ―
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表
3
-
2
　

結
果

ま
と

め
(2

-
1
～

8
8
、

1
/
3
4
)

材
料

応
力

供
試

材
試

験
片

形
状

塩
分

濃
度

(a
s 

C
l)

付
着

方
法

温
度

/
湿

度

2
-
1

腐
食

防
食

協
会

編
｢腐

食
防

食
ﾊ

ﾝ
ﾄﾞ

ﾌ
ﾞｯ

ｸ
｣

S
U

S
3
0
4

S
U

S
3
1
6

そ
の

他
平

板
(電

極
)

0
.0

1
～

1
0
ｗ

ｔ.
%

水
溶

液
2
0
～

2
8
0
℃

内
外

の
文

献
か

ら
、

自
然

電
位

(E
sp

)関
連

(1
0
件

）
、

孔
食

関
連

(4
6
）
、

す
き

ま
腐

食
関

連
（
3
8
件

）
、

局
部

腐
食

機
構

関
連

（
3
1
件

）
を

引
用

し
、

3
0
4
、

3
1
6
鋼

等
々

の
孔

食
電

位
：
V

C
.P

IT
、

腐
食

す
き

ま
再

不
動

態
化

電
位

：
E

R
.C

R
E
V
等

各
種

臨
界

電
位

と
自

然
電

位
(E

sp
)と

の
関

係
や

そ
れ

ら
に

及
ぼ

す
水

溶
液

温
度

、
塩

素
ｲ
ｵ

ﾝ
量

、
pH

、
D

.O
.等

の
影

響
、

更
に

、
そ

れ
ら

腐
食

機
構

を
説

明
し

て
い

る
。

2
-
2

深
谷

祐
一

ら

S
U

S
3
0
4
の

合
金

成
分

で
あ

る
F
e
、

C
r、

N
iの

塩
化

物
及

び
C

r(
N

O
3
) 3

―

C
rC

l 3
、

F
e
C

l 2
、

N
iC

l 2
、

C
r(

N
O

3
) 3

の
そ

れ
ぞ

れ
0
.0

0
0
1
～

4
m

o
l

/
dm

3

水
溶

液
2
5
℃

S
U

S
3
0
4
鋼

の
す

き
ま

内
液

を
模

擬
し

た
金

属
塩

化
物

溶
液

の
pH

挙
動

お
よ

び
錯

イ
オ

ン
形

成
挙

動
な

ど
の

溶
液

特
性

を
検

討
し

、
S
U

S
3
0
4
鋼

の
す

き
ま

内
模

擬
液

の
pH

は
、

[C
rC

l 3
]=

0
.0

2
m

o
l/

dm
3
ま

で
の

濃
度

域
で

、
C

r3
+
の

加
水

分
解

の
み

に
支

配
さ

れ
る

こ
と

や
、

C
l-
と

の
錯

イ
オ

ン
形

成
を

含
む

C
rC

l 3
溶

液
の

平
衡

状
態

図
と

溶
液

pH
の

計
算

値
と

の
関

係
な

ど
を

報
告

し
て

い
る

。

2
-
3

腐
食

防
食

協
会

編
｢材

料
環

境
学

入
門

｣

S
U

S
3
0
4
、

3
1
6

鋼
平

板
(電

極
)

[C
l-
] 

0
.1

～
1
0
w

t.
％

水
溶

液
2
0
～

9
0
℃

文
献

2
-
1
を

簡
略

化
し

た
も

の
で

、
内

容
は

殆
ど

同
じ

。
但

し
、

本
書

で
は

、
3
.2

.3
局

部
腐

食
対

策
の

項
が

記
載

さ
れ

て
お

り
、

E
S
P
＜

V
C
と

な
る

よ
う

な
材

料
／

環
境

の
組

合
せ

の
選

択
が

第
一

義
的

に
重

要
で

あ
る

こ
と

か
ら

、
高

級
材

料
の

選
定

に
よ

る
高

V
C
化

、
脱

気
あ

る
い

は
す

き
ま

腐
食

に
対

し
て

は
す

き
ま

構
造

、
ｶ
ﾞｽ

ｹ
ｯ
ﾄ材

質
の

変
更

な
ど

の
対

策
が

実
際

に
採

用
さ

れ
て

い
る

と
述

べ
て

い
る

。

2
-
4

腐
食

防
食

協
会

編
｢材

料
環

境
学

入
門

｣

α
系

：
4
4
4
、

γ
系

：
3
0
4
、

3
1
6
L
、

2
相

系
：

3
2
9
J
1
、

3
2
9
J
2
L
、

そ
の

他

平
板

(電
極

）
　

[C
l-
] 

0
.1

～
1
0
w

t.
％

　
及

び
自

然
海

水
水

溶
液

2
5
～

8
0
℃

文
献

2
－

3
 の

 4
.2

 ｽ
ﾃ
ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
 4

.2
.7

 局
部

腐
食

 に
記

載
さ

れ
た

も
の

で
あ

り
、

α
系

：
S
U

S
4
4
4
、

γ
系

：
3
0
4
、

3
1
6
L
、

2
相

系
：
3
2
9
J
1
、

3
2
9
J
2
L
の

孔
食

臨
界

電
位

及
び

す
き

ま
腐

食
臨

界
電

位
の

温
度

依
存

性
、

常
温

の
自

然
海

水
環

境
に

お
け

る
ｽ

ﾃ
ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
の

孔
食

臨
界

電
位

V
' C

.Ｐ
ＩＴ
及

び
“
ふ

じ
つ

ぼ
”

付
着

試
験

片
の

す
き

ま
腐

食
臨

界
電

位
の

合
金

組
成

依
存

性
の

各
デ

ー
タ

か
ら

、
孔

食
に

対
し

て
は

鋼
中

[C
r＋

M
o
]量

を
高

め
る

こ
と

よ
り

免
疫

化
で

き
る

が
、

す
き

ま
腐

食
に

対
し

て
は

合
金

組
成

の
改

良
に

よ
る

免
疫

化
は

極
め

て
困

難
で

あ
る

と
し

て
い

る
。

論
文

番
号

著
者

環
境

試
験

結
果
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表
3
-
2
　

結
果

ま
と

め
(2

-
1
～

8
8
、

2
/
3
4
)

材
料

応
力

供
試

材
試

験
片

形
状

塩
分

濃
度

(a
s 

C
l)

付
着

方
法

温
度

/
湿

度
論

文
番

号
著

者
環

境
試

験
結

果

2
-
5

Y
.Is

h
ih

ar
a 

e
t 

al
.

厚
さ

1
.5

～
2
tm

m
の

3
1
6
ｽ

ﾃ
ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
C

P
チ

タ
ン

(J
IS

1
種

)

―

①
自

然
海

水
②

滅
菌

海
水

③
人

工
海

水
④

0
.3

～
4
.5

w
t.
%
、

　
 p

H
:2

～
1
0

水
溶

液
5
～

9
5
℃

静
岡

県
清

水
市

折
戸

湾
の

自
然

海
水

に
浸

漬
し

た
3
1
6
Ｌ

及
び

純
Ｔ

ｉの
自

然
電

位
貴

化
の

季
節

変
動

及
び

電
位

貴
化

試
料

に
及

ぼ
す

温
度

、
pH

、
塩

分
濃

度
、

印
加

電
位

の
影

響
を

調
べ

た
結

果
、

1
)E

S
P
貴

化
は

春
～

秋
に

起
こ

り
易

く
、

冬
に

起
こ

り
難

い
、

2
)光

が
電

位
貴

化
試

料
の

E
S
P
維

持
に

必
要

で
は

な
い

、
3
)E

S
P
貴

化
は

pH
及

び
当

初
の

E
S
P
値

に
依

存
す

る
な

ど
が

推
察

さ
れ

た
と

の
こ

と
。

2
-
6

明
石

正
恒

ら

T
yp

e
3
0
4
,

3
1
6
L
,

2
2
C

r-
1
4
N

i-
2
.5

M
o
-
N

―
―

T
yp

e
3
0
4
ｽ

ﾃ
ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
の

定
常

腐
食

電
位

E
sp

は
最

大
で

0
.3

V
貴

化
、

腐
食

す
き

ま
再

不
動

態
化

電
位

E
R

.C
R

E
V
は

最
大

で
0
.5

V
卑

化
す

る
可

能
性

が
あ

る
。

T
yp

e
3
0
4
の

室
温

に
お

け
る

bi
o
fi
lm

下
す

き
ま

腐
食

に
対

す
る

許
容

塩
化

物
ｲ
ｵ

ﾝ
濃

度
は

、
無

菌
状

態
の

数
百

pp
m

か
ら

数
pp

m
に

低
下

す
る

可
能

性
あ

り
。

ｽ
ﾃ
ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
の

所
謂

 “
微

生
物

腐
食

”
 に

つ
い

て
の

文
献

ﾚ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
で

あ
り

、
そ

の
本

質
は

、
自

然
水

環
境

に
お

か
れ

た
ｽ

ﾃ
ﾝ

ﾚ
ｽ

鋼
が

、
そ

の
表

面
に

成
長

し
た

微
生

物
ｺ
ﾛ
ﾆ
ｰ

の
下

で
の

す
き

ま
腐

食
に

あ
る

と
し

、
自

然
水

環
境

中
に

生
息

す
る

あ
る

種
の

微
生

物
が

、
そ

の
生

息
活

動
に

起
因

し
て

定
常

腐
食

電
位

E
sp

の
貴

化
と

部
腐

食
臨

界
電

位
V

c
の

卑
化

と
を

同
時

に
実

現
す

る
場

合
に

す
き

ま
腐

食
が

発
生

す
る

こ
と

を
、

内
外

の
2
5

の
文

献
を

引
用

し
て

説
明

し
た

も
の

。

2
-
7

A
.J

.S
e
dr

ik
s

主
と

し
て

T
yp

e
3
0
4
、

3
1
6
。

そ
の

他
ﾌ
ｪﾗ

ｲ
ﾄ

系
（
4
3
0
）
、

2
相

系
、

ｽ
ｰ

ﾊ
ﾟｰ

ｽ
ﾃ

ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
(6

X
N

、
2
5
4
S
M

O
)

―
海

水
及

び
塩

化
物

濃
度

：
1
0

～
2
0
,0

0
0
pp

m
水

溶
液

腐
食

電
位

･孔
食

電
位

、
孔

食
発

生
限

界
塩

化
物

ｲ
ｵ

ﾝ
濃

度
等

の
測

定
結

果
を

引
用

｡

左
記

の
書

籍
の

4
．

孔
食

  
4
.5

 (
ｽ

ﾃ
ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
の

孔
食

に
及

ぼ
す

)
環

境
の

影
響

と
し

て
、

4
.5

.1
カ

ソ
ー

ド
反

応
、

4
.5

.2
塩

化
物

イ
オ

ン
、

…
4
.5

.5
温

度
、

或
る

種
の

bi
o
fi
lm

、
・
・
・
・
4
.5

.1
0
人

体
液

の
1
0
項

目
に

つ
い

て
の

文
献

レ
ビ

ュ
ー

結
果

か
ら

の
解

説
で

あ
る

。

2
-
8

2
-
4
5
と

同
じ

。

     　
　

　
　

─
 

    　
　

　
―

―
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表
3
-
2
　

結
果

ま
と

め
(2

-
1
～

8
8
、

3
/
3
4
)

材
料

応
力

供
試

材
試

験
片

形
状

塩
分

濃
度

(a
s 

C
l)

付
着

方
法

温
度

/
湿

度
論

文
番

号
著

者
環

境
試

験
結

果

2
-
9

R
.P

.V
e
ra

　
e
t　

al
.

S
U

S
4
3
0
、

S
U

S
3
0
4

左
記

2
種

ｽ
ﾃ
ﾝ
ﾚ

ｽ
鋼

板
(厚

さ
 2

an
d 

3
 ㎜

）
よ

り
8
×

8
(o

r 
1
0
×

1
0
）
×

2
o
r3

m
m

の
試

片
を

切
り

出
し

特
殊

な
電

極
を

作
成

。

1
、

2
、

5
M

 N
aC

l

試
験

片
電

極
表

面
に

0
.5

㎜
厚

さ
の

1
M

N
aC

l　
水

溶
液

を
1
h
保

持
(w

e
t)

後
、

3
0
℃

－
(6

7
±

3
)％

R
H

下
で

7
h
で

乾
燥

(d
ry

)さ
せ

る
サ

イ
ク

ル
繰

り
返

し
。

左
記

ｽ
ﾃ
ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
の

海
洋

大
気

環
境

下
で

の
孔

食
機

構
を

研
究

す
る

た
め

に
、

2
種

の
ｽ

ﾃ
ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
に

つ
い

て
、

塩
化

物
水

溶
液

中
1
h

浸
漬

⇔
3
0
℃

-
6
7
±

3
％

R
H

下
7
h
の

w
e
t-

dr
y 

c
yc

le
条

件
下

で
の

腐
食

速
度

及
び

腐
食

電
位

を
A

C
ｲ
ﾝ
ﾋ
ﾟｰ

ﾀ
ﾞﾝ

ｽ
と

ﾎ
ﾟﾃ

ﾝ
ｼ
ｮｽ

ﾀ
ｯ
ﾄを

用
い

て
、

同
時

に
連

続
し

て
測

定
す

る
こ

と
に

よ
っ

て
、

『
孔

食
の

発
生

は
乾

燥
過

程
で

塩
化

物
が

濃
縮

し
臨

界
濃

度
に

達
し

た
後

の
乾

燥
過

程
で

始
ま

る
こ

と
か

ら
、

大
気

腐
食

に
お

け
る

薄
い

水
膜

の
存

在
が

孔
食

の
発

生
・
進

展
を

促
進

す
る

こ
と

に
寄

与
す

る
』
こ

と
が

分
か

っ
た

と
し

て
い

る
。

2
-
1
0

 A
. 
J
. 
S
e
dr

ik
s

ｵ
ｰ

ｽ
ﾃ
ﾅ

ｲ
ﾄ系

､
ﾌ
ｪﾗ

ｲ
ﾄ系

､二
相

系
､ﾏ

ﾙ
ﾃ
ﾝ

ｻ
ｲ
ﾄ系

及
び

析
出

硬
化

系
ｽ

ﾃ
ﾝ

ﾚ
ｽ

鋼

―
―

―
―

文
献

2
-
7
の

2
0
数

ﾍ
ﾟｰ

ｼ
ﾞ前

､4
.孔

食
 4

.3
 (
ｽ

ﾃ
ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
の

孔
食

に
及

ぼ
す

)成
分

の
影

響
に

つ
い

て
の

解
説

｡4
.3

.1
ｵ

ｰ
ｽ

ﾃ
ﾅ

ｲ
ﾄ

系
､4

.3
.2

ﾌ
ｪﾗ

ｲ
ﾄ系

､4
.3

.3
二

相
系

､4
.3

.4
ﾏ
ﾙ

ﾃ
ﾝ
ｻ

ｲ
ﾄ及

び
析

出
硬

化
系

ｽ
ﾃ
ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
の

孔
食

に
及

ぼ
す

成
分

の
影

響
を

述
べ

て
い

る
。

耐
孔

食
性

改
善

に
は

、
ｵ

ｰ
ｽ

ﾃ
ﾅ

ｲ
ﾄ系

及
び

二
相

系
は

C
r,
M

o
,N

が
、

ﾌ
ｪﾗ

ｲ
ﾄ系

、
ﾏ
ﾙ

ﾃ
ﾝ
ｻ

ｲ
ﾄ系

及
び

析
出

硬
化

系
は

C
r及

び
M

o
の

増
加

、
添

加
が

有
効

で
あ

る
。

2
-
1
1

 A
. 
J
. 
S
e
dr

ik
s

ｵ
ｰ

ｽ
ﾃ
ﾅ

ｲ
ﾄ系

､
ﾌ
ｪﾗ

ｲ
ﾄ系

､二
相

系
､ﾏ

ﾙ
ﾃ
ﾝ

ｻ
ｲ
ﾄ系

及
び

析
出

硬
化

系
ス

テ
ン

レ
ス

鋼

―
―

―
―

文
献

2
-
1
0
の

続
き

で
、

4
.孔

食
 4

.4
 (
ｽ

ﾃ
ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
の

孔
食

に
及

ぼ
す

)ミ
ク

ロ
組

織
の

影
響

に
つ

い
て

の
解

説
｡ｵ

ｰ
ｽ

ﾃ
ﾅ

ｲ
ﾄ系

で
は

M
n
S
、

δ
‐
ﾌ
ｪﾗ

ｲ
ﾄ、

σ
相

及
び

c
h
i(
χ

)相
、

e
鋭

敏
化

及
び

溶
接

金
属

、
鋳

造
、

冷
間

加
工

、
ﾚ
ｰ

ｻ
ﾞｰ

加
工

な
ど

特
殊

表
面

加
工

な
ど

の
影

響
を

紹
介

し
て

い
る

｡

2
-
1
2

E
.G

.W
e
bb

　
e
t　

al
.

3
0
4
S
S

平
板

0
.0

5
～

2
M

 N
aC

l
微

小
電

気
化

学
―

(1
)塩

化
物

イ
オ

ン
の

濃
度

が
上

が
る

と
ス

テ
ン

レ
ス

鋼
中

の
  
  
硫

化
物

が
溶

解
す

る
比

率
が

上
が

る
。

ま
た

、
硫

化
物

  
  
が

溶
解

す
る

電
位

が
下

が
る

。
(2

)塩
化

物
が

含
ま

れ
な

い
溶

液
で

も
硫

化
物

は
溶

解
す

る
  
  
が

塩
化

物
は

触
媒

効
果

を
示

し
て

い
る

よ
う

で
あ

る
。

(3
)チ

オ
サ

ル
フ

ァ
イ

ド
が

塩
化

物
と

共
存

す
る

と
、

硫
化

物
  
  
の

溶
解

比
率

が
高

く
な

る
。

(4
)浅

い
介

在
物

は
明

瞭
な

ピ
ッ

ト
が

生
じ

ず
、

深
い

介
在

物
  
  
は

明
瞭

な
ピ

ッ
ト

が
生

成
す

る
。

介
在

物
の

方
位

が
ピ

ッ
  
  
ト

生
成

の
カ

ギ
と

な
っ

て
い

る
。
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表
3
-
2
　

結
果

ま
と

め
(2

-
1
～

8
8
、

4
/
3
4
)

材
料

応
力

供
試

材
試

験
片

形
状

塩
分

濃
度

(a
s 

C
l)

付
着

方
法

温
度

/
湿

度
論

文
番

号
著

者
環

境
試

験
結

果

2
-
1
3

I.M
u
to

　
e
t　

al
.

T
yp

e
3
0
3

平
板

0
.1

M
 N

aC
l

微
小

電
気

化
学

―

0
.1

 M
 N

aC
l中

で
は

、
0
.3

-
0
.4

V
で

M
n
S
が

溶
解

し
は

じ
め

、
0
.5

V
で

孔
食

が
生

じ
る

。
ま

た
、

M
n
S
周

辺
に

約
1
μ

m
の

多
角

形
の

不
明

瞭
な

ピ
ッ

ト
が

M
n
S
と

母
材

の
界

面
に

多
量

に
発

生
し

た
。

M
n
S
の

溶
解

と
C

lイ
オ

ン
の

相
乗

効
果

で
腐

食
が

加
速

さ
れ

る
。

2
-
1
4

I.M
u
to

　
e
t　

al
.

T
Y
P

E
3
0
4
L

(3
条

件
の

熱
処

理
)

平
板

0
.1

、
3
M

 N
aC

l
3
M

 M
gC

l 2
8
M

 L
iC

l
微

小
電

気
化

学
2
0
℃

1
3
5
3
K
→

1
5
7
3
K
に

焼
鈍

温
度

を
変

え
る

と
、

0
.1

 M
 N

aC
l中

の
巨

視
的

な
孔

食
電

位
は

0
.4

1
V

→
0
.5

5
V

に
変

化
し

た
｡

熱
処

理
温

度
1
3
5
3
K
で

は
、

3
-
8
M

 C
l-
中

で
は

介
在

物
と

母
材

の
界

面
で

不
明

瞭
な

ピ
ッ

ト
が

生
成

し
た

。

1
6
7
3
K
で

熱
処

理
さ

れ
た

酸
化

物
系

介
在

物
の

ｻ
ﾝ
ﾌ
ﾟﾙ

は
6
M

、
1
.2

5
V

ま
で

は
明

瞭
な

孔
食

は
発

生
し

な
か

っ
た

。
8
M

 L
iC

l中
で

は
介

在
物

と
母

材
の

境
界

に
ピ

ッ
ト

が
生

成
し

た
。
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表
3
-
2
　

結
果

ま
と

め
(2

-
1
～

8
8
、

5
/
3
4
)

材
料

応
力

供
試

材
試

験
片

形
状

塩
分

濃
度

(a
s 

C
l)

付
着

方
法

温
度

/
湿

度
論

文
番

号
著

者
環

境
試

験
結

果

2
-
1
5

T
.S

u
tt

e
r　

e
t　

al
.

3
0
4
S
S

(S
の

量
が

3
種

類
)

平
板

(セ
ル

に
応

力
が

付
与

で
き

る
よ

う
な

仕
組

み
)

0
.1

、
1
M

 N
aC

l
微

小
電

気
化

学
2
0
℃

2
0
0
μ

m
の

微
小

電
気

化
学

で
は

、
5
個

の
介

在
物

(～
5
μ

m
)

を
含

む
材

料
を

使
用

し
た

。
0
.1

M
 N

aC
l応

力
付

与
す

る
と

無
し

よ
り

孔
食

電
位

が
1
5
0
m

V
卑

側
に

移
行

す
る

。

介
在

物
を

含
ま

な
い

材
料

を
1
0
0
μ

m
の

電
極

を
用

い
て

測
定

し
た

結
果

、
1
M

 N
aC

l中
で

は
応

力
付

与
あ

り
、

な
し

の
い

ず
れ

で
も

孔
食

は
発

生
し

な
か

っ
た

。
孔

食
電

位
と

応
力

の
関

係
に

つ
い

て
は

、
M

n
S
の

影
響

が
大

き
い

よ
う

で
あ

る
。

1
個

の
大

き
な

介
在

物
を

含
む

材
料

を
1
0
0
μ

m
の

電
極

を
用

い
て

測
定

し
た

結
果

、
1
M

 N
aC

l中
で

は
浅

い
介

在
物

は
不

明
瞭

な
ピ

ッ
ト

し
か

生
じ

な
い

が
、

深
い

介
在

物
は

明
瞭

な
ピ

ッ
ト

が
生

じ
た

。
浅

い
介

在
物

は
マ

ト
リ

ッ
ク

ス
と

介
在

物
の

界
面

に
溶

解
は

生
じ

ず
、

試
験

後
は

介
在

物
の

端
が

欠
け

て
い

た
。

た
だ

し
、

浅
い

介
在

物
で

も
応

力
を

付
与

す
る

と
ク

ラ
ッ

ク
は

発
生

し
て

い
た

。
応

力
を

付
与

す
る

と
M

n
S
の

溶
解

電
位

が
卑

に
な

り
さ

ら
に

溶
解

が
進

む
。

３
μ

m
深

さ
の

ク
ラ

ッ
ク

で
pH

2
、

6
M

 C
l-

の
際

に
明

瞭
な

ピ
ッ

ト
が

生
成

し
た

。
応

力
無

負
荷

で
の

浅
い

M
n
S
は

明
瞭

な
ピ

ッ
ト

が
認

め
ら

れ
な

い
。

0
.5

μ
m

深
さ

の
す

き
ま

で
は

、
pH

2
.5

、
1
.5

M
 C

l-
で

は
明

瞭
な

孔
食

は
生

じ
な

か
っ

た
｡

2
-
1
6

E
.G

.W
e
bb

　
e
t　

al
.

3
0
4
S
S

平
板

0
.1

M
 N

aC
l

微
小

電
気

化
学

─

微
小

電
気

化
学

測
定

結
果

で
は

、
約

2
0
0
m

V
で

介
在

物
の

溶
解

が
は

じ
ま

っ
て

い
る

が
、

そ
れ

は
明

瞭
な

ピ
ッ

ト
で

は
な

い
。

そ
れ

よ
り

貴
に

な
る

と
pH

も
急

激
に

低
下

し
、

約
5
0
0
m

V
で

は
電

流
も

増
加

し
、

pH
も

振
幅

が
大

き
く
一

時
的

に
0
.5

程
度

に
な

る
。

最
終

的
に

は
pH

2
.4

程
度

で
安

定
し

、
分

極
後

は
明

瞭
な

ピ
ッ

ト
は

認
め

ら
れ

な
い

。
明

瞭
な

ピ
ッ

ト
が

認
め

ら
れ

た
も

の
は

、
pH

が
0
ま

で
低

下
し

て
い

る
よ

う
で

あ
る

。
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試
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結

果

2
-
1
7

J
.O

.P
ar

k　
e
t　

al
.

A
IS

I3
0
4

平
板

0
.0

1
、

0
.1

、
1
、

5
、

1
0

微
小

と
通

常
サ

イ
ズ

の
電

気
化

学
R

T
、

6
0
、

9
0
℃

0
.8

c
m

φ
の

面
積

で
は

沢
山

の
介

在
物

を
含

ん
で

お
り

、
孔

食
電

位
が

卑
側

で
あ

る
。

微
小

電
気

化
学

測
定

結
果

よ
り

、
室

温
、

0
.0

1
、

0
.1

M
C

l-
濃

度
の

低
塩

化
物

濃
度

で
も

初
期

ピ
ッ

ト
が

生
成

し
て

い
る

間
に

M
n
S
の

溶
解

も
生

じ
て

い
る

こ
と

が
わ

か
っ

た
。

こ
れ

に
よ

り
M

n
S
の

化
学

溶
解

が
基

材
の

溶
解

に
影

響
を

及
ぼ

し
て

い
る

こ
と

が
わ

か
っ

た
。

そ
れ

以
上

の
温

度
、

濃
度

で
は

金
属

の
溶

解
が

早
す

ぎ
て

明
瞭

な
M

n
S
の

影
響

が
認

め
ら

れ
な

か
っ

た
。

1
0
M

C
l-

、
5
M

、
9
0
℃

で
は

介
在

物
と

母
材

の
界

面
に

沢
山

腐
食

痕
が

認
め

ら
れ

た
。

温
度

が
上

が
る

と
M

n
S
の

溶
解

電
位

が
卑

側
に

ず
れ

、
孔

食
電

位
も

卑
側

に
ず

れ
る

。

2
-
1
8

E
.G

.W
e
bb

　
e
t　

al
.

S
U

S
3
0
4

平
板

1
M

N
aC

l
微

小
電

気
化

学
ホ

ル
ダ

2
0
℃

浸
漬

①
浅

い
大

き
な

M
n
S
上

で
の

分
極

測
定

結
果

は
、

約
2
0
0
m

V
で

溶
解

し
て

い
る

よ
う

な
電

流
ピ

ー
ク

が
あ

っ
た

。
試

験
後

光
学

顕
微

鏡
で

若
干

の
溶

解
が

確
認

さ
れ

た
が

、
ピ

ッ
ト

は
無

か
っ

た
。

②
展

伸
し

て
い

る
深

い
M

n
S
上

で
の

分
極

測
定

結
果

は
、

約
2
5
0
m

V
で

溶
解

し
て

い
る

よ
う

な
電

流
の

ピ
ー

ク
が

あ
っ

た
。

孔
食

電
位

は
約

4
3
0
m

V
で

あ
る

。

③
M

n
S
が

認
め

ら
れ

な
い

も
の

は
1
0
0
0
m

V
ま

で
活

性
ピ

ー
ク

が
認

め
ら

れ
な

か
っ

た
。

④
微

小
な

す
き

ま
へ

の
硫

化
物

、
塩

化
物

の
濃

縮
に

よ
り

臨
界

の
脱

不
動

態
電

位
が

き
ま

る
よ

う
で

あ
る

。
ピ

ッ
ト

が
生

成
す

る
臨

界
の

す
き

ま
は

約
1
μ

m
で

あ
る

。
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試

験
片

形
状

塩
分
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度
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s 

C
l)

付
着

方
法

温
度

/
湿

度
論

文
番

号
著

者
環

境
試

験
結

果

2
-
1
9

E
.G

.W
e
bb

　
e
t　

al
.

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

─
─

─
─

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

の
孔

食
電

位
の

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

の
数

学
モ

デ
ル

が
広

め
ら

れ
て

い
る

。
仮

説
の

カ
ギ

と
し

て
塩

化
物

の
存

在
す

る
状

態
で

チ
オ

硫
酸

塩
が

臨
界

濃
度

ま
で

濃
縮

す
る

と
脱

不
動

態
化

し
孔

食
が

発
生

し
、

塩
化

物
は

介
在

物
の

分
解

の
触

媒
と

な
る

。
計

算
の

パ
ラ

メ
ー

タ
と

し
て

は
実

測
値

や
文

献
値

な
ど

を
用

い
た

。
実

験
と

計
算

を
統

合
さ

せ
た

結
果

か
ら

ア
プ

ロ
ー

チ
す

る
と

、
孔

食
発

生
は

、
M

n
S
と

S
S
の

界
面

の
微

小
す

き
ま

内
に

チ
オ

硫
酸

塩
が

臨
界

濃
度

ま
で

累
積

す
る

こ
と

に
よ

る
。

2
-
2
0

P
.S

c
h
m

u
ki

　
e
t

al
.

D
IN

1
.4

3
0
5

(1
8
-
9
-
0
.2

5
S
)

─
1
0
%
F
e
C

l 3
浸

漬
浸

漬
室

温
×

1
0
m

in

F
e
C

l 3
浸

漬
で

は
、

い
ず

れ
も

介
在

物
の

周
囲

ま
た

は
内

部
か

ら
溶

解
が

は
じ

ま
っ

た
。

直
接

的
に

は
介

在
物

の
ど

の
部

分
か

ら
溶

解
が

は
じ

ま
る

か
、

基
材

の
組

成
と

関
係

が
な

い
よ

う
で

あ
る

。

2
-
2
1

D
. 
E
. 
W

ill
ia

m
s　

e
t

al
.

3
1
6
L

─
─

─
─

高
解

像
度

S
IM

S
解

析
に

よ
り

、
ス

テ
ン

レ
ス

鋼
中

の
殆

ど
の

Ｍ
ｎ

Ｓ
介

在
物

は
そ

の
周

り
に

厚
さ

1
0
0
n
m

ま
で

の
F
e
サ

ル
フ

ァ
イ

ド
の

濃
縮

し
た

暈
を

伴
っ

て
い

る
の

が
見

い
だ

さ
れ

、
そ

れ
は

恐
ら

く
鋼

の
製

造
中

に
お

い
て

凝
固

点
を

通
過

す
る

冷
却

過
程

で
形

成
さ

れ
た

と
思

わ
れ

る
。

そ
し

て
、

そ
の

暈
は

、
ス

テ
ン

レ
ス

鋼
の

孔
食

発
生

に
対

す
る

臨
界

的
な

役
割

を
有

し
て

い
る

よ
う

で
あ

る
こ

と
を

1
1
0
件

の
文

献
を

引
用

し
て

論
じ

て
い

る
。

2
-
2
2

井
上

裕
滋

各
種

ｽ
ﾃ
ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
各

種
ｽ

ﾃ
ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
の

母
材

及
び

溶
接

材

【
引

用
文

献
】

① 5
0
g/

lF
e
C

l 3
+
1
/
2
0

H
C

l
②

1
0
％

F
e
C

l 3
③

①
に

同
じ

④
6
％

F
e
C

l 3
+
1
/
2
0
H

C
l

水
溶

液

【
引

用
文

献
】

①
8
0
℃

-
2
4
h

  
②

5
-
8
5
℃

-
?h

③
3
5
℃

-
4
8
h

④
?℃

-
2
4
h

腐
食

防
食

協
会

発
行

「
材

料
と

環
境

」
に

会
員

か
ら

、
［
T
yp

e
3
1
6
L
の

共
金

溶
接

構
造

物
を

常
温

海
水

中
で

使
用

し
た

と
こ

ろ
、

溶
接

金
属

に
限

定
し

て
孔

食
状

腐
食

が
発

生
し

た
が

、
そ

の
原

因
と

対
策

を
教

示
し

て
ほ

し
い

」
と

の
質

問
に

対
す

る
回

答
。

通
常

の
γ

系
ｽ

ﾃ
ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
で

は
、

溶
接

凝
固

時
及

び
変

態
時

の
成

分
偏

析
や

C
r炭

化
物

析
出

に
よ

り
、

C
r、

M
o
な

ど
の

濃
度

低
下

部
（
γ

相
。

Δ
ﾌ
ｪﾗ

ｲ
ﾄは

逆
に

濃
化

）
で

孔
食

が
発

生
す

る
こ

と
ｶ
ﾞ紹

介
さ

れ
て

い
る

｡
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2
-
2
3

中
原

正
大

ら
S
U

S
3
0
4
,

S
U

S
3
1
6

化
学

ﾌ
ﾟﾗ

ﾝ
ﾄ等

の
配

管
や

槽
海

塩
粒

子
の

濃
縮

結
露

大
気

文
献

2
-
2
2
と

同
様

の
Q

＆
A

で
、

S
U

S
3
0
4
や

3
1
6
等

の
外

面
応

力
腐

食
割

れ
(E

S
C

C
)の

発
生

条
件

や
防

止
対

策
に

つ
い

て
で

あ
り

、
“
E
S
C

C
に

は
、

ﾀ
ｲ
ﾌ
ﾟⅠ

型
(塩

化
物

ｲ
ｵ

ﾝ
濃

縮
型

と
も

言
い

、
保

温
材

下
等

の
構

造
的

す
き

ま
部

に
お

い
て

、
孔

食
・
す

き
ま

腐
食

経
由

の
T
G

S
C

C
で

、
1
0
0
℃

程
度

の
金

属
表

面
で

発
生

)と
Ⅱ

型
(鋭

敏
化

型
と

も
言

い
材

料
の

鋭
敏

化
に

よ
る

IG
S
C

C
で

、
5
0
℃

位
下

で
主

に
常

温
で

発
生

。
必

ず
し

も
保

温
材

が
無

く
と

も
起

り
得

る
）
と

が
知

ら
れ

て
お

り
、

対
策

は
、

塗
装

、
材

料
選

択
な

ど
。

”

2
-
2
4

東
 茂

樹
ら

S
U

S
3
1
6
L
、

S
U

S
4
4
4
、

S
U

S
3
2
9
J
2
L

T
IG

溶
接

及
び

溶
接

模
擬

熱
処

理
試

験
片

0
.1

～
1
.0

％
C

lｲ
ｵ

ﾝ
(N

aC
l

に
て

調
整

）
水

溶
液

3
0
、

6
0
℃

ｽ
ﾃ
ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
の

耐
食

性
に

及
ぼ

す
溶

接
ｽ

ｹ
ｰ

ﾙ
の

影
響

を
実

験
室

的
に

調
べ

た
も

の
で

、
T
IG

溶
接

及
び

熱
処

理
に

よ
り

酸
化

ｽ
ｹ

ｰ
ﾙ

を
形

成
さ

せ
た

試
験

片
に

つ
い

て
N

aC
l水

溶
液

中
に

お
け

る
孔

食
電

位
と

自
然

電
位

の
測

定
及

び
酸

化
ｽ

ｹ
ｰ

ﾙ
の

性
状

分
析

の
結

果
、

溶
接

模
擬

熱
処

理
材

の
孔

食
電

位
は

6
0
0

～
7
0
0
℃

の
低

温
加

熱
に

よ
り

生
成

し
た

ｽ
ｹ

ｰ
ﾙ

の
場

合
が

最
も

低
下

し
、

孔
食

電
位

測
定

後
の

表
面

ｽ
ｹ

ｰ
ﾙ

中
の

C
r濃

度
も

最
も

低
く
、

ま
た

、
T
IG

溶
接

H
A

Z
部

に
お

い
て

孔
食

が
集

中
し

て
発

生
し

た
部

位
も

、
最

高
加

熱
温

度
が

そ
の

温
度

域
で

あ
る

と
推

察
さ

れ
る

と
し

て
い

る
。

2
-
2
5

塩
原

国
雄

S
U

S
3
0
4
,

S
U

S
3
1
6

湿
式

&
乾

式
ｴ
ﾒ

ﾘ
ｰ

紙
(＃

5
0
0
)

研
磨

及
び

フ
ッ

硝
酸

に
よ

る
酸

洗
を

行
っ

た
孔

食
電

位
測

定
用

電
極

3
.5

％
N

aC
l

水
溶

液
3
0
℃

S
U

S
3
0
4
及

び
3
1
6
ｽ

ﾃ
ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
の

孔
食

電
位

に
及

ぼ
す

前
処

理
の

影
響

を
検

討
し

た
結

果
、

①
両

鋼
と

も
孔

食
電

位
V

'c
は

湿
式

、
乾

式
の

差
異

は
無

い
、

②
S
U

S
3
0
4
の

酸
洗

面
の

V
'c

は
研

磨
面

よ
り

僅
か

に
高

い
が

、
S
U

S
3
1
6
で

は
逆

転
す

る
、

③
S
U

S
3
1
6
の

V
'c

は
S
U

S
3
0
4
の

そ
れ

よ
り

高
い

が
、

S
U

S
3
1
6
酸

洗
面

は
バ

ラ
ツ

キ
が

大
き

く
、

平
均

値
で

は
S
U

S
の

そ
れ

よ
り

7
0
m

V
ほ

ど
高

い
も

の
の

、
最

小
値

の
V

'c
は

S
U

S
3
0
4
の

そ
れ

と
同

程
度

で
あ

る
、

と
し

て
い

る
。

2
-
2
6

C
.G

ar
c
ia

　
e
t　

al
.

A
IS

I3
0
4
、

A
IS

I3
1
6
L

溶
体

化
処

理
、

鋭
敏

化

平
板

1
M

H
2
S
O

4
＋

5
N

N
aC

l
微

小
電

気
化

学
3
0
±

1
℃

3
0
4
よ

り
3
1
6
L
の

方
が

す
べ

て
の

部
位

(母
材

、
H

A
Z
、

溶
接

線
、

溶
接

部
)で

耐
孔

食
性

が
高

い
。

通
常

サ
イ

ズ
の

分
極

結
果

は
、

局
部

測
定

結
果

を
す

べ
て

含
ん

で
い

る
よ

う
で

あ
っ

た
。
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表
3
-
2
　

結
果

ま
と

め
(2

-
1
～

8
8
、

9
/
3
4
)

材
料

応
力

供
試

材
試

験
片

形
状

塩
分

濃
度

(a
s 

C
l)

付
着

方
法

温
度

/
湿

度
論

文
番

号
著

者
環

境
試

験
結

果

2
-
2
7

S
.G

ir
jia

　
e
t　

al
.

T
yp

e
3
1
6
L
N

平
板

0
.5

M
 N

aC
l

浸
漬

室
温

研
磨

仕
上

げ
よ

り
酸

洗
処

理
、

酸
洗

処
理

よ
り

も
、

酸
洗

処
理

＋
不

動
態

化
処

理
材

の
方

が
孔

食
電

位
が

高
く
な

っ
た

。
オ

ー
ジ

ェ
分

析
に

よ
る

と
、

表
面

の
C

r濃
度

が
高

く
な

る
ほ

ど
孔

食
電

位
が

貴
側

に
推

移
し

た
。

そ
れ

ぞ
れ

の
孔

食
電

位
は

、
旋

盤
仕

上
げ

ま
ま

：
1
5
2
m

V
、

酸
洗

処
理

：
6
3
1
m

V
、

酸
洗

処
理

＋
不

動
態

化
処

理
材

：
8
6
5
m

V
。

2
-
2
8

辻
川

茂
男

S
U

S
3
0
4

変
動

応
力

（
回

転
曲

げ
1
3
0
0
rp

m
、

空
気

中
疲

労
限

2
4
7
M

P
aよ

り
低

い
応

力
振

幅
1
4
3
M

P
a)

1
Ｎ

 H
2
S
O

4
＋

0
.5

M
N

aC
l（

ｐ
Ｈ

約
3
）

水
溶

液
2
5
℃

1
9
9
7
年

5
月

に
開

催
さ

れ
た

腐
食

防
食

協
会

主
催

「
材

料
と

環
境

 ’
9
7
」
講

演
大

会
で

の
記

念
講

演
と

し
て

、
東

京
大

学
　

辻
川

教
授

が
「
ｵ

ｰ
ｽ

ﾃ
ﾅ

ｲ
ﾄｽ

ﾃ
ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
の

塩
化

物
応

力
腐

食
割

れ
に

お
け

る
す

き
ま

腐
食

の
役

割
」
に

つ
い

て
講

演
し

た
も

の
を

基
に

、
加

筆
し

て
総

合
論

文
と

し
て

、
材

料
と

環
境

に
掲

載
さ

れ
た

も
の

。
中

性
液

で
の

孔
食

電
位

近
傍

で
の

S
C

C
き

裂
発

生
は

食
孔

・
す

き
ま

な
ど

の
局

部
ア

ノ
ー

ド
か

ら
の

み
発

生
す

る
こ

と
、

孔
食

に
比

べ
て

す
き

ま
腐

食
の

ほ
う

が
局

部
腐

食
が

起
こ

り
易

く
、

且
つ

き
裂

発
生

も
起

こ
り

易
い

こ
と

、
中

性
実

環
境

で
は

圧
倒

的
に

す
き

ま
腐

食
経

由
型

に
な

る
こ

と
、

す
き

ま
付

与
試

験
片

、
特

に
、

ｽ
ﾎ

ﾟｯ
ﾄ溶

接
試

験
片

で
は

、
実

液
に

浸
漬

す
る

だ
け

で
当

該
環

境
で

の
S
C

C
感

受
性

を
評

価
で

き
る

と
の

こ
と

で
あ

る
。

2
-
2
9

元
田

慎
一

ら
￣

基
板

の
炭

素
鋼

板
(6

4
×

6
4
×

0
.8

㎜
）
上

に
厚

さ
3
0
～

3
5
μ

m
の

S
iO

2
ま

た
は

B
N

ﾍ
ﾟｰ

ｽ
ﾄを

介
し

て
厚

さ
3
0
～

4
0
μ

m
の

A
g

ﾍ
ﾟｰ

ｽ
ﾄを

印
刷

し
た

A
C

M
型

腐
食

ｾ
ﾝ
ｻ

。

海
塩

粒
子

海
岸

大
気

東
京

商
船

大
学

の
臨

海
実

験
実

習
所

(静
岡

県
清

水
市

)
海

岸
か

ら
距

離
8
m

、
高

さ
2
m

暴
露

台
上

に
海

方
向

上
向

き
3
0
°

に
設

置
。

1
9
9
2
年

7
月

～
1
9
9
3
年

6
月

の
1
年

間
の

結
露

時
間

は
3
,4

5
4
h
(3

9
％

）
、

降
雨

時
間

は
1
,7

0
5
h
(2

0
％

）
、

両
者

合
計

時
間

と
し

て
の

濡
れ

時
間

は
5
,1

5
9
h
(5

9
％

）
、

清
水

で
の

海
塩

付
着

は
上

向
き

3
0
°

の
暴

露
条

件
で

1
9
9
2
年

1
0
月

を
除

く
と

0
.0

1

～
0
.1

g/
m

2
、

対
応

す
る

結
露

が
起

こ
る

臨
界

湿
度

は
8
0
～

5
0
％

で
あ

り
、

本
A

C
M

腐
食

型
セ

ン
サ

で
測

定
で

き
る

付
着

海
塩

量
は

湿
度

ﾋ
ｽ

ﾄｸ
ﾞﾗ

ﾑ
の

ﾃ
ﾞｰ

ﾀ
と

合
せ

て
ｽ

ﾃ
ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
の

発
銹

可
能

性
を

判
定

す
る

た
め

の
環

境
条

件
と

し
て

も
役

立
つ

と
し

て
い

る
。
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表
3
-
2
　

結
果

ま
と

め
(2

-
1
～

8
8
、

1
0
/
3
4
)

材
料

応
力

供
試

材
試

験
片

形
状

塩
分

濃
度

(a
s 

C
l)

付
着

方
法

温
度

/
湿

度
論

文
番

号
著

者
環

境
試

験
結

果

2
-
3
0

中
田

潮
雄

ら

S
U

S
3
0
4

(海
塩

粒
子

の
付

着
捕

集
の

た
め

、
S
U

S
3
0
4
製

屋
根

や
外

壁
と

し
て

の
S
U

S
3
0
4
）

￣
海

塩
粒

子
海

岸
～

5
0
km

の
各

大
気

沖
縄

、
日

本
海

、
太

平
洋

及
び

瀬
戸

内
海

沿
岸

か
ら

1
0

ｍ
～

数
十

km
に

点
在

す
る

建
築

物
の

屋
根

や
外

装
で

、
且

つ
、

雨
水

の
当

た
る

部
位

と
軒

下
・

軒
裏

に
区

別

建
築

物
の

付
着

海
塩

量
の

実
態

を
調

査
し

、
S
U

S
3
0
4
の

適
用

範
囲

を
解

析
し

た
結

果
,軒

下
・
軒

裏
の

付
着

海
塩

量

（
m

g/
dm

2
)は

、
＝

-
0
.2

1
＋

飛
来

海
塩

量
（
ｍ

ｄ
ｄ
）
で

あ
る

こ

と
、

ま
た

、
S
U

S
3
0
4
の

発
銹

限
界

付
着

量
は

1
㎎

/
dm

2
で

あ
り

、
海

岸
か

ら
の

距
離

が
日

本
海

側
で

は
約

1
0
km

、
太

平
洋

側
で

は
約

5
km

、
瀬

戸
内

海
沿

岸
で

は
約

5
0
0
ｍ

以
上

の
地

域
へ

の
適

用
が

好
ま

し
い

な
ど

と
し

て
い

る
。

2
-
3
1

㈶
日

本
ｳ

ｴ
ｻ

ﾞﾘ
ﾝ
ｸ
ﾞ

ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ

￣
￣

海
塩

粒
子

海
岸

大
気

銚
子

、
宮

古
島

、
西

原
(沖

縄
県

）
及

び
旭

川

日
本

ｳ
ｴ
ｻ

ﾞﾘ
ﾝ
ｸ
ﾞｾ

ﾝ
ﾀ
ｰ

が
、

金
属

や
高

分
子

な
ど

の
暴

露
試

験
を

実
施

し
た

左
記

の
各

試
験

場
の

環
境

因
子

全
1
1
項

目
（
気

温
、

相
対

湿
度

、
日

照
時

間
、

濡
れ

時
間

、
降

水
時

間
、

降
水

量
、

風
速

、
全

天
日

射
量

、
紫

外
線

日
射

量
、

海
塩

粒
子

量
：
m

gN
aC

l/
m

3
・
d、

硫
黄

酸
化

物
量

：
m

gS
O

2
/
m

3
・
dに

つ
い

て
、

計
測

＆
調

査
し

た
結

果
を

年
平

均
又

は
年

積
算

と
し

て
ま

と
め

た
も

の
(但

し
、

気
温

、
相

対
湿

度
、

風
速

、
日

照
時

間
、

降
水

量
及

び
全

天
日

射
量

は
そ

れ
そ

れ
近

傍
の

気
象

台
の

結
果

）
。

2
-
3
2

D
.K

n
o
to

ko
va

　
e
t

al
.

記
載

な
し

記
載

な
し

暴
露

暴
露

世
界

各
地

暴
露

・
平

均
S
O

2
濃

度
測

定
(μ

g/
m

2
)：

日
本

→
銚

子
7
.7

、

  
東

京
1
4
.6

、
沖

縄
1
1
.1

・
平

均
濡

れ
時

間
(h

/
ye

ar
)：

銚
子

5
7
0
6
、

東
京

2
1
7
3
、

  
沖

縄
3
9
0
3

・
平

均
N

aC
l付

着
量

(m
g/

m
2
/
da

y)
：
銚

子
6
6
.8

、
東

京
4
.8

、
  
沖

縄
1
3
0
.0

2
-
3
3

B
.S

.P
h
u
ll　

e
t　

al
.

鉄
炭

素
鋼

亜
鉛

め
っ

き
鋼

板

平
板

暴
露

暴
露

K
U

R
E
ビ

ー
チ

暴
露

重
量

減
か

ら
の

腐
食

速
度

、
海

塩
粒

子
の

付
着

量
を

測
定

し
て

い
る

が
レ

ビ
ュ

ー
の

た
め

デ
ー

タ
は

少
な

い
。
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表
3
-
2
　

結
果

ま
と

め
(2

-
1
～

8
8
、

1
1
/
3
4
)

材
料

応
力

供
試

材
試

験
片

形
状

塩
分

濃
度

(a
s 

C
l)

付
着

方
法

温
度

/
湿

度
論

文
番

号
著

者
環

境
試

験
結

果

2
-
3
4

元
田

慎
一

ら

S
U

S
4
1
0
、

2
2
C

r-
0
.8

M
o
、

S
U

S
4
3
0
、

S
U

S
3
0
4
(3

0
4
は

2
B

、
そ

の
他

は
B

aの
表

面
仕

上
げ

）

5
0
×

5
0
㎜

に
切

り
出

し
た

各
ｽ

ﾃ
ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
板

と
F
e
/
A

g-
対

A
C

M
型

ｾ
ﾝ
ｻ

及
び

温
湿

度
ｾ

ﾝ
ｻ

を
各

箇
所

に
暴

露

付
着

海
塩

量
海

洋
性

大
気

東
京

商
船

大
学

の
臨

海
実

験
実

習
所

(静
岡

県
清

水
市

)
の

海
上

筏
海

岸
か

ら
約

3
0
m

沖
合

に
浮

設
)及

び
陸

上
の

揚
水

ﾎ
ﾟﾝ

ﾌ
ﾟ室

(海
岸

か
ら

約
3
m

)に
暴

露
。

4
種

ｽ
ﾃ
ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
を

、
A

C
M

ｾ
ﾝ
ｻ

出
力

Iと
相

対
湿

度
R

H
を

測
定

し
な

が
ら

、
部

位
と

期
間

を
異

に
す

る
4
2
条

件
で

暴
露

し
Iと

R
H

と
か

ら
得

る
付

着
海

塩
量

W
s

並
び

に
R

H
に

基
づ

い
て

各
ｽ

ﾃ
ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
の

発
銹

条
件

を
求

め
た

結
果

、
実

環
境

で
測

定
し

た
（
W

s
、

R
H

）
条

件
と

発
銹

の
有

無
と

の
関

係
に

基
づ

い
て

、
発

銹
条

件
を

鋼
種

毎
に

決
定

で
き

、
限

界
発

銹
条

件

（
W

s
*
/
g/

m
2
，

R
H

*
/
％

）
は

、
S
U

S
4
1
0
鋼

は
(5

×
1
0

-
3
，

4
5
)、

2
2
C

r-
0
.8

M
o
鋼

は
(5

×
1
0

-
1
，

3
8
)、

4
3
0
鋼

と
3
0
4
鋼

は
(4

×

1
0

-
2
，

4
3
)で

あ
っ

た
と

の
こ

と
。

2
-
3
5

Y
.T

u
tu

m
i　

e
t　

al
.

S
U

S
3
0
4

S
U

S
4
3
0

1
0
×

1
0
を

樹
脂

に
埋

め
込

み

暴
露

田
園

、
海

岸
、

海
岸

か
ら

や
や

離
れ

た
と

こ
ろ

暴
露

日
本

3
か

所
暴

露

さ
び

が
成

長
す

る
の

は
海

岸
部

で
は

S
U

S
3
0
4
が

3
5
～

7
5
%
R

H
、

S
U

S
4
3
0
が

3
5
%
以

上
で

あ
っ

た
。

3
0
4
は

7
5
%
以

上
で

は
さ

び
が

増
え

な
い

。
交

流
イ

ン
ピ

ー
ダ

ン
ス

の
R

S
-
1
 1

0
kH

z値
は

海
塩

粒
子

と
濡

れ
時

間
を

測
定

可
能

で
あ

る
。

R
p-

1
 1

0
m

H
zは

孔
食

を
監

視
す

る
の

に
適

し
て

い
る

。

2
-
3
6

遅
沢

浩
一

郎

4
1
0
、

4
3
0
、

3
0
4
、

3
1
6
な

ど
（
2
1
種

類
の

ｽ
ﾃ

ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
を

供
試

し
て

い
る

文
献

も
あ

る
)

￣
￣

￣
￣

ｽ
ﾃ
ﾝ
ﾚ
ｽ

の
耐

候
性

に
つ

い
て

の
解

説
。

ｽ
ﾃ
ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
の

大
気

暴
露

試
験

結
果

に
関

す
る

国
外

1
7
文

献
及

び
国

内
8
文

献
か

ら
ま

と
め

た
も

の
で

、
、

孔
食

深
さ

や
外

観
ﾚ
ｲ
ﾃ
ｨﾝ

ｸ
ﾞﾅ

ﾝ
ﾊ

ﾞに
よ

る
評

価
を

実
施

し
て

お
り

、
中

性
塩

化
物

水
溶

液
中

で
の

耐
孔

食
性

に
対

す
る

合
金

元
素

の
影

響
が

そ
の

ま
ま

耐
候

性
に

も
当

て
は

ま
る

が
、

環
境

が
厳

し
い

川
崎

(臨
界

工
業

）
と

穏
や

か
な

東
京

（
住

宅
)で

は
そ

の
影

響
が

少
な

く
、

中
間

の
厳

し
さ

東
京

（
工

業
）
で

は
合

金
元

素
と

環
境

の
影

響
が

大
き

く
な

る
こ

と
が

示
さ

れ
て

い
る

。

2
-
3
7

R
.M

.K
ai

n
　

e
t　

al
.

T
yp

e
2
0
1
、

2
0
2
、

3
0
1
、

3
0
2
、

3
0
4
、

3
0
8
、

3
0
9
、

3
1
0
、

3
1
6
、

3
1
7
、

3
2
1
、

3
4
7
、

4
1
0
、

4
1
6
、

4
3
0

平
板

長
期

暴
露

K
u
re

～
6
0
年

暴
露

暴
露

オ
ー

ス
テ

ナ
イ

ト
ス

テ
ン

レ
ス

鋼
の

1
5
年

暴
露

後
の

平
均

孔
食

深
さ

は
T
yp

e
3
4
7
が

8
6
、

T
yp

e
3
2
1
が

6
6
、

T
yp

e
3
0
8
が

4
1
、

T
yp

e
3
0
1
が

4
1
、

T
yp

e
3
0
2
が

3
1
、

T
yp

e
3
0
4
が

2
8
、

T
yp

e
3
0
9

が
2
8
、

T
yp

e
3
1
7
が

2
8
、

T
yp

e
3
1
6
が

2
5
、

T
yp

e
3
1
0
が

1
0
μ

m
で

あ
っ

た
。

断
面

観
察

は
1
5
年

の
も

の
の

み
、

表
面

粗
さ

な
ら

び
に

光
沢

計
で

評
価

さ
れ

て
い

る
。
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表
3
-
2
　

結
果

ま
と

め
(2

-
1
～

8
8
、

1
2
/
3
4
)

材
料

応
力

供
試

材
試

験
片

形
状

塩
分

濃
度

(a
s 

C
l)

付
着

方
法

温
度

/
湿

度
論

文
番

号
著

者
環

境
試

験
結

果

2
-
3
8

D
.W

al
lin

de
r　

e
t

al
.

T
Y
P

E
3
0
4
L

溶
体

化
処

理
材

硝
フ

ッ
酸

酸
洗

＃
6
0
0
ペ

ー
パ

ー
水

素
中

光
輝

焼
鈍

平
板

暴
露

都
市

部
と

海
岸

暴
露

暴
露

・
X
P

S
：
試

験
前

は
溶

体
化

処
理

ま
ま

と
酸

洗
の

C
r比

率
が

  
高

い
。

7
か

月
暴

露
後

は
都

市
部

よ
り

海
岸

部
で

表
面

に
  
C

r 
の

濃
縮

が
高

く
な

っ
た

。
・
分

極
抵

抗
：
試

験
前

は
酸

洗
と

光
輝

焼
鈍

の
抵

抗
が

高
い

 （
腐

食
速

度
の

逆
数

）
、

（
良

)光
輝

焼
鈍

と
酸

洗
＞

溶
体

化
  
処

理
＞

研
磨

。
・
接

触
角

：
光

輝
焼

鈍
材

の
濡

れ
性

が
高

い
（
S
iO

2
が

表
面

  
に

生
成

？
）
。

そ
の

他
、

環
境

の
塩

の
付

着
性

等
も

評
価

さ
れ

て
い

る
。

2
-
3
9

武
藤

 泉
ら

①
大

気
暴

露
材

　
 の

付
着

物
分

  
 析

用
：

 　
2
2
C

r-
6
M

o

②
大

気
暴

露
試

  
 験

用
：

　
 S

U
S
3
0
4

①
 8

0
×

6
0
×

  
 1

m
m

　
（
1
5
0
0
番

湿
式

研
磨

）
②

1
5
0
×

7
0
×

  
 1

m
m

　
（
1
5
0
0
番

湿
式

研
磨

）

付
着

海
塩

量

①
沖

縄
県

具
志

頭
村

の
暴

露
　

 試
験

場
（
海

岸
か

ら
5
0
ｍ

）
②

千
葉

県
君

津
市

戸
崎

の
暴

　
 露

場
（
田

園
環

境
)

そ
の

他
、

塩
化

物
水

溶
液

の
乾

燥
・

吸
湿

挙
動

、
気

象
計

測
、

定
露

点
型

ｻ
ｲ
ｸ
ﾙ

腐
食

試
験

及
び

ｻ
ｲ
ｸ
ﾙ

腐
食

試
験

を
実

施
し

､

海
浜

大
気

腐
食

環
境

の
ﾓ

ﾃ
ﾞﾘ

ﾝ
ｸ
ﾞと

そ
れ

に
基

づ
く
定

露
点

型
ｻ

ｲ
ｸ
ﾙ

腐
食

試
験

法
の

開
発

を
目

的
に

、
左

記
各

種
試

験
・
評

価
を

実
施

。
そ

れ
ら

の
結

果
、

(1
)海

浜
大

気
環

境
に

お
け

る
ｽ

ﾃ
ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
の

付
着

塩
溶

液

  
 は

海
水

と
等

し
い

N
a＋

/
M

g2
+
比

を
有

す
る

N
aC

l-
M

gC
l 2

  
  

 混
合

水
溶

液
で

あ
る

、

(2
)大

気
と

の
平

衡
状

態
に

お
け

る
こ

の
混

合
水

溶
液

の
塩

  
  
化

物
ｲ
ｵ

ﾝ
濃

度
は

環
境

の
相

対
湿

度
に

よ
り

定
ま

る
、

(3
)3

日
間

程
度

の
短

期
間

で
は

、
大

気
の

露
点

は
ほ

ぼ
一

  
 定

(±
5
K
)と

み
な

せ
る

、
(4

)海
浜

地
域

に
お

け
る

屋
外

大
気

腐
食

は
環

境
の

状
態

  
  
は

、
海

塩
付

着
量

、
露

点
、

材
料

温
度

の
日

変
化

に
よ

り
　

　
記

述
で

き
、

ま
た

、
こ

れ
ら

の
に

よ
り

再
現

で
き

る
、

な
ど

と
報

告
し

て
い

る
。

2
-
4
0

IS
O

1
6
5
3
9

規
格

の
た

め
該

当
な

し
─

─
─

─
─
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表
3
-
2
　

結
果

ま
と

め
(2

-
1
～

8
8
、

1
3
/
3
4
)

材
料

応
力

供
試

材
試

験
片

形
状

塩
分

濃
度

(a
s 

C
l)

付
着

方
法

温
度

/
湿

度
論

文
番

号
著

者
環

境
試

験
結

果

2
-
4
1

D
.d

e
 l
a 

F
u
e
n
te

e
t　

al
.

m
ild

 s
te

e
l

平
板

5
%
N

aC
l

①
sa

lt
　

fo
g

②
イ

ン
パ

ク
タ

試
験

③
滴

下
試

験

①
3
5
℃

②
1
0
～

8
0
℃

③
記

載
な

し

S
al

t 
fo

g 
c
ab

in
e
t 

c
o
n
ta

m
in

at
io

n
法

が
、

従
来

の
均

一
な

投
与

方
法

よ
り

、
大

気
暴

露
状

態
の

塩
化

物
の

分
布

状
態

を
よ

り
忠

実
に

再
現

で
き

て
い

る
。

S
al

t 
fo

gキ
ャ

ビ
ネ

ッ
ト

の
平

均
的

な
塩

化
物

イ
オ

ン
濃

度
レ

ベ
ル

は
鋼

上
の

コ
ン

タ
ミ

量
を

よ
く
制

御
で

き
る

た
め

、
野

外
活

動
に

て
鋼

と
コ

ー
テ

ィ
ン

グ
の

臨
界

濃
度

を
制

御
す

る
の

に
便

利
で

あ
る

。
　

極
微

量
ま

た
は

微
量

の
コ

ン
タ

ミ
の

再
現

に
は

い
わ

ゆ
る

イ
ン

パ
ク

タ
ー

試
験

や
滴

下
試

験
が

よ
く
適

合
す

る
。

イ
ン

パ
ク

タ
ー

試
験

の
塩

の
結

晶
は

5
0
n
m

～
2
μ

m
で

あ
り

、
滴

下
試

験
の

5
～

1
0
μ

m
よ

り
小

さ
い

。
こ

れ
ら

の
試

験
は

、
基

本
的

な
ラ

ボ
試

験
で

鋼
と

コ
ー

テ
ィ

ン
グ

の
界

面
を

液
滴

で
つ

な
げ

て
し

ま
う

よ
う

な
も

の
に

適
し

て
い

る
。

2
-
4
2

武
藤

泉
ら

①
大

気
暴

露
試

験
：
F
e
‐
1
1
C

r～
F
e
‐
2
5
C

r-
　

1
3
N

i‐
0
.8

M
o

の
1
0
鋼

種

②
海

水
C

C
T
試

験
：
F
e
 ‐

1
1
C

r
～

F
e
‐
2
5
C

r‐
1
3
N

i‐
0
.8

M
o
の

7
鋼

種

左
記

①
、

②
と

も
1
0
0
×

1
5
0
㎜

J
IS

 H
 0

5
2
1
の

ｶ
ﾞｰ

ｾ
ﾞ法

で
計

測
し

た
平

均
海

塩
粒

子
量

が
1
5
m

g・
m

-
2
・

da
y-

1

暴
露

試
験

片
を

南
向

き
に

配
置

し
、

3
0
°

の
勾

配
を

付
け

て
暴

露

1
9
7
8
年

～
1
9
8
8
年

に
か

け
て

兵
庫

県
赤

穂
市

の
海

岸
か

ら
1
5
0
ｍ

の
地

点
で

1
～

1
0
年

間
大

気
暴

露

海
浜

環
境

に
お

け
る

ｽ
ﾃ
ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
の

孔
食

進
展

挙
動

と
耐

穴
あ

き
性

評
価

方
法

を
検

討
し

た
結

果
、

海
浜

環
境

で
の

孔
食

進
展

則
は

、
lo

g D
1
=
0
.6

lo
gt

1
＋

a
 　

但
し

、
D

1
:最

大
孔

食
深

さ

(μ
m

)、
t 1

:暴
露

年
数

、
a

:定
数

（
a

=
2
.2

4
－

0
.0

5
6
Y

1
、
　

Y
1
＝

[C
r]

＋
2
[M

o
]で

あ
る

（
Y

1
は

、
耐

穴
あ

き
性

合
金

指
標

）
、

ま

た
、

海
浜

環
境

で
の

t年
後

の
最

大
孔

食
深

さ
は

、
lo

g D
=
0
.6

lo
gt

＋
1
.1

4
b 

　
但

し
、

定
数

b
は

、
工

海
水

C
C

T
試

験
で

の
最

大
孔

食
深

さ
(μ

m
)を

縦
軸

、
ｻ

ｲ
ｸ
ﾙ

数
を

横
軸

と
し

て
両

対
数

ﾌ
ﾟﾛ

ｯ
ﾄし

た
際

の
縦

軸
切

片
の

値
で

あ
る

と
し

て
い

る
。

2
-
4
3

腐
食

防
食

協
会

編
：

住
宅

の
腐

食
・
防

食
Ｑ

＆
Ａ

F
e
‐
1
1
C

r～
F
e
‐

2
5
C

r-
1
3
N

i‐
0
.8

M
o
の

1
0
鋼

種

￣
￣

￣

米
国

、
英

国
、

日
本

の
各

地
(工

業
、

準
工

業
、

重
工

業
、

臨
界

工
業

、
都

市
、

都
市

・
工

業
、

海
岸

、
海

上
、

田
園

地
域

で
且

つ
、

海
か

ら
の

距
離

を
2
5
m

～
4
km

ま
で

変
え

て
い

る
）

上
記

文
献

(2
-
4
2
)と

そ
の

著
者

ら
が

翌
年

(1
9
9
4
)に

発
表

し
た

文
献

（
腐

食
防

食
’
9
4
講

演
集

、
D

-
1
0
2
，

p.
3
5
3
-
3
5
6
，

腐
食

防
食

協
会

)及
び

米
国

、
英

国
、

日
本

の
各

地
で

の
5
～

1
8
年

間
の

大
気

暴
露

試
験

に
よ

っ
て

得
ら

れ
た

4
3
0
、

3
0
4
、

3
1
6
の

食
孔

深
さ

ﾃ
ﾞｰ

ﾀ
(ｽ

ﾃ
ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
便

覧
第

3
版

、
p.

3
0
8
(1

9
9
5
))
等

と
合

せ
て

、
各

種
ｽ

ﾃ
ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
の

各
地

に
お

け
る

大
気

暴
露

腐
食

試
験

に
よ

る
孔

食
深

さ
が

D
=
A

tn
(l
o
gD

1
=
0
.6

lo
gt

1
＋

a)
に

従
う

こ
と

を
紹

介
し

て
い

る
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表
3
-
2
　

結
果

ま
と

め
(2

-
1
～

8
8
、

1
4
/
3
4
)

材
料

応
力

供
試

材
試

験
片

形
状

塩
分

濃
度

(a
s 

C
l)

付
着

方
法

温
度

/
湿

度
論

文
番

号
著

者
環

境
試

験
結

果

2
-
4
4

腐
食

防
食

協
会

編

｢材
料

環
境

学
入

門
｣

S
U

S
4
1
0
S
、

4
3
0
、

4
3
4
、

3
0
4
、

3
1
6

￣
￣

我
が

国
に

お
け

る
ｽ

ﾃ
ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
の

最
長

2
6
年

間
に

わ
た

る
大

気
暴

露
腐

食
試

験
結

果
を

ま
と

め
て

お
り

、
1
0
年

間
暴

露
に

お
け

る
孔

食
深

さ
は

、
そ

の
進

行
は

暴
露

初
期

に
速

く
、

年
と

共
に

緩
慢

に
な

る
こ

と
、

そ
の

試
験

を
基

に
し

た
4
0
年

後
の

最
大

孔
食

深
さ

推
定

値
は

、
最

大
で

0
.3

m
m

位
下

で
あ

る
(ﾃ

ﾞｰ
ﾀ
か

ら
は

尼
崎

で
の

4
3
0
鋼

の
0
.2

0
5
m

m
、

3
0
4
鋼

は
、

徳
山

で
の

0
.1

2
9
m

m
と

な
っ

て
い

る
)と

紹
介

さ
れ

て
い

る
。

勝
浦

(海
岸

)、
尼

崎
(工

業
)、

東
京

(都
市

)、
広

(寒
冷

積
雪

)に
お

け
る

1
0
年

間
の

暴
露

試
験

に
よ

る
R

.N
.、

腐
食

量
及

び
最

大
孔

食
深

さ
の

経
時

変
化

及
び

そ
の

他
6
地

域
を

含
め

た
最

大
孔

食
深

さ
と

4
0
年

後
の

推
定

最
大

孔
食

深
さ

を
評

価
。
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表
3
-
2
　

結
果

ま
と

め
(2

-
1
～

8
8
、

1
5
/
3
4
)

材
料

応
力

供
試

材
試

験
片

形
状

塩
分

濃
度

(a
s 

C
l)

付
着

方
法

温
度

/
湿

度
論

文
番

号
著

者
環

境
試

験
結

果

2
-
4
5

C
.R

.s
o
u
th

w
e
ll

大
量

平
板

大
量

の
単

独
浸

漬
暴

露
大

量
の

ガ
ル

バ
ニ

ッ
ク

暴
露

、
自

然
浸

漬
南

国
の

湖
、

海
パ

ナ
マ

な
ど

暴
露

単
独

浸
漬

1
6
年

鉛
の

全
面

腐
食

度
（
最

大
局

部
浸

食
）
：
海

水
浸

漬
4
.9

m
ils

(4
8
)、

平
均

潮
位

浸
漬

2
.9

m
ils

(3
4
)、

湖
水

浸
漬

1
.1

m
ils

(2
8
)、

海
岸

暴
露

0
.7

9
m

ils
(<

5
)、

島
暴

露
0
.5

6
m

ils
(<

5
)

炭
素

鋼
の

全
面

腐
食

度
（
最

大
局

部
浸

食
）
：
海

水
浸

漬
6
2
.2

m
ils

(貫
通

)、
平

均
潮

位
浸

漬
4
6
.2

m
ils

(1
0
9
)、

湖
水

浸
漬

2
8
.7

m
ils

(9
4
)、

海
岸

暴
露

1
5
.8

1
m

ils
(1

2
3
)、

島
暴

露
1
1
.9

8
m

ils
(2

6
)

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

の
全

面
腐

食
度

（
最

大
局

部
浸

食
）
：
海

水
浸

漬
0
.8

m
ils

(貫
通

)、
平

均
潮

位
浸

漬
0
.1

m
ils

(3
6
)、

湖
水

浸
漬

0
.6

m
ils

(<
5
)、

海
岸

暴
露

0
.0

0
m

ils
(<

5
)、

島
暴

露
0
.0

0
m

ils
(<

5
)

ガ
ル

バ
ニ

ッ
ク

1
6
年

3
1
6
：
炭

素
鋼

：
2
×

9
：
9
×

9
ス

テ
ン

レ
ス

鋼
：
海

水
浸

漬
0
.1

m
ils

(消
失

)、
平

均
潮

位
0
.1

m
ils

(1
7
5
.4

)、
湖

水
浸

漬
0
.0

m
ils

(4
4
.4

)、
炭

素
鋼

：
4
9
.5

g/
m

2
(0

)、
4
3
.7

g/
m

2
(0

)、
3
2
.4

g/
m

2
(0

)
3
1
6
：
炭

素
鋼

：
9
×

9
：
2
×

9
ス

テ
ン

レ
ス

鋼
：
海

岸
暴

露
9
8
g/

m
2
、

島
暴

露
5
3
g/

m
2
、

炭
素

鋼
：
海

岸
暴

露
7
2
9
8
g/

m
2
、

島
暴

露
2
2
9
5
g/

m
2

BNM1232
タイプライターテキスト

BNM1232
タイプライターテキスト

BNM1232
タイプライターテキスト

BNM1232
タイプライターテキスト

BNM1232
タイプライターテキスト

BNM1232
タイプライターテキスト

BNM1232
タイプライターテキスト

BNM1232
タイプライターテキスト

BNM1232
タイプライターテキスト

BNM1232
タイプライターテキスト

BNM1232
タイプライターテキスト

BNM1232
タイプライターテキスト

BNM1232
タイプライターテキスト
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表
3
-
2
　

結
果

ま
と

め
(2

-
1
～

8
8
、

1
6
/
3
4
)

材
料

応
力

供
試

材
試

験
片

形
状

塩
分

濃
度

(a
s 

C
l)

付
着

方
法

温
度

/
湿

度
論

文
番

号
著

者
環

境
試

験
結

果

2
-
4
6

E
.A

.B
ak

e
r　

e
t　

al
.

長
期

暴
露

農
業

地
区

、
海

岸
ア

メ
リ

カ
6
か

所
暴

露

①
田

園
地

帯
ま

た
は

そ
れ

に
近

い
清

浄
な

環
境

で
は

、
自

　
 然

に
表

面
が

洗
浄

さ
れ

て
初

期
状

態
に

保
た

れ
る

。

②
工

業
地

帯
で

は
経

年
的

に
空

中
か

ら
塵

が
付

着
す

る
  
  
が

、
表

面
を

洗
浄

す
る

こ
と

で
ほ

ぼ
初

期
状

態
に

保
つ

こ
  
  
と

が
可

能
で

あ
る

。
オ

ー
ス

テ
ナ

イ
ト

系
で

は
エ

ッ
チ

ピ
ッ

  
  
ト

、
フ

ェ
ラ

イ
ト

、
マ

ル
テ

ン
サ

イ
ト

系
は

孔
食

と
エ

ッ
チ

ピ
ッ

  
  
ト

が
生

じ
る

可
能

性
が

あ
る

。

③
田

園
地

帯
ま

た
は

工
業

地
帯

で
は

、
材

料
の

組
成

や
表

  
  
面

仕
上

げ
な

ど
に

か
か

わ
ら

ず
、

２
６

年
見

た
目

に
は

ほ
  
  
と

ん
ど

腐
食

が
認

め
ら

れ
な

い
。

④
海

岸
か

ら
近

い
腐

食
性

の
高

い
地

域
で

は
、

ク
ロ

ム
、

  
  
ニ

ッ
ケ

ル
、

モ
リ

ブ
デ

ン
量

や
海

岸
か

ら
の

距
離

に
よ

っ
  
 て

腐
食

の
挙

動
が

支
配

さ
れ

る
。

さ
び

は
最

初
の

２
～

５
  
 年

で
落

ち
着

き
、

そ
の

後
は

若
干

サ
イ

ク
ル

す
る

。
表

面
  
 を

ス
ク

ラ
ブ

な
ど

で
取

り
除

く
か

硝
酸

で
洗

浄
す

る
と

表
面

  
 は

初
期

状
態

に
近

づ
く
が

、
若

干
変

化
し

て
い

る
。

暴
露

後
に

引
張

試
験

も
実

施
し

て
い

た
。
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表
3
-
2
　

結
果

ま
と

め
(2

-
1
～

8
8
、

1
7
/
3
4
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材
料

応
力

供
試

材
試

験
片

形
状

塩
分

濃
度

(a
s 

C
l)

付
着

方
法

温
度

/
湿

度
論

文
番

号
著

者
環

境
試

験
結

果

2
-
4
7

J
.R

.K
e
aｒ

n
s　

e
t　

al
.

平
板

長
期

暴
露

長
期

暴
露

ガ
ル

バ
ニ

ッ
ク

も
実

施
長

期
暴

露

・
大

気
中

の
腐

食
速

度
は

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

の
ク

ロ
ム

と
モ

リ
ブ

  
デ

ン
量

に
依

存
す

る
。

・
2
9
C

r-
4
M

o
、

2
0
C

r-
2
4
N

i-
6
M

o
の

よ
う

な
高

合
金

は
1
0

 年
の

海
岸

暴
露

で
も

腐
食

を
生

じ
な

い
。

・
鋭

敏
化

材
は

海
岸

暴
露

で
腐

食
を

加
速

さ
せ

る
。

・
ス

テ
ン

レ
ス

鋼
の

種
類

や
表

面
仕

上
げ

に
よ

り
、

光
沢

な
ど

  
が

変
化

す
る

。

・
ガ

ル
バ

ニ
ッ

ク
は

、
マ

グ
ネ

シ
ウ

ム
と

3
0
4
を

リ
ベ

ッ
ト

止
め

  
し

た
も

の
で

激
し

く
生

じ
た

。
そ

の
他

、
す

ず
、

マ
グ

ネ
シ

ウ
 ム

、
青

銅
、

銅
、

ア
ル

ミ
で

も
生

じ
た

。
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表
3
-
2
　

結
果

ま
と

め
(2

-
1
～

8
8
、

1
8
/
3
4
)

材
料

応
力

供
試

材
試

験
片

形
状

塩
分

濃
度

(a
s 

C
l)

付
着

方
法

温
度

/
湿

度
論

文
番

号
著

者
環

境
試

験
結

果

2
-
4
8

暴
露

T
yp

e
2
0
1
：
海

岸
か

ら
2
5
m

で
は

3
0
～

5
0
%
の

さ
び

に
覆

わ
れ

て
、

0
.0

1
㎜

深
さ

以
下

の
ピ

ッ
ト

も
発

生
し

て
い

た
。

溶
接

部
に

は
ピ

ッ
ト

が
た

く
さ

ん
認

め
ら

れ
た

。
2
5
0
m

で
は

2
%
～

2
0
%
の

さ
び

に
覆

わ
れ

て
、

0
.0

1
m

m
以

下
の

ピ
ッ

ト
も

発
生

。
溶

接
部

に
は

端
の

隙
間

部
に

ピ
ッ

ト
が

発
生

し
て

い
た

。
T
Y
P

E
2
0
2
：
海

岸
か

ら
2
5
m

で
は

4
0
～

6
0
%
の

さ
び

に
覆

わ
れ

て
、

0
.0

1
m

m
以

下
の

ピ
ッ

ト
も

発
生

。
溶

接
部

に
は

沢
山

の
ピ

ッ
ト

が
認

め
ら

れ
た

。
2
5
0
m

で
は

1
～

5
%
の

さ
び

に
覆

わ
れ

て
、

0
.0

1
m

m
深

さ
以

下
の

ピ
ッ

ト
が

発
生

し
て

い
た

。
溶

接
部

に
は

ピ
ッ

ト
も

認
め

ら
れ

た
が

限
定

的
で

あ
っ

た
。

1
6
-
1
6
-
1
：
2
5
m

で
は

4
0
～

6
5
%
の

さ
び

に
覆

わ
れ

て
、

0
.0

1
m

m
以

下
の

ピ
ッ

ト
が

発
生

し
て

い
た

。
溶

接
部

に
は

最
大

0
.2

2
m

m
深

さ
も

の
ピ

ッ
ト

が
発

生
し

て
い

た
。

2
5
0
m

で
は

6
～

1
0
%
の

さ
び

に
覆

わ
れ

て
、

0
.0

1
m

m
以

下
の

ピ
ッ

ト
が

発
生

し
て

い
た

。
溶

接
部

に
は

隙
間

に
最

大
0
.0

6
m

m
深

さ
の

ピ
ッ

ト
が

発
生

し
て

い
た

。
T
yp

e
3
0
1
：
海

岸
か

ら
2
5
m

で
は

3
0
～

6
0
％

の
さ

び
に

覆
わ

れ
て

、
0
.0

1
m

m
以

下
の

ピ
ッ

ト
が

認
め

ら
れ

た
。

溶
接

部
に

は
す

き
ま

部
の

最
大

0
.1

8
m

m
深

さ
の

ピ
ッ

ト
が

た
く
さ

ん
認

め
ら

れ
た

。
2
5
0
m

で
は

5
%

の
さ

び
に

覆
わ

れ
て

、
0
.0

1
m

m
以

下
の

ピ
ッ

ト
が

発
生

し
て

い
た

。
溶

接
部

に
は

0
.0

1
m

m
深

さ
の

非
常

に
少

量
の

ピ
ッ

ト
が

認
め

ら
れ

た
。

T
yp

e
3
0
2
：
海

岸
か

ら
2
5
m

で
は

3
0
～

6
0
%
の

さ
び

に
覆

わ
れ

て
、

0
.0

1
m

m
以

下
の

ピ
ッ

ト
が

認
め

ら
れ

た
。

溶
接

部
に

は
最

大
0
.2

m
m

深
さ

の
た

く
さ

ん
の

ピ
ッ

ト
が

あ
っ

た
。

2
5
0
m

で
は

、
1
～

3
%
の

さ
び

に
覆

わ
れ

て
、

0
.0

1
m

m
以

下
の

ピ
ッ

ト
が

あ
っ

た
。

溶
接

部
に

は
、

0
.0

1
m

m
の

非
常

に
少

量
の

ピ
ッ

ト
が

認
め

ら
れ

た
。

T
yp

e
3
0
4
：
海

岸
か

ら
2
5
m

で
は

2
0
%
さ

び
で

覆
わ

れ
て

0
.0

1
m

m
以

下
の

ピ
ッ

ト
が

あ
っ

た
。

3
0
4
L
も

お
な

じ
。

溶
接

部
は

最
大

0
.1

m
m

深
さ

の
ピ

ッ
ト

が
た

く
さ

ん
発

生
。

2
5
0
m

で
は

5
%
、

3
0
4
L
は

2
%
の

さ
び

で
覆

わ
れ

て
、

0
.0

1
の

ピ
ッ

ト
あ

り
。

ピ
ッ

ト
は

最
大

0
.0

6
m

m
の

も
の

が
隙

間
部

に
あ

っ
た

。
T
yp

e
3
1
6
：
冷

間
圧

延
材

は
2
0
%
、

2
B

材
は

5
%
の

さ
び

で
覆

わ
れ

た
。

0
.0

1
以

下
、

0
.0

1
m

m
の

ピ
ッ

ト
が

発
生

。
3
1
6
L
（
S
O

F
T
2
B

）
は

2
0
%
の

さ
び

、
0
.0

1
m

m
以

下
の

ピ
ッ

ト
。

溶
接

部
は

最
大

0
.1

4
m

m
の

大
量

の
ピ

ッ
ト

が
発

生
。

2
5
0
m

で
冷

間
圧

延
材

は
1
%
、

2
B

材
は

さ
び

は
無

か
っ

た
。

ピ
ッ

ト
は

0
.0

1
m

m
以

下
。

3
1
6
L
材

は
さ

び
も

ピ
ッ

ト
も

無
か

っ
た

。
溶

接
部

に
は

0
.0

1
m

m
深

さ
の

小
さ

い
ピ

ッ
ト

と
隙

間
腐

食
が

あ
っ

た
。

T
yp

e
3
2
1
、

3
4
7
：
明

瞭
な

腐
食

な
し

。
T
yp

e
4
1
0
、

4
3
0
：
発

錆
も

ピ
ッ

ト
も

多
数

発
生

。

暴
露

(ア
メ

リ
カ

9
か

所
)

2
6
年

間
E
.A

.B
ak

e
r

T
yp

e
2
0
1
、

1
6
-

1
6
-
1
、

3
0
1
、

3
0
2
、

3
0
4
、

3
0
4
L
、

3
1
6
、

3
1
6
L
、

3
2
1
、

3
4
7
、

4
1
0
、

4
3
0

平
板

ス
ポ

ッ
ト

溶
接

エ
リ

ク
ソ

ン
カ

ッ
プ

長
期

暴
露

2
6
年
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表
3
-
2
　

結
果

ま
と

め
(2

-
1
～

8
8
、

1
9
/
3
4
)

材
料

応
力

供
試

材
試

験
片

形
状

塩
分

濃
度

(a
s 

C
l)

付
着

方
法

温
度

/
湿

度
論

文
番

号
著

者
環

境
試

験
結

果

2
-
4
9

2
-
3
9
と

ダ
ブ

り
─

─
─

─
─

─

2
-
5
0

押
川

　
渡

ら
S
U

S
4
3
0
-
A

g
ｶ
ﾞﾙ

ﾊ
ﾞﾆ

ｯ
ｸ
ｶ
ｯ
ﾌ
ﾟ

ﾙ

6
4
×

6
4
㎜

の
市

販
S
U

S
4
3
0
鋼

を
基

板
と

し
、

基
板

と
の

絶
縁

を
保

つ
た

め
に

導
電

ﾍ
ﾟｰ

ｽ
ﾄ

(A
g)

を
絶

縁
層

(B
N

)の
上

に
積

層
印

刷
し

た
A

C
M

型
腐

食
ｾ

ﾝ
ｻ

C
l-
付

着
量

：
1
.2

5

×
1
0
g/

m
2

実
海

水
及

び
M

gC
l 2
溶

液
(2

0
μ

l)

を
ｾ

ﾝ
ｻ

表
面

に
滴

下
し

、
ｼ
ﾘ
ｶ
ｹ

ﾞﾙ
中

で
乾

燥
さ

せ
た

後
、

相
対

湿
度

を
変

化
さ

せ
る

。

R
H

3
0
～

9
0

S
U

S
4
3
0
-
A

g対
A

C
M

型
腐

食
ｾ

ﾝ
ｻ

を
用

い
て

、
塩

化
物

ｲ
ｵ

ﾝ
を

含
ん

だ
水

滴
下

で
の

ｽ
ﾃ
ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
の

腐
食

挙
動

、
特

に
進

展
過

程
に

つ
い

て
検

討
し

、
発

生
し

て
い

た
ピ

ッ
ト

の
進

行
が

、
一

度
停

止
す

る
と

、
発

生
で

き
る

条
件

下
に

お
い

て
も

再
進

展
す

る
こ

と
は

困
難

に
な

り
、

ま
た

、
孔

食
が

発
生

で
き

な
い

湿
度

に
お

い
て

も
、

進
展

で
き

る
可

能
性

が
あ

る
こ

と
を

示
し

た
。

2
-
5
1

武
藤

　
泉

ら
S
U

S
4
3
0
，

4
4
4
，

3
0
4
，

3
1
6

2
5
×

2
5
×

1
o
r2

m
m

(片
面

バ
フ

に
よ

る
鏡

面
仕

上
げ

）

0
.8

7
m

o
l/

kg
-
9
5
％

R
H

1
.9

6
m

o
l/

kg
-
8
5
％

R
H

2
.7

8
m

o
l/

kg
-
7
5
％

R
H

3
.5

3
m

o
l/

kg
-
6
5
％

R
H

4
.1

8
m

o
l/

kg
-
5
5
％

R
H

4
.9

0
m

o
l/

kg
-
4
5
％

R
H

5
.7

9
m

o
l/

kg
-
3
3
％

R
H

左
記

の
重

量
ﾓ

ﾙ
濃

度
に

な
る

よ
う

に
、

M
gC

l 2
水

溶
液

を
用

い
て

、
2
9
8
Ｋ

に
お

い
て

相
対

湿
度

が
3
3
～

9
5
％

の
水

蒸
気

と
試

験
中

の
水

が
平

衡
す

る
よ

う
に

、
予

備
試

験
の

結
果

に
基

づ
き

調
整

し
た

。

3
3
～

9
5
％

Ｒ
Ｈ

2
5
℃

ｽ
ﾃ
ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
表

面
に

M
gC

l 2
水

溶
液

の
液

滴
を

形
成

し
、

湿
潤

大

気
中

で
の

腐
食

を
模

擬
し

た
環

境
を

つ
く
り

、
そ

こ
で

の
孔

食
成

長
挙

動
を

解
析

し
た

結
果

、
液

滴
下

に
発

生
す

る
孔

食
の

深
さ

の
対

数
と

時
間

の
対

数
と

の
間

に
は

直
線

関
係

が
成

立
す

る
。

但
し

、
孔

食
深

さ
進

展
は

実
環

境
に

比
べ

て
格

段
に

速
く
、

実
環

境
で

の
ｽ

ﾃ
ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
の

耐
候

性
は

、
孔

食
成

長
速

度
の

大
小

よ
り

も
発

生
や

停
止

な
ど

に
支

配
さ

れ
て

い
る

も
の

と
考

え
ら

れ
る

こ
と

、
濃

厚
M

gC
l 2
水

溶
液

の
液

滴
下

で
の

ｽ
ﾃ
ﾝ
ﾚ

ｽ
鋼

の
孔

食
成

長
は

、
金

属
の

ｱ
ﾉｰ

ﾄﾞ
溶

解
反

応
律

速
で

あ
り

、
ま

た
、

孔
食

内
溶

解
電

流
が

従
来

言
わ

れ
て

い
る

孔
食

成

長
の

下
限

界
電

流
密

度
(1

m
A

/
c
m

2
)以

下
に

な
っ

て
も

成
長

し
続

け
る

こ
と

が
分

か
っ

た
な

ど
と

し
て

い
る

。
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表
3
-
2
　

結
果

ま
と

め
(2

-
1
～

8
8
、

2
0
/
3
4
)

材
料

応
力

供
試

材
試

験
片

形
状

塩
分

濃
度

(a
s 

C
l)

付
着

方
法

温
度

/
湿

度
論

文
番

号
著

者
環

境
試

験
結

果

2
-
5
2

押
川

　
渡

ら

P
R

E
値

1
6
.5

の
S
U

S
4
3
0
～

P
R

E
値

3
8
.6

の
U

-
2
0
（
2
7
C

r-
3
.5

M
o
)の

9
種

類
の

ｽ
ﾃ
ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
(表

面
仕

上
げ

は
何

れ
も

２
B

)

5
0
×

5
0
㎜

海
塩

：
1
3
.9

g/
m

2

N
aC

l：
1
2
.7

g/
m

2

M
gC

l 2
：
1
2
.7

g/
m

2

試
験

片
表

面
上

9
ヵ

所
に

各
種

塩
化

物
溶

液
を

5
μ

l滴
下

し
て

径
約

3
m

m
の

液
滴

し
ｼ
ﾘ
ｶ
ｹ

ﾞﾙ
入

り
ﾃ
ﾞｼ

ｹ
ｰ

ﾀ
(R

H
1
0
%

以
下

)
中

に
約

1
日

置
き

乾
燥

さ
せ

る
。

1
9
9
5
年

5
月

か
ら

1
9
9
5
年

4
月

ま
で

の
1
年

間
の

沖
縄

県
西

原
町

の
R

H
の

実
測

結
果

に
お

け
る

最
低

R
H

の
3
0
％

、
最

高
R

H
の

7
6
%
及

び
そ

れ
ら

の
中

間
の

5
0
％

と
し

た
。

1
)海

塩
ま

た
は

M
gC

l 2
付

着
の

場
合

、
S
U

S
4
3
0
は

　
 R

H
5
0
％

、
S
U

S
3
0
4
は

R
H

3
3
％

で
侵

食
を

受
け

易
い

。

2
)海

塩
付

着
で

は
S
U

S
4
3
0
・
S
U

S
3
0
4
鋼

と
も

R
H

7
5
％

で
  
 は

侵
食

さ
れ

な
か

っ
た

。

3
)N

aC
l付

着
で

は
S
U

S
4
3
0
・
S
U

S
3
0
4
鋼

と
も

R
H

3
3
、

5
0
、

  
 7

5
％

の
何

れ
の

相
対

湿
度

で
も

侵
食

さ
れ

な
か

っ
た

。

4
)R

H
3
3
％

で
の

海
塩

お
よ

び
M

gC
l 2
付

着
下

の
試

験
に

お

  
 い

て
、

耐
孔

食
性

指
標

([
％

C
r]

+
3
.3

[％
M

o
]+

1
6
[％

N
]）

  
 が

そ
れ

ぞ
れ

3
1
.9

お
よ

び
3
7
.5

以
上

の
ｽ

ﾃ
ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
で

侵
  
 食

が
認

め
ら

れ
な

か
っ

た
。

2
-
5
3

松
海

光
帆

子
ら

S
U

S
3
0
4

6
×

6
×

2
m

m
C

l-
濃

度
：
4
～

9
m

o
l/

l

ｱ
ｸ
ﾘ
ﾙ

製
ｾ

ﾙ
内

に
設

置
し

た
ｴ
ﾎ

ﾟｷ
ｼ

樹
脂

埋
め

込
み

試
料

に
4
～

9
M

に
調

整
し

た
M

gC
l 2
水

溶

液
の

液
膜

を
形

成
し

た
。

そ
の

際
、

液
膜

が
乾

燥
し

な
い

よ
う

に
、

液
膜

と
同

濃
度

の
M

gC
l 2
水

溶
液

を
セ

ル
室

の
底

部
に

導
入

し
て

い
る

。

・
温

度
：
3
0
0
K

・
湿

度
：
各

C
l-
濃

  
度

の
M

gC
l 2
水

  
溶

液
と

平
衡

す
  
る

R
H

(4
M

-
8
0
％

  
～

9
M

-
4
0
％

）

ｽ
ﾃ
ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
の

孔
食

特
性

に
及

ぼ
す

液
膜

中
の

塩
化

物
ｲ
ｵ

ﾝ
濃

度
及

び
液

膜
厚

さ
の

影
響

を
検

討
。

そ
の

結
果

、

(1
)孔

食
-
再

不
動

態
下

繰
返

し
ﾀ
ｲ
ﾌ
ﾟの

場
合

、
孔

食
→

不
  
  
動

態
へ

の
遷

移
は

液
膜

が
厚

い
ほ

ど
起

こ
り

易
く
、

逆
に

  
  
不

動
態

→
孔

食
へ

の
遷

移
は

液
膜

が
薄

い
ほ

ど
起

こ
り

  
  
難

い
こ

と
(2

)孔
食

成
長

タ
イ

プ
１

の
場

合
、

孔
食

発
生

時
間

は
液

膜
厚

  
  
さ

に
関

係
し

な
い

こ
と

、
ま

た
、

孔
食

発
生

時
間

の
逆

数
  
  
と

塩
化

物
イ

オ
ン

濃
度

の
関

係
か

ら
S
U

S
3
0
4
鋼

の
孔

食
  
  
発

生
の

臨
界

塩
化

物
濃

度
は

6
Ｍ

で
あ

る
こ

と
(3

)孔
食

成
長

時
の

腐
食

電
位

は
液

膜
の

厚
さ

と
関

係
が

あ
  
  
り

厚
さ

が
薄

い
ほ

ど
電

位
は

貴
に

な
る

こ
と

な
ど

が
分

か
っ

た
。

2
-
5
4

松
海

光
帆

子
ら

S
U

S
3
0
4

6
×

6
×

2
m

m
[C

l-
]3

M
～

6
.5

M
―

―

S
U

S
3
0
4
鋼

表
面

に
液

膜
を

形
成

さ
せ

、
そ

の
腐

食
電

位
を

測
定

し
、

そ
の

変
化

よ
り

孔
食

発
生

の
ﾓ

ﾆ
ﾀ
ﾘ
ﾝ
ｸ
ﾞを

、
ま

た
、

測
定

系
に

設
置

し
た

2
枚

の
P

t電
極

間
の

溶
液

抵
抗

（
R

s)
を

測
定

し
、

液
膜

厚
さ

お
よ

び
塩

化
物

ｲ
ｵ

ﾝ
濃

度
を

ﾓ
ﾆ
ﾀ
ﾘ
ﾝ
ｸ
ﾞす

る
こ

と
に

よ
っ

て
、

S
U

S
3
0
4
鋼

の
孔

食
発

生
水

溶
液

膜
で

の
孔

食
発

生
、

液
膜

厚
さ

及
び

臨
界

塩
化

物
ｲ
ｵ

ﾝ
濃

度
（
6
m

o
l/

l）
で

の
孔

食
発

生
誘

導
時

間
の

決
定

が
可

能
と

な
る

と
し

て
い

る
。
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表
3
-
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結
果

ま
と

め
(2

-
1
～

8
8
、

2
1
/
3
4
)

材
料

応
力

供
試

材
試

験
片

形
状

塩
分

濃
度

(a
s 

C
l)

付
着

方
法

温
度

/
湿

度
論

文
番

号
著

者
環

境
試

験
結

果

2
-
5
5

Y
. 
T
su

ts
u
m

i　
e
t

al
.

S
U

S
3
0
4

6
×

6
×

2
m

m
の

電
極

[C
l-
]3

M
～

飽
和

濃
度

(1
0
M

弱
）

ｽ
ﾃ
ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
電

極
表

面
に

4
種

厚
さ

の
1
M

 M
gC

l 2
溶

液
膜

を
形

成
さ

せ
た

後
、

3
0
0
K
の

ﾁ
ｬ
ﾝ
ﾊ

ﾞ内
で

種
々

速
度

で
乾

燥
さ

せ
、

そ
の

過
程

で
、

腐
食

電
位

を
測

定

3
0
0
K

塩
化

物
ｲ
ｵ

ﾝ
を

含
む

薄
い

液
膜

下
に

お
け

る
ty

pe
3
0
4
ｽ

ﾃ
ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
の

孔
食

発
生

挙
動

を
調

査
し

た
結

果
、

(1
)本

提
案

方
法

は
、

海
浜

大
気

腐
食

の
よ

う
な

塩
化

物
含

有
薄

液
膜

下
で

進
展

す
る

ｽ
ﾃ
ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
の

孔
食

の
評

価
に

適
用

で
き

る
、

（
2
）
乾

燥
速

度
が

5
.8

％
R

H
/
h
の

場
合

、
食

孔
が

進
展

す
る

と
き

の
最

少
塩

化
物

ｲ
ｵ

ﾝ
濃

度
は

5
.8

M
で

あ
る

、
（
3
）
前

処
理

と
し

て
3
‐
5
M

の
塩

化
物

ｲ
ｵ

ﾝ
濃

度
溶

液
に

浸
漬

す
る

と
、

海
浜

大
気

環
境

下
で

の
耐

孔
食

性
は

改
善

さ
れ

る
、

こ
と

な
ど

が
報

告
さ

れ
て

い
る

。

2
-
5
6

S
. 
H

as
tu

ty
　

e
t

al
.

T
yp

e
4
3
0

5
0
×

5
0
×

3
tm

m
#
1
0
0
0
S
iC

研
磨

仕
上

げ

(1
)M

gC
l 2
水

溶
液

:

  
 (
[M

gC
l 2
] ０

=
0
.5

,

  
  

 5
,5

0
m

M
)×

（
液

  
量

V
0
=
0
.5

,5
.0

,1
0
,

  
5
0
,1

0
0
,2

0
0

μ
ｌ）

(2
)人

工
海

水

1
)f
ir
st

 s
ta

ge
:鋼

表
面

に
溶

液
を

滴
下

後
、

9
5
％

R
H

に
1
5
h
保

持
2
)s

e
c
o
n
d 

st
ag

e
:

そ
の

後
,R

H
を

9
5
％

か
ら

8
5
,7

5
,6

5
％

に
減

少
さ

せ
、

各
条

件
下

で
の

孔
食

発
生

確
率

を
調

べ
る

。

3
0
0
K

海
浜

大
気

環
境

に
お

け
る

孔
食

発
生

に
対

す
る

臨
界

湿
度

及
び

発
銹

の
機

構
を

明
ら

か
に

す
る

目
的

で
、

M
gC

l 2
溶

液
の

液

滴
下

で
の

ty
pe

4
3
0
鋼

の
孔

食
を

調
査

し
た

結
果

、
(1

)t
yp

e
4
3
0
鋼

の
孔

食
に

対
す

る
臨

界
湿

度
は

～
8
0
％

R
H

  
 で

あ
り

、
そ

れ
は

塩
化

物
濃

度
4
M

に
相

当
す

る
。

海
浜

大
  
 気

中
に

お
け

る
孔

食
に

よ
る

発
銹

は
相

対
湿

度
8
0
％

以
  
 下

で
生

じ
る

(2
)液

滴
の

厚
さ

と
直

径
の

減
少

に
つ

れ
て

孔
食

の
発

生
確

  
  
率

は
減

少
す

る
が

、
そ

れ
は

有
効

な
ｶ
ｿ
ｰ

ﾄﾞ
領

域
が

減
少

  
  
す

る
た

め
で

あ
る

(3
）
塩

化
物

水
溶

液
の

液
滴

の
下

で
浅

い
食

孔
が

形
成

さ
  
  
 れ

る
が

、
そ

れ
は

食
孔

が
水

平
方

向
に

優
先

的
に

進
展

　
す

る
こ

と
を

示
し

て
い

る
こ

と
な

ど
が

分
か

っ
た

と
の

こ
と

。

2
-
5
7

S
.H

as
tu

ty
　

e
t　

al
.

T
yp

e
4
3
0

平
板

0
.5

、
5
、

5
0
m

M
M

gC
l2

液
滴

を
マ

イ
ク

ロ
ピ

ペ
ッ

ト
で

滴
下

0
.5

、
5
.0

、
1
0
、

5
0
、

1
0
0
、

2
0
0
μ

L

2
7
℃

/
9
5
%
R

H
か

ら
段

階
的

に
湿

度
を

下
げ

て
い

く
。

9
5
→

8
5
→

8
0
→

7
5
→

6
5
%
R

H
。

①
4
3
0
の

孔
食

臨
界

湿
度

は
8
0
%
以

下
で

4
M

の
臨

界
塩

化
  
 物

濃
度

と
対

応
す

る
。

海
岸

環
境

で
の

錆
に

起
因

す
る

孔
  
 食

も
R

H
8
0
%
以

下
で

生
じ

る
。

②
孔

食
の

見
込

み
と

孔
食

の
直

径
は

液
滴

の
直

径
と

厚
み

  
 が

減
る

と
、

減
少

す
る

。
こ

れ
は

有
効

な
カ

ソ
ー

ド
面

積
が

  
 減

少
す

る
ら

で
あ

る
。

③
浅

い
ピ

ッ
ト

が
塩

化
物

液
滴

下
で

形
成

さ
れ

る
と

、
優

先
  
  
的

に
横

方
向

の
ピ

ッ
ト

が
で

き
る

の
を

指
し

示
し

て
い

る
。
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表
3
-
2
　

結
果

ま
と

め
(2

-
1
～

8
8
、

2
2
/
3
4
)

材
料

応
力

供
試

材
試

験
片

形
状

塩
分

濃
度

(a
s 

C
l)

付
着

方
法

温
度

/
湿

度
論

文
番

号
著

者
環

境
試

験
結

果

2
-
5
8

G
.S

.F
ra

n
ke

l 
e
t 

al
.

ty
pe

3
0
4
、

3
0
4
L
ss

φ
1
m

m
ワ

イ
ヤ

平
板

A
：
0
.7

～
1
M

 N
aC

l
B

：
0
.5

M
 M

gC
l 2

滴
下

A
：
9
5
%
R

H
B

：
3
3
%
R

H

①
A

、
B

法
ど

ち
ら

も
測

定
可

能
で

あ
っ

た
。

②
水

膜
の

厚
み

に
よ

り
、

カ
ソ

ー
ド

反
応

の
酸

素
拡

散
限

界
  
 電

流
が

変
わ

る
。

③
水

膜
や

電
解

質
の

厚
み

に
よ

り
破

壊
電

位
は

変
わ

ら
な

  
  
い

。
し

か
し

、
ピ

ッ
ト

が
発

生
す

る
と

薄
い

膜
の

イ
オ

ン
強

　
 度

は
増

加
し

、
湿

潤
環

境
中

で
は

水
の

吸
着

が
増

加
す

  
  
る

。
④

時
間

の
経

過
と

共
に

水
膜

が
薄

く
な

る
。

塩
化

物
の

濃
縮

  
 が

臨
海

値
を

超
え

る
と

孔
食

が
始

ま
る

。

2
-
5
9

B
.M

ai
e
r 

e
t 

al
.

S
S
3
0
4

平
板

0
.4

4
 o

r 
2
.5

M
M

gC
l 2

比
較

と
し

て

2
.5

、
3
.0

、
3
.5

、
4
.0

、
4
.5

、
o
r4

.9
M

M
gC

l 2
浸

漬

滴
下

2
、

4
、

6
μ

L
3
4
to

～
1
0
0
%
R

H

ケ
ル

ビ
ン

プ
ロ

ー
ブ

①
ピ

ッ
ト

の
生

成
は

大
き

い
液

滴
よ

り
小

さ
い

液
滴

の
方

が
  
 早

い
。

②
初

期
の

塩
化

物
の

濃
縮

は
3
～

8
.4

M
の

間
で

あ
る

(初
期

  
  
が

0
.8

8
M

の
場

合
)。

③
低

塩
化

物
濃

度
で

の
孔

食
の

可
能

性
は

小
さ

い
液

滴
よ

  
  
り

大
き

い
液

滴
の

方
が

高
い

。
こ

れ
は

大
き

な
液

滴
ほ

ど
  
  
欠

陥
に

当
た

る
可

能
性

が
高

い
か

ら
で

あ
る

。
④

カ
ソ

ー
ド

電
流

は
時

間
と

共
に

減
少

し
た

。
⑤

ピ
ッ

ト
の

安
定

性
(i
d)

は
薄

い
溶

液
中

で
電

位
制

御
さ

れ
  
 た

電
位

？
よ

り
低

い
。

⑥
液

滴
下

の
ピ

ッ
ト

は
初

期
は

横
方

向
に

進
展

し
、

欠
陥

か
  
  
ら

遠
く
離

れ
て

い
た

。
ピ

ッ
ト

は
e
ar

-
sh

ap
e
の

孔
に

向
け

  
 て

限
ら

れ
た

範
囲

で
連

な
っ

て
い

た
。

2
-
6
0

Y
.W

an
g 

e
t 

al
.

3
0
4
ss

樹
脂

中
に

1
2
本

の
ワ

イ
ヤ

が
埋

め
込

ん
で

あ
る

1
M

 N
aC

l
マ

イ
ク

ロ
ピ

ペ
ッ

ト
で

滴
下

2
5
±

1
℃

/
9
6
%
R

H

・
ガ

ル
バ

ニ
ッ

ク
電

流
の

分
布

は
異

質
で

あ
る

。
ア

ノ
ー

ド
電

 流
の

ピ
ー

ク
は

ス
テ

ン
レ

ス
ワ

イ
ヤ

ビ
ー

ム
電

極
の

表
面

 に
現

れ
、

時
間

の
経

過
と

共
に

、
い

く
ら

か
の

ア
ノ

ー
ド

は
消

 失
し

、
残

っ
た

ア
ノ

ー
ド

部
の

腐
食

が
加

速
さ

れ
る

。

・
主

な
腐

食
サ

イ
ト

は
液

滴
の

端
面

で
あ

り
、

T
P

B
ゾ

ー
ン

  
(g

as
/
dr

o
pl

e
t/

m
e
ta

lの
界

面
)で

、
急

激
な

カ
ソ

ー
ド

反
応

  
が

生
じ

た
。
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表
3
-
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結
果

ま
と

め
(2

-
1
～

8
8
、

2
3
/
3
4
)

材
料

応
力

供
試

材
試

験
片

形
状

塩
分

濃
度

(a
s 

C
l)

付
着

方
法

温
度

/
湿

度
論

文
番

号
著

者
環

境
試

験
結

果

2
-
6
1

大
久

保
勝

夫
S
U

S
3
0
4
、

3
1
6
，

3
4
7

溶
接

、
ﾛ
ｰ

ﾙ
成

形
溶

接
、

曲
げ

加
工

後
溶

接
、

機
械

加
工

ま
ま

等
に

よ
る

引
張

残
留

応
力

や
熱

応
力

な
ど

S
C

C
発

生
近

傍
の

ｽ
ﾃ
ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
表

面
に

濃
縮

し
た

量
：

6
4
0
0
、

8
0
0
、

4
0
～

6
0
0
、

3
4
7
pp

m
な

ど

保
温

材
中

へ
の

雨
水

等
の

侵
入

に
よ

る
溶

出
C

l-
の

濃
縮

屋
内

、
屋

外
の

大
気

中

保
温

断
熱

材
に

よ
る

ｵ
ｰ

ｽ
ﾃ
ﾅ

ｲ
ﾄ系

ｽ
ﾃ
ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
の

応
力

腐
食

割
れ

(外
面

応
力

腐
食

割
れ

＝
E
xt

e
rn

al
 S

tr
e
ss

 C
o
rr

o
si

n
 C

ra
c
ki

n
g 

, 
E
S
C

C
)に

つ
い

て
の

解
説

。
断

熱
材

の
使

用
分

野
か

ら
見

た
S
C

C
問

題
に

つ
て

、
事

例
を

中
心

に
そ

の
特

徴
と

対
策

を
紹

介
し

て
お

り
、

保
温

材
下

や
当

て
板

部
な

ど
の

構
造

的
す

き
ま

部
、

温
度

と
し

て
は

1
0
0
℃

前
後

（
7
0
～

1
3
0
℃

）
、

塩
化

源
は

、
雨

水
に

よ
る

保
温

材
中

の
C

l-
溶

出
で

あ
り

、
乾

湿
繰

返
し

に
よ

る
濃

縮
な

ど
が

重
畳

し
て

生
じ

る
T
G

S
C

C
で

あ
る

。
環

境
側

、
材

料
側

か
ら

の
対

策
に

つ
い

て
も

言
及

し
て

い
る

。

2
-
6
2

中
村

寿
和

ら

厚
さ

4
㎜

の
市

販
の

板
材

で
、

S
U

S
3
0
4
：
1
2
,

2
5
,5

0
％

、
S
U

S
3
0
4
L
：
1
9
,

3
2
,5

5
％

の
冷

間
圧

延
後

、
5
0
0
～

6
5
0
℃

×
3
h
、

非
冷

間
圧

延
材

は
5
0
0
～

8
0
0
℃

×
0
.1

～
1
0
h
の

鋭
敏

化
熱

処
理

を
施

し
た

。

左
記

の
処

理
材

か
ら

7
5
×

1
0
×

2
tm

m
の

短
冊

状
試

験
片

を
採

取
し

、
半

径
6
㎜

の
U

曲
げ

及
び

二
重

U
曲

げ
と

し
、

後
者

は
隙

間
部

に
石

英
ｳ

ｰ
ﾙ

を
詰

め
た

も
の

。

噴
霧

溶
液

：
1
％

N
aC

l及
び

1
%
N

aC
l

＋
0
.5

%
H

2
O

2

水
溶

液

3
5
℃

の
1
％

N
aC

l
及

び
1
％

N
aC

l＋
0
.5

％
H

2
O

2

水
溶

液
を

3
h
噴

霧
し

、
7
5
℃

×
7
h
乾

燥

海
岸

近
く
で

の
大

気
の

腐
食

環
境

を
想

定
し

て
、

塩
水

噴
霧

：
3
5
℃

×
3
h

→
乾

燥
：
7
5
℃

×
7
h
/
c
yc

le
の

5
0
0
h

試
験

を
実

施
。

海
塩

粒
子

を
含

む
大

気
に

よ
る

IG
S
C

C
の

評
価

試
験

方
法

の
検

討
と

共
に

、
S
U

S
3
0
4
及

び
S
U

S
3
0
4
L
の

IG
S
C

C
感

受
性

に
及

ぼ
す

冷
間

加
工

及
び

粒
界

鋭
敏

化
の

影
響

を
調

べ
た

結
果

、
(1

)乾
湿

繰
返

し
の

改
良

型
塩

水
噴

霧
装

置
に

よ
る

S
C

C
試

  
  
験

は
、

実
ﾌ
ﾟﾗ

ﾝ
ﾄで

発
生

し
た

海
塩

粒
子

を
含

む
大

気
中

  
  
で

の
IG

S
C

C
を

良
く
再

現
し

て
い

た
(2

)S
U

S
3
0
4
は

鋭
敏

化
処

理
前

の
冷

間
加

工
に

よ
っ

て
  
  
IG

S
C

C
感

受
性

が
著

し
く
増

大
す

る
が

、
5
0
％

の
強

加
工

  
 で

は
鋭

敏
化

が
抑

制
さ

れ
IG

S
C

C
感

受
性

が
生

じ
な

く
  
  
な

っ
た

(3
)S

U
S
3
0
4
L
は

3
0
4
に

比
べ

て
IG

S
C

C
感

受
性

が
極

端
に

  
  
低

か
っ

た
等

と
の

こ
と

。

2
-
6
3

梅
村

文
夫

ら
S
U

S
3
0
4

・
U

字
曲

げ
試

験
片

：
3
tm

m
　

の
冷

延
材

を
鋭

敏
化

熱
　

処
理

6
5
0
℃

×
2
h
＆

5
h
。

・
定

荷
重

試
験

片
：
1
0
φ

　
m

m
丸

棒
を

鋭
敏

化
熱

処
　

理
6
5
0
℃

×
5
h
。

・
大

気
暴

露
・
実

験
室

：
N

aC
l、

M
gC

l 2
　

及
び

食
用

天
然

塩
の

飽
　

和
溶

液

・
暴

露
試

験
：
(1

)雨
ざ

ら
し

、
　

(2
)透

明
ｱ

ｸ
ﾘ
ﾙ

板
の

覆
の

下
,

  
(3

)鉄
板

の
覆

の
下

・
大

気
暴

露
：
呉

市
の

海
辺

・
実

験
室

的
試

験
：

(1
)単

純
浸

漬
：

1
0
&
3
0
℃

　
(2

)乾
湿

繰
返

し
：

1
0
、

2
0
、

　
　

　
3
0
、

4
0
 &

5
0
℃

／
2
0

　
　

　
7
0
％

R
H

海
岸

近
く
の

環
境

下
で

ｽ
ﾃ
ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
の

大
気

中
S
C

C
長

期
暴

露
試

験
を

行
う

と
共

に
、

大
気

中
S
C

C
を

模
擬

し
た

乾
湿

繰
返

し
試

験
や

定
荷

重
試

験
で

、
IG

S
C

C
が

発
生

す
る

各
種

条
件

を
検

討
し

、
(1

)S
C

C
を

発
生

す
る

条
件

と
し

て
雨

ざ
ら

し
よ

り
、

直
接

雨
が

  
  
当

た
ら

な
い

条
件

の
方

が
厳

し
い

こ
と

が
確

認
さ

れ
た

(2
)そ

の
よ

う
な

環
境

下
で

割
れ

が
発

生
す

る
材

料
の

鋭
敏

  
  
化

度
は

再
活

性
化

率
≧

5
％

で
あ

る
(3

)大
気

中
で

の
S
C

C
に

は
塩

の
乾

燥
の

程
度

を
支

配
す

る
  
  
条

件
(温

度
、

湿
度

、
塩

の
吸

湿
性

等
)が

重
要

(4
)海

塩
粒

子
中

に
は

若
干

の
M

gC
l2
が

含
ま

れ
る

た
め

割
  
  
れ

易
い

、
な

ど
と

の
こ

と
。
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結
果
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め
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8
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s 

C
l)

付
着

方
法
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/
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度
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番

号
著

者
環

境
試

験
結

果

2
-
6
4

川
本

輝
明

3
0
4
,3

0
4
L
,3

1
6
,3

1
6
L
,3

1
0
S
,

3
2
1
,S

C
S
1
4
,

H
K
4
0
,S

S
4
1
の

事
例

が
あ

る
が

3
0
4
の

事
例

が
圧

倒
的

に
多

い
。

―

損
傷

部
近

傍
の

表
面

に

付
着

し
た

C
l-
量

：
1
0
0
～

数
1
0
,0

0
0
pp

m

―
―

化
学

工
学

協
会

が
実

施
し

た
ｵ

ｰ
ｽ

ﾃ
ﾅ

ｲ
ﾄ系

ｽ
ﾃ
ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
の

E
S
C

C
に

関
す

る
態

調
査

(1
1
0
件

の
ｱ

ﾝ
ｹ

ｰ
ﾄ調

査
)結

果
で

あ
り

、
保

温
材

の
有

無
に

分
類

し
て

、
E
S
C

C
の

発
生

位
置

、
使

用
材

料
、

ﾌ
ﾟﾛ

ｾ
ｽ

流
体

温
度

､使
用

年
数

､割
れ

形
態

と
金

属

組
織

、
同

温
度

、
保

温
材

及
び

保
温

材
カ

バ
ー

の
種

類
、

C
l-

の
影

響
、

孔
食

及
び

発
錆

の
有

無
毎

に
E
S
C

C
発

生
傾

向
を

解
析

し
て

い
る

。

2
-
6
5

笠
原

晃
明

ら

S
U

S
3
0
4
(5

tm
m

の
冷

間
圧

延
材

)に
、

6
5
0
℃

×
2
4
h
の

鋭
敏

化
熱

処
理

を
施

し
た

後
、

7
5
×

1
0
×

2
tm

m
、

半
径

8
m

m
の

U
曲

げ
試

験
片

を
採

取
し

た
。

試
片

曲
げ

部
表

面
に

,処
理

無
し

を
含

め
、

ｻ
ﾝ
ﾄﾞ

ﾌ
ﾞ

ﾗ
ｽ

ﾄ等
6
種

類
の

表
面

処
理

を
実

施
。

処
理

表
層

の
応

力
:ｼ

ｮｯ
ﾄﾌ

ﾞ
ﾗ
ｽ

ﾄ3
種

：

-
5
0
kg

/
m

m
2
,

そ
の

他
の

3
種

：

＋
5
3
kg

/
m

m
2
.

人
工

海
水

5
0
℃

の
人

工
海

水
を

1
0
0
日

間
連

続
噴

霧
―

海
岸

で
使

用
さ

れ
る

ｵ
ｰ

ｽ
ﾃ
ﾅ

ｲ
ﾄ系

ｽ
ﾃ
ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
の

海
塩

粒
子

に
よ

る
S
C

C
を

阻
止

す
る

方
法

と
し

て
、

ｱ
ﾙ

ﾐﾎ
ｲ
ﾙ

で
ﾗ
ｯ
ﾋ
ﾟﾝ

ｸ
ﾞす

る
方

法
が

有
望

で
あ

る
こ

と
を

実
験

室
的

に
確

認
し

た
と

の
こ

と
で

あ
る

。

2
-
6
6

中
原

正
大

ら

使
用

開
始

後
1
0

年
目

に
貫

通
欠

陥
の

発
生

が
認

め
ら

れ
た

高
温

(最
高

4
0
0
℃

、
常

用
3
8
0
℃

）
の

気
体

を
取

り
扱

う
S
U

S
3
0
4
製

容
器

。

使
用

さ
れ

た
約

半
分

の
期

間
は

常
温

に
放

置
。

積
算

さ
れ

た
高

温
使

用
時

間
は

5
4
,0

0
0
時

間
。

損
傷

は
主

に
上

部
鏡

板
の

周
溶

接
線

近
傍

に
存

在
。

本
装

置
は

ｹ
ｲ
酸

ｶ
ﾙ

ｼ
ｳ

ﾑ
保

温
材

が
施

工
さ

れ
て

お
り

(損
傷

発
生

時
の

C
l-
濃

度
分

析
値

は
2
0
0
pp

m
以

下
),
屋

外
に

設
置

の
た

め
雨

水
に

濡
れ

る
状

態
。

―
―

3
8
0
℃

程
で

使
用

し
た

S
U

S
3
0
4
容

器
の

損
傷

は
、

(1
)装

置
の

使
用

中
に

進
行

し
た

鋭
敏

化
(R

a値
≧

1
0
％

)に
　

 起
因

す
る

外
表

面
か

ら
の

粒
界

型
の

S
C

C
で

あ
り

、
装

置
  
 の

休
止

中
に

発
生

し
た

(2
)同

装
置

が
3
8
0
℃

と
比

較
的

低
温

で
鋭

敏
化

し
た

過
程

　
　

は
、

溶
接

熱
影

響
に

よ
る

軽
度

の
鋭

敏
化

が
使

用
温

度
　

　
に

お
い

て
低

温
鋭

敏
化

に
よ

り
進

行
し

た
(3

)E
P

R
試

験
法

を
用

い
て

鋭
敏

化
度

を
評

価
す

る
場

合
、

　
 塑

性
加

工
を

受
け

た
部

位
等

に
お

い
て

結
晶

粒
内

の
溶

  
 解

が
生

じ
、

再
活

性
化

率
が

真
の

粒
界

鋭
敏

化
度

を
示

  
 さ

な
い

場
合

が
あ

る
た

め
、

試
験

後
の

試
料

表
面

状
態

  
 を

合
せ

た
評

価
が

必
要

と
の

こ
と

。
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表
3
-
2
　

結
果

ま
と

め
(2

-
1
～

8
8
、

2
5
/
3
4
)

材
料

応
力

供
試

材
試

験
片

形
状

塩
分

濃
度

(a
s 

C
l)

付
着

方
法

温
度

/
湿

度
論

文
番

号
著

者
環

境
試

験
結

果

2
-
6
7

腐
食

･防
食

ﾊ
ﾝ
ﾄﾞ

ﾌ
ﾞｯ

ｸ

腐
食

防
食

協
会

編

ｽ
ﾃ
ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
溶

接
残

留
応

力
海

塩
粒

子
―

―

湿
潤

大
気

応
力

腐
食

割
れ

(A
S
C

C
：
at

m
o
sp

h
e
rr

ic
 s

tr
e
ss

₋
c
o
rｒ

o
si

o
n
 c

ra
c
ki

n
g)

の
概

説
。

　
海

岸
付

近
の

屋
外

環
境

に
設

置
さ

れ
た

ｽ
ﾃ
ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
製

配
管

や
塔

槽
類

が
常

温
の

湿
潤

大
気

側
か

ら
生

じ
る

応
力

腐
食

割
れ

で
あ

り
、

主
に

、
結

露
に

よ
る

水
膜

形
成

と
乾

燥
と

の
交

番
条

件
、

材
料

の
溶

接
に

よ
る

鋭
敏

化
及

び
引

張
残

留
応

力
の

3
因

子
が

重
畳

し
た

場
合

に
発

生
す

る
と

説
明

し
て

い
る

。

2
-
6
8

M
.T

ak
e
m

o
to

 e
t 

al
.

A
IS

I 
3
0
4
ss

C
-
ri
n
g

溶
接

管
1
0
0
pp

m
～

1
0
0
0
0
pp

m
浸

漬
5
0
～

1
0
5
℃

①
E
S
S
C

に
最

も
有

害
な

イ
オ

ン
は

C
l-
と

F
-
で

あ
り

、
初

期
に

　
存

在
す

る
イ

オ
ン

や
大

気
中

、
保

温
材

や
反

応
に

よ
り

出
　

て
く
る

も
の

が
あ

り
、

臨
界

濃
度

は
非

常
に

低
い

。

②
表

面
温

度
が

1
0
5
℃

以
下

で
E
S
S
C

は
生

じ
、

C
l-
、

F
-
、

　
 S

xO
yの

量
に

も
依

存
す

る
。

C
l-
イ

オ
ン

は
高

温
程

攻
撃

  
 的

で
、

F
-
イ

オ
ン

は
8
0
℃

以
下

で
鋭

敏
化

材
に

攻
撃

的
  
 に

な
る

。
③

E
S
S
C

は
防

止
で

き
る

が
稼

働
中

の
プ

ラ
ン

ト
で

は
現

状
  
 を

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

す
る

必
要

が
あ

る
。

2
-
6
9

K
.L

.M
o
n
e
y　

e
t　

al
.

A
IS

I2
0
1
、

3
0
1
、

3
0
2
、

3
0
4
、

3
0
4
L
、

3
0
9
、

3
1
0
、

3
1
6
、

in
c
o
n
e
l6

0
0
、

in
c
o
lo

y8
0
0
、

8
2
5
、

c
ar

pe
n
te

r2
0
C

b
-
3

U
曲

げ
、

3
点

曲
げ

、
片

持
ち

梁
曲

げ

海
岸

か
ら

2
5
m

ま
た

は
2
5
0
m

大
気

暴
露

大
気

暴
露

①
溶

体
化

処
理

材
、

冷
間

加
工

材
は

海
岸

環
境

で
は

S
C

C
  
  
を

生
じ

な
か

っ
た

(5
年

)。
②

溶
接

材
と

鋭
敏

化
熱

処
理

材
は

鋭
敏

化
熱

処
理

材
の

  
 方

が
割

れ
に

対
し

て
感

受
性

が
高

く
、

鋭
敏

化
熱

処
理

  
 は

フ
ィ

ー
ル

ド
テ

ス
ト

を
模

擬
で

き
て

い
な

い
。

③
高

合
金

は
耐

S
C

C
性

が
高

い
。

④
鋭

敏
化

材
の

耐
S
C

C
性

は
C

含
有

量
と

反
比

例
す

る
。

  
 こ

れ
は

鋭
敏

材
が

臨
界

C
量

以
下

で
は

S
C

C
を

生
じ

な
い

  
 可

能
性

を
示

し
て

い
る

。
⑤

溶
体

化
処

理
材

は
塑

性
変

形
の

5
0
%
、

耐
力

を
超

え
る

  
  
曲

げ
応

力
が

加
わ

ろ
う

と
も

S
C

C
が

発
生

し
な

い
。

⑥
本

報
で

実
施

し
た

厳
し

い
海

岸
環

境
3
か

所
で

は
、

場
所

  
  
に

よ
る

S
C

C
感

受
性

の
違

い
は

認
め

ら
れ

な
か

っ
た

。
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表
3
-
2
　

結
果

ま
と

め
(2

-
1
～

8
8
、

2
6
/
3
4
)

材
料

応
力

供
試

材
試

験
片

形
状

塩
分

濃
度

(a
s 

C
l)

付
着

方
法

温
度

/
湿

度
論

文
番

号
著

者
環

境
試

験
結

果

2
-
7
0

R
.M

.K
ai

n
T
yp

e
3
0
3
、

3
1
6

植
込

み
ボ

ル
ト

6
.5

by
1
.1

c
m

暴
露

2
5
0
m

-
K
u
re

be
ac

h
暴

露
1
9
5
0
 年

か
ら

開
始

さ
れ

た
暴

露
試

験
結

果
、

3
0
3
は

締
付

ト
ル

ク
1
0
8
-
1
2
2
N

・
m

、
3
1
6
は

9
8
-
1
0
2
N

・
m

で
割

れ
が

生
じ

た
。

2
-
7
1

R
.M

.K
ai

n
T
Y
P

E
3
0
2
と

3
0
3

の
間

の
組

成
実

機
の

コ
ネ

ク
タ

海
水

内
面

に
流

れ
て

い
る

外
気

温
快

削
鋼

な
ど

の
M

o
を

含
ま

ず
、

M
n
S
が

多
量

に
含

ま
れ

る
ス

テ
ン

レ
ス

鋼
の

S
C

C
発

生
下

限
温

度
は

5
0
℃

よ
り

低
い

。

2
-
7
2

B
. 
K
. 
S
h
ah

　
e
t　

al
.

①
ty

pe
3
0
4
L

②
ty

pe
3
0
4

①
実

機
P

H
W

R
②

配
管

を
周

方
  
 向

に
溶

接
し

  
 た

も
の

③
実

機

①
不

明
②

不
明

③
不

明

①
実

機
、

海
岸

環
  
 境

②
実

機
環

境
③

海
岸

環
境

①
不

明
②

不
明

③
不

明

①
粒

内
S
C

C
が

生
じ

た
。

②
粒

界
S
C

C
が

生
じ

た
。

②
粒

内
S
C

C
が

生
じ

た
。

2
-
7
3
　

B
.G

n
an

am
o
o
rt

h
y 
　

　
e
t 
　
al
.

ty
pe

3
0
4
、

3
0
4
L

φ
4
m

m
ヒ

ー
タ

、
φ

1
0
in

配
管

な
ど

実
機

環
境

不
明

実
機

環
境

不
明

実
機

環
境

不
明

高
温

、
湿

潤
、

海
岸

環
境

で
表

面
に

鉄
イ

オ
ン

が
存

在
す

る
と

T
G

S
C

C
の

起
点

と
な

る
。

そ
の

範
囲

は
2
5
～

3
2
℃

、
7
0
～

8
0
%
R

H
、

8
～

4
5
%
N

aC
lm

g/
m

2
/
da

y。

2
-
7
4

J
.E

.T
ru

m
an

　
e
t　

al
3
0
2
S
2
5

tu
be

残
留

応
力

・
は

ん
だ

の
フ

ラ
ッ

　
ク

ス
A

～
E
(塩

化
  
亜

鉛
を

含
む

)

・
塩

化
物

7
種

類
：

　
N

aC
l、

C
aC

l 2
、

M
gC

l 2
、

C
u
C

l 2
、

S
n
C

l 2
、

N
iC

l 2

記
載

な
し

外
気

温
、

4
0
、

5
0
、

6
0
、

7
0
、

8
0
℃

①
外

気
温

～
6
0
℃

：
fl
ax

で
は

1
日

後
に

錆
の

シ
ミ

が
発

生
。

②
7
0
℃

：
リ

キ
ッ

ド
fl
ax

は
急

に
シ

ミ
が

で
き

た
が

、
ペ

ー
ス

ト
　

 は
5
0
0
～

1
2
0
0
時

間
後

に
シ

ミ
が

で
き

た
。

③
8
0
℃

：
す

べ
て

の
fl
ax

で
長

期
間

試
験

5
0
0
～

1
2
0
0
h
後

　
 に

シ
ミ

が
認

め
ら

れ
た

。
④

塩
化

物
に

つ
い

て
、

塩
化

カ
ル

シ
ウ

ム
、

塩
化

マ
グ

ネ
シ

  
  
ウ

ム
、

塩
化

亜
鉛

以
外

の
塩

化
物

は
全

温
度

で
す

ぐ
に

  
 表

面
が

乾
燥

し
た

。
上

述
の

3
種

類
は

5
0
℃

以
上

で
乾

燥
  
  
し

た
。

④
外

気
温

中
で

は
全

温
度

で
シ

ミ
が

あ
り

、
上

述
の

3
種

類
　

 は
4
0
℃

、
塩

化
カ

ル
シ

ウ
ム

、
マ

グ
ネ

シ
ウ

ム
は

5
0
℃

  
 で

も
シ

ミ
が

あ
っ

た
。

⑤
S
C

C
は

fl
ax

A
～

D
で

は
4
0
℃

～
8
0
℃

の
範

囲
で

生
じ

、
　

 塩
化

物
で

は
塩

化
銅

(6
0
℃

)、
塩

化
亜

鉛
(4

0
～

6
0
℃

、
  
 8

0
℃

)に
て

生
じ

た
。
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表
3
-
2
　

結
果

ま
と

め
(2

-
1
～

8
8
、

2
7
/
3
4
)

材
料

応
力

供
試

材
試

験
片

形
状

塩
分

濃
度

(a
s 

C
l)

付
着

方
法

温
度

/
湿

度
論

文
番

号
著

者
環

境
試

験
結

果

2
-
7
5

R
.S

m
ar

t
ス

テ
ン

レ
ス

鋼
全

般
に

つ
い

て

U
曲

げ
パ

イ
プ

の
残

留
応

力
な

ど

記
載

な
し

記
載

な
し

─

レ
ビ

ュ
ー

①
大

気
中

で
広

く
建

築
用

に
使

用
さ

れ
て

い
る

オ
ー

ス
テ

ナ
  
 イ

ト
ス

テ
ン

レ
ス

鋼
は

S
C

C
を

生
じ

な
い

。
た

だ
し

、
鋭

敏
化

  
 や

埋
め

込
ま

れ
た

イ
オ

ン
に

よ
り

5
0
-
6
0
℃

よ
り

低
い

温
　

度
に

て
S
C

C
が

生
じ

る
こ

と
も

あ
る

。
②

A
S
C

C
の

発
生

は
相

対
湿

度
が

臨
界

レ
ン

ジ
に

な
る

か
、

  
 付

着
塩

化
物

の
組

成
(M

gC
l 2
、

C
aC

l 2
、

Z
n
C

l 2
な

ど
)な

ど

  
 に

依
存

す
る

。
臨

界
湿

度
は

高
温

で
は

広
い

範
囲

と
な

  
 る

。
こ

れ
は

A
S
C

C
の

臨
界

温
度

の
説

明
と

し
て

引
用

さ
  
 れ

る
。

③
オ

ー
ス

テ
ナ

イ
ト

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

が
A

S
C

C
を

生
じ

る
要

因
  
 は

鋭
敏

化
、

冷
間

加
工

、
高

S
、

す
き

ま
や

埋
め

込
ま

れ
た

  
 イ

オ
ン

な
ど

様
々

で
あ

る
が

そ
れ

ら
は

必
須

条
件

で
は

な
　

 い
。

④
保

管
、

処
分

後
の

キ
ャ

ニ
ス

タ
ー

の
劣

化
に

対
し

て
は

、
　

 た
く
さ

ん
の

対
抗

策
が

と
ら

れ
て

い
る

。

2
-
7
6

庄
司

三
郎

ら
S
U

S
3
0
4
,S

U
S
3

1
6
L

U
ﾍ

ﾞﾝ
ﾄﾞ

(8
R

)試
験

片

人
工

海
水

N
aC

l
M

gC
l 2

C
aC

l 2
Z
n
C

l 2

U
ﾍ

ﾞﾝ
ﾄﾞ

試
験

片
の

登
頂

部
1
2
ヶ

所
に

,
0
.5

規
定

の
各

塩
化

物
水

溶
液

5
μ

ｌを
滴

下
し

、
自

然
乾

燥
さ

せ
た

も
の

を
高

温
高

湿
槽

に
設

置

5
0
＆

7
0
℃

／
5
‐

9
0
％

R
H

海
塩

粒
子

等
の

塩
化

物
存

在
下

で
の

ｽ
ﾃ
ﾝ
ﾚ
ｽ

鋼
の

大
気

腐
食

割
れ

に
対

す
る

湿
度

の
影

響
を

実
験

室
的

に
調

べ
た

。
(1

)塩
化

物
の

種
類

に
よ

り
、

そ
れ

ぞ
れ

固
有

の
湿

度
で

最
　

  
も

割
れ

易
く
(R

H
m

ax
)、

こ
れ

よ
り

高
湿

度
で

は
割

れ
難

  
  
く
な

る
。

こ
れ

は
塩

化
物

の
吸

湿
性

に
基

づ
く
液

膜
の

  
 塩

化
物

濃
度

の
差

に
よ

り
生

じ
る

も
の

で
、

R
H

m
ax

付
近

  
 で

は
飽

和
溶

液
或

い
は

飽
和

溶
液

と
結

晶
の

混
合

溶
液

  
 が

形
成

さ
れ

、
高

湿
度

で
は

濃
度

の
低

い
液

膜
が

形
成

  
 さ

れ
る

(2
)海

水
の

割
れ

発
生

作
用

は
M

gC
l2
に

支
配

さ
れ

、
  
  
R

H
m

ax
は

3
0
％

付
近

、
海

水
存

在
下

の
防

食
湿

度
は

  
  
2
0
％

R
H

付
近

で
あ

る
と

の
こ

と
。
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果

2
-
7
7

庄
司

三
郎

ら
S
U

S
3
0
4
、

3
1
6
L

U
曲

げ
1
3
μ

g/
m

m
2

5
μ

lを
滴

下
室

温
/
飽

和

①
大

気
S
C

C
に

は
湿

度
が

大
き

な
影

響
を

及
ぼ

し
、

塩
化

  
 物

固
有

の
湿

度
で

最
も

割
れ

や
す

い
こ

と
、

海
水

の
割

れ
  
 発

生
作

用
は

M
gC

l2
に

支
配

さ
れ

る
こ

と
が

室
温

で
も

証
　

 明
さ

れ
た

。
た

だ
し

、
室

温
で

は
塩

化
物

の
飽

和
溶

液
平

  
 衡

湿
度

付
近

で
の

み
割

れ
が

発
生

す
る

。
②

室
温

で
は

N
aC

l中
で

は
割

れ
な

い
が

、
M

gC
l2
中

で
は

  
  
3
0
～

4
0
%
R

H
で

割
れ

が
発

生
す

る
。

③
割

れ
の

定
常

的
進

展
速

度
は

、
塩

化
物

の
飽

和
溶

液
  
 平

衡
湿

度
に

対
応

す
る

湿
度

で
大

き
く
、

高
湿

度
で

は
  
 小

さ
い

。
④

最
も

割
れ

易
い

濃
度

あ
る

い
は

、
こ

れ
に

近
い

濃
度

の
  
 液

膜
が

形
成

さ
れ

る
湿

度
に

お
け

る
割

れ
発

生
作

用
強

  
 さ

は
、

塩
化

物
の

種
類

で
異

な
る

。
概

し
て

飽
和

濃
度

の
  
 高

い
塩

化
物

ほ
ど

割
れ

発
生

作
用

が
強

い
。

2
-
7
8

中
山

元
ら

S
U

S
3
0
4
、

鋭
敏

化
3
0
4
、

3
1
6
L
、

3
1
7
J
4
L
、

3
2
9
J
4
L
、

Y
U

S
2
7
0
、

A
llo

y8
2
5
、

A
llo

y6
2
5
、

H
as

te
llo

yC
2
2

U
曲

げ

4
.5

%
N

aC
l+

5
.2

%
C

aC
l 2
+
1
6
.2

%

M
gC

l 2
+
8
.5

%
K
C

l

浸
漬

、
U

曲
げ

の
頂

部
に

滴
下

6
0
℃

、
6
0
℃

/
3
5
%
R

H

い
ず

れ
も

C
r+

3
.3

M
o
に

依
存

し
て

耐
食

性
が

高
く
な

り
、

Y
U

S
2
7
0
は

加
熱

を
受

け
る

海
塩

粒
子

環
境

下
に

お
い

て
本

試
験

環
境

下
で

は
S
C

C
感

受
性

が
な

い
。

2
-
7
9

中
山

元
ら

・
主

：
U

S
2
7
0
、

 Y
U

S
2
7
0
溶

接
・
比

較
材

：
3
0
4
,

  
鋭

敏
化

3
0
4
,

  
A

llo
y8

2
5
,

  
S
U

S
3
2
9
J
4
L
,

  
S
U

S
8
3
6
L
,

  
al

lo
y6

2
5
,

H
as

te
llo

y₋
C

2
2

U
曲

げ
4
.5

%
N

aC
l+

5
.2

%
C

a
C

l 2
+
1
6
.2

%
M

gC
l 2
+

8
.6

%
K
C

l

U
曲

げ
の

頂
部

に
滴

下
す

る
。

6
0
℃

/
3
5
%
R

H

①
Y
U

S
2
7
0
溶

接
部

は
1
か

月
試

験
で

、
発

銹
、

孔
食

、
S
C

C
  
 は

発
生

せ
ず

溶
接

部
の

耐
食

性
は

低
下

し
な

か
っ

た
.

②
苦

汁
塩

滴
中

の
不

動
態

化
状

態
(腐

食
し

て
い

な
い

)電
  
 位

は
+
0
.4

V
 v

s.
S
H

E
.

③
C

r+
3
.3

M
o
に

依
存

し
て

孔
食

電
位

が
貴

側
に

移
行

す
る

.

④
S
U

S
3
4
0
は

不
動

態
化

状
態

電
位

よ
り

孔
食

電
位

が
卑

　
側

に
あ

る
た

め
、

孔
食

が
発

生
し

、
Y
U

2
7
0
は

孔
食

電
位

　
に

近
い

た
め

孔
食

や
発

銹
が

認
め

ら
れ

、
S
U

S
8
3
6
L
は

　
孔

食
電

位
が

貴
側

に
あ

る
た

め
腐

食
し

な
か

っ
た

.
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げ
苦

汁
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な
し

苦
汁
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を
逆

U
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下

試
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片
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度
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℃

雰
囲

気
の

温
度

及
び

湿
度
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6
0
℃

/
3
5
%
R

H
3
0
℃

/
9
0
%
R

H

6
0
℃

/
3
5
%
R

H
で

は
わ

ず
か

な
発

銹
と

そ
の

部
分

で
の

き
裂

が
認

め
ら

れ
た

。
試

験
片

温
度

6
0
℃

/
環

境
温

度
3
0
℃

×
9
0
%
R

H
で

は
発

銹
も

き
裂

も
認

め
ら

れ
な

か
っ

た
。

S
U

S
3
2
9
J
4
L
(

母
材

部
、

溶
接

部
)、

Y
U

S
2
7
0
(母

材
部

、
溶

接
部

)、
S
U

S
3
0
4
L

引
張

試
験

片
S
U

S
3
2
9
J
4
L
：

0
.5

～
1
.2

σ
y

Y
U

S
2
7
0
：
0
.5

～
1
.5

σ
y

約
1
0
g/

m
2

試
験

片
の

平
行

部
に

は
辺

縁
を

除
い

て
5
0
μ

lの
人

工
海

水
を

塗
布

し
室

温
で

乾
燥

さ
せ

た
。

8
0
、

7
0
、

6
0
℃

/
3
5
%
R

H

S
C

C
試

験
8
0
℃

、
3
5
%
R

H
の

条
件

化
で

は
、

S
U

S
3
2
9
J
4
L
、

Y
U

S
2
7
0
は

2
2
0
0
0
時

間
後

も
割

れ
が

認
め

ら
れ

ず
、

S
U

S
3
0
4
L
は

早
け

れ
ば

2
5
0
時

間
後

に
割

れ
が

生
じ

た
。

S
U

S
3
2
9
J
4
L
(

母
材

部
、

溶
接

部
)、

Y
U

S
2
7
0
(母

材
部

、
溶

接
部

)

引
張

試
験

片
S
U

S
3
2
9
J
4
L
：

0
.5

～
1
.2

σ
y

Y
U

S
2
7
0
：
0
.5

～
1
.6

σ
y

約
1
0
g/

m
2

試
験

片
の

平
行

部
に

は
辺

縁
を

除
い

て
5
0
μ

lの
人

工
海

水
を

塗
布

し
室

温
で

乾
燥

さ
せ

た
。

8
0
℃

/
3
5
%
R

H

S
C

C
発

生
条

件
試

験
開

始
後

1
0
0
0
時

間
以

内
の

S
C

C
発

生
挙

動
を

調
べ

た
。

い
ず

れ
の

供
試

材
も

す
き

ま
腐

食
ま

た
は

、
孔

食
に

よ
る

食
孔

は
1
2
h
程

度
で

発
生

し
、

3
0
h
程

度
で

は
食

孔
を

起
点

と
し

た
き

裂
の

発
生

も
認

め
ら

れ
た

。

S
U

S
3
2
9
J
4
L
、

Y
U

S
2
7
0
、

S
U

S
3
1
6
L

試
験

後
引

張
試

験
片

0
.1

、
1
.0

、
5
.0

g/
m

2
人

工
海

水
を

噴
霧

8
0
℃

/
1
0
、

1
5
、

2
0
%
R

H

発
銹

試
験

発
銹

の
臨

界
条

件
は

6
0
℃

で
は

2
0
～

2
5
%
R

H
、

7
0
℃

、
8
0
℃

で
は

1
0
～

1
5
%
R

H
に

存
在

す
る

と
考

え
ら

れ
る

。

─
─

─
─

─

海
塩

の
濡

れ
挙

動
A

C
M

セ
ン

サ
ー

を
利

用
し

た
海

塩
の

臨
界

濡
れ

湿
度

を
調

べ
、

8
0
℃

に
お

い
て

R
H

=
2
3
%
、

7
0
℃

に
お

い
て

R
H

=
2
5
%
、

6
0
℃

に
お

い
て

R
H

=
3
0
%
と

い
う

値
を

得
た

。

2
-
8
1

谷
 純

一
ら
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3
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W
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溶
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材
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①
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1
5
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霧
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9
0
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h
o
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、
2
0
9
m

in
h
o
ld

、
4
8
0
m

in
dr

y
②

sa
lt
　

fo
g

5
m

in
fo

g、
6
0
m

in
am

bi
e
n
tを

4
回

、
D

R
Y
1
0
0
m

in
、

湿
度

増
加

1
2
5
m

in
、

高
湿

度
5
5
m

in
、

D
ry

1
8
0
m

in

左
記

環
境

：
2
5
℃

、
3
0
℃

サ
ン

プ
ル

：
2
5
、

9
3
、

1
7
6
℃

4
3
、

9
5
、

1
3
5
℃

①
sa

lt
ｓ
ｐ
ｒａ

ｙ：
2
5
℃

で
S
C

C
な

し
、

9
3
℃

、
1
7
6
℃

で
S
C

C
　

 が
生

じ
た

。

②
sa

lt
　

fo
g：

4
3
℃

、
3
0
4
、

3
0
4
L
は

粒
界

、
粒

内
S
C

C
が

  
 4

週
間

後
に

発
生

、
3
1
6
L
が

3
2
週

目
に

S
C

C
が

生
じ

る
。

③
す

き
ま

は
悪

影
響

を
及

ぼ
さ

な
い

。

④
8
5
、

1
2
0
℃

3
0
4
、

3
0
4
L
、

3
1
6
L
に

S
C

C
な

し
3
2
週

で
は

　
 8

5
℃

で
H

A
Z
に

デ
ポ

ジ
ッ

ト
あ

り
。

1
2
0
℃

で
は

な
し

。

⑤
S
al

tf
o
gで

は
や

や
外

気
よ

り
高

い
温

度
で

の
み

S
C

C
が

　
 生

じ
る

。

⑥
3
2
～

1
2
8
週

で
S
C

C
が

生
じ

る
。

⑦
ラ

フ
な

試
験

で
あ

る
。

2
-
8
3

T
.S

.M
in

tz
 e

t　
al

.
3
0
4
S
S

3
0
4
L
S
S

3
1
6
L
S
S

U
曲

げ
(s

in
gl

e
、

W
、

溶
接

材
)

人
工

海
水

A
S
T
M

D
1
1
4
1

F
o
gと

D
ry

の
サ

イ
ク

ル
4
3
、

8
5
、

1
2
0
℃

・
3
0
4
S
S
、

3
0
4
L
S
S
、

3
1
6
L
S
S
い

ず
れ

も
1
2
0
、

8
5
℃

は
割

 れ
な

し
、

4
3
℃

で
割

れ
る

。
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材
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接
材

)

U
曲

げ
人

工
海

水

0
.1

、
1
、

1
0
g/

m
2

S
al

tf
o
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2
7
℃

×
5
m

in
H

o
ld

：
2
7
℃

×
1
5
m

in
た

だ
し

試
料

は
9
0
℃

に
加

熱
さ

れ
て

い
る

。

湿
度

サ
イ

ク
ル

テ
ス

ト
温

度
：
3
5
、

4
5
、

5
2
℃

湿
度

：
高

湿
度

→

3
0
g/

m
2
A

H
、

ド
ラ

イ
→

不
明

サ
イ

ク
ル

テ
ス

ト

・
1
0
g/

m
2
人

工
海

水
付

着
材

は
1
か

月
試

験
で

、
溶

体
化

処
  
理

材
、

鋭
敏

化
処

理
材

に
3
5
、

4
5
、

5
2
℃

で
割

れ
発

生
、

  
4
か

月
試

験
で

は
鋭

敏
化

処
理

材
も

3
5
、

4
5
℃

で
割

れ
  
発

生
。

・
1
g/

m
2
人

工
海

水
付

着
材

は
1
か

月
試

験
で

、
溶

体
化

処
  
理

材
に

3
5
、

鋭
敏

化
処

理
材

に
3
5
、

4
5
℃

で
割

れ
発

生
、

　
4
か

月
試

験
で

は
溶

体
化

処
理

材
、

鋭
敏

化
処

理
材

に
　

3
5
、

4
5
℃

で
割

れ
発

生
。

・
0
.1

g/
m

2
人

工
海

水
付

着
材

は
1
か

月
試

験
で

3
種

類
と

も
  
割

れ
な

し
、

4
か

月
試

験
で

、
溶

体
化

処
理

材
に

4
5
℃

で
  
割

れ
発

生
、

鋭
敏

化
処

理
材

、
溶

接
化

処
理

材
に

3
5
、

  
4
5
℃

で
割

れ
発

生
。

3
0
5
S
S

(溶
体

化
処

理
材

、
鋭

敏
化

処
理

材
、

溶
接

材
)

U
曲

げ
人

工
海

水

0
.1

、
1
、

1
0
g/

m
3

S
al

tf
o
g：

2
7
℃

×
5
m

in
H

o
ld

：
2
7
℃

×
1
5
m

in
た

だ
し

試
料

は
9
0
℃
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加

熱
さ

れ
て

い
る

。

恒
温
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恒

湿
テ

ス
ト

温
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4
5
、

6
0
、

8
0
℃

、
湿

度
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2
2
、

2
5
、

3
0
、

3
5
、

4
0
、

4
4
%
R

H

恒
温
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恒

湿
テ

ス
ト
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6
0
℃

で
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溶
体

化
処

理
材
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鋭

敏
化

処
理

材
と

も
に

  
2
2
%
R

H
以

上
で

1
か

月
で

割
れ

発
生
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た

だ
し

、
2
2
%
R

H

  
以

下
で

は
割

れ
も

ピ
ッ

ト
も

発
生

し
な

か
っ

た
(1

0
g/

m
2

  
 人

工
海

水
付

着
材

)。
・
8
0
℃

で
は

3
5
%
R

H
を

超
え

る
と

1
か

月
で

溶
体

化
処

理
材

、

  
鋭

敏
化

処
理

材
と

も
に

割
れ

が
発

生
す

る
(1

0
g/

m
2
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工
  
海

水
付

着
材
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2
-
8
4

T
.S

.M
in

tz
 e

t　
al

.
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U
曲

げ
(s

in
gl

e
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u
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e
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3
0
4
L
S
S
は

除
く
)

人
工

海
水

A
S
T
M

 D
1
1
4
1
-
5
2

塩
水

噴
霧

（
m

o
di

fi
e
d

G
M

9
5
4
0
P

)

温
度

：
2
5
℃

、
9
3
℃

、
1
7
6
℃

(カ
ー

ト
リ

ッ
ジ

ヒ
ー

タ
ー

)

2
5
℃

で
割

れ
は

認
め

ら
れ

な
か

っ
た

。

9
3
℃

の
結

果
：
3
0
4
S
S
は

1
か

月
、

2
か

月
試

験
で

si
n
gl

e
、

w
と

も
に

6
体

全
て

に
割

れ
発

生
。

3
0
4
L
S
S
は

1
か

月
、

2
か

月
試

験
で

si
n
gl

e
が

3
体

全
て

に
割

れ
発

生
。

3
1
6
L
S
S
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1
か

月
試

験
で

、
si

n
gl

e
の

1
/
3
に

割
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発
生

、
w

は
３

体
全

て
に

割
れ

発
生

、
2
か

月
試

験
で

、
si

n
gl

e
、

w
と

も
に

6
体

全
て

に
割

れ
発

生
。

1
7
6
℃

の
結

果
：
3
0
4
S
S
は

1
か

月
試

験
で

si
n
gl

e
が

1
/
3
、

w
が

3
体

全
て

に
割

れ
発

生
、

2
か

月
試

験
で

si
n
gl

e
、

w
と

も
に

6
体

全
て

に
割

れ
発

生
。

3
0
4
L
S
S
は

3
0
4
L
S
S
は

1
か

月
試

験
で

si
n
gl

e
に

割
れ

な
し
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2
か

月
試

験
で

si
n
gl

e
の

1
/
3
に

割
れ

発
生
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3
1
6
L
S
S
は

1
か

月
で

si
n
gl

e
、

w
と

も
に

2
/
3
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割
れ

発
生

、
2
か

月
で

2
か
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試

験
で

si
n
gl

e
、

w
と

も
に

6
体

全
て

に
割

れ
発

生
。
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飽
和

の
塩

化
マ

グ
ネ

シ
ウ
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化

カ
リ

ウ
ム
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塩

化
ナ

ト
リ

ウ
ム
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第

二
塩

化
鉄

U
曲

げ
の

頂
部

に
六

滴
の

液
滴

を
の

せ
る

。
合

計
の

液
量

は
約

6
6
μ

l、
第

二
塩

化
鉄

は
液

量
が

半
分

温
度

：
2
0
、

3
0
、

4
0
、

（
5
0
-
塩

化
カ

ル
シ

ウ
ム

、
塩

化
マ

グ
ネ

シ
ウ

ム
の

み
)℃

湿
度

：
3
0
、

5
0
、

7
0
%
R

H

S
3
0
4
0
0
：
5
0
℃

の
1
5
～

3
0
%
R

H
で

割
れ

発
生

、
4
0
℃

の
3
0
%
R

H
で

割
れ

発
生

(塩
化

ナ
ト

リ
ウ

ム
、

第
二

塩
化

鉄
以

外
)、

3
0
℃

の
3
0
%
R

H
で

割
れ

発
生

(塩
化

カ
ル

シ
ウ

ム
、

塩
化

マ
グ

ネ
シ

ウ
ム

)
S
3
1
6
0
3
：
5
0
℃

の
1
5
～

3
0
%
R

H
で

割
れ

発
生

、
4
0
℃

の
3
0
%
R

H
で

割
れ

発
生

(塩
化

カ
ル

シ
ウ

ム
の

み
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3
0
℃

の
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%
R

H
で

割
れ

発
生

(塩
化

カ
ル

シ
ウ

ム
の
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ま
と

め
S
3
0
4
0
0
の

S
C

C
発

生
範

囲
は

、
塩

化
マ

グ
ネ

シ
ウ

ム
3
0
℃

×

2
2
～

4
4
%
R

H
、

1
0
m

o
lC

l-
/
kg

H
2
O

以
上

、
4
0
℃

×
2
0
～

6
7
%
R

H
、

7
m

o
lC

l-
/
kg

H
2
O

以
上

。
塩

化
カ

ル
シ

ウ
ム

3
0
℃

×

1
2
～

4
9
%
R

H
、

1
0
m

o
lC

l-
/
kg

H
2
O

以
上

、
4
0
℃

×
7
～

6
9
%
R

H
、

7
m

o
lC

l-
/
kg

H
2
O

以
上

。

S
3
1
6
0
3
の

S
C

C
発

生
範

囲
は

、
塩

化
カ

ル
シ

ウ
ム

3
0
℃

×
1
2

～
4
0
%
R

H
、

1
2
m

o
lC

l-
/
kg

H
2
O

以
上

、
4
0
℃

×
7
～

3
9
%
R

H
、

1
2
m

o
lC

l-
/
kg

H
2
O

以
上

。
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H

8
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5
g/
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2
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し
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試
験

片
表

面
に

付
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し
た

塩
水
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が

合
体

し
な

い
よ

う
に
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整

。

5
0
℃

、
3
5
%
R

H
き

裂
発

生
の

臨
界

塩
分

量
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約
0
.8

ｇ
/
m

2
 a

sC
lで

あ
っ

た
。

(臨
界

応
力

は
降

伏
応

力
の

0
.1

倍
未

満
-
根

拠
が

？
)

S
U

S
3
0
4
L

4
点

曲
げ

初
期

応
力

2
7
0
M

P
a

人
工

海
水

ま
た

は
塩

化
マ

グ
ネ

シ
ウ

ム
溶

液

1
0
g/

m
2

液
を

滴
下

(2
0
μ

L
)

8
0
℃

、
3
5
%
R

H

・
人

工
海

水
付

与
の

き
裂

進
展

速
度

は
2
.2

×
1
0

-
1
2
～

1
.6

　
×

1
0

-
1
1
m

/
s

・
塩

化
マ

グ
ネ

シ
ウ

ム
の

き
裂

進
展

速
度

は
2
.4

×
1
0

-
1
0

　
 m

/
s

S
U

S
3
0
4
L
溶

接
試

験
体

残
留

応
力

た
だ

し
、

表
面

の
半

分
に

3
種

類
の

残
留

応
力

除
去

緩
和

処
理

を
実

施

人
工

海
水

4
g/

m
2

散
布

8
0
℃

、
3
6
%
R

H
残

留
応

力
を

施
さ

な
い

場
合

は
1
0
0
0
時

間
で

割
れ

発
生

、
そ

の
他

の
緩

和
処

理
は

割
れ

発
生

な
し

。

U
曲

げ
人

工
海

水
A

S
T
M

 D
1
1
4
1
-
9
8

0
.1

、
1
、

1
0
g/

m
2
o
fs

al
t

エ
ア

ロ
ゾ

ル
を

噴
霧

温
度

：
2
7
、

3
5
、

4
5
、

5
2
、

6
0
℃

絶
対

湿
度

：
1
2
～

1
6
g/

m
2
実

環
境

に
合

わ
せ

て
湿

度
サ

イ
ク

ル
を

与
え

て
い

る
。

自
然

環
境

の
絶

対
湿

度
模

擬
試

験
・
2
7
℃

で
割

れ
な

し
(塩

は
潮

解
し

て
い

る
様

子
)。

・
3
5
、

4
5
℃

で
は

0
.1

g/
m

2
の

塩
濃

度
で

4
か

月
で

割
れ

発
 生

。
鋭

敏
化

材
の

割
れ

感
受

性
は

溶
体

化
材

よ
り

高
い

。

・
5
2
℃

の
1
0
g/

m
2
は

1
か

月
以

内
に

割
れ

発
生

、
1
g/

m
2
は

 継
続

試
験

中
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6
0
℃
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1
0
g/
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ス
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U
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S
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m
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t

滴
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6
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8
0
℃

湿
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4
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3
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、

3
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2
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、
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2
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6
0
℃
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2
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R
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℃
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湿
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験
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℃
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℃
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認
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解
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干

生
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れ
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潮

解
温

度
よ

り
低

く
と

も
S
C

C
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生
じ

る
。

C
リ

ン
グ

(A
S
T
M

G
3
8
-
0
1
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お
お

よ
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力
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工

海
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A
S
T
M
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1
1
4
1
-
9
8

1
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1
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m
2
o
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t
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3
5
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5
2
℃
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湿
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約
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0
g/

m
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水
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響
実

施
中

で
結
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。
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be
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e
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ty
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4
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、
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4.4．ステンレス鋼の腐食に関する既往の研究成果・知見の整理 

 

4.4.1 既往の研究成果・知見の整理 

 4.1.節で述べた通り、水処理二次廃棄物保管容器である各種吸着塔のほとんどに、

その構成材料として SUS316Lステンレス鋼が使用されている(表 1－1)。 

それらの外表面は海洋性大気暴露状態であり、海塩粒子及び大気中水分･水蒸気の付

着及び結露による塩化物水溶液液膜の形成によって腐食の発生が懸念されるが、これ

についてはコンクリートキャスク貯蔵におけるステンレス鋼製キャニスタの腐食問

題とほとんど同様であり、それらの腐食に関する既往の研究成果・知見の整理につい

ては既に JAEA殿で実施されているところである。 

一方、各種吸着塔の内部環境については、本問題の発生が僅か４年弱前であり、それ

らの内部環境条件やSUS316Lステンレス鋼内表面の腐食については検討の緒に就いた

ばかりであることから、公表された情報はそれほど多くは無い(1),(2)など。 

 

従って、3.4.節で述べた、a.～f.の腐食に関する考慮すべき事項のうち、f.コンクリ

ート接触面の腐食の発生及び進展は外表面の問題であり、海洋大気暴露との関連で調

査したが、それ以外の a.～e.については吸着塔内に残留した塩化物水溶液中での腐食

が問題となることから、個々の影響因子の重要度、影響因子間の相互作用等に関する

知見の調査・整理を行い、監視すべきポイント及び講ずるべき措置を検討した。さら

に、それら結果を踏まえて実環境を想定した腐食試験の計画・立案を行った。 

 

a.内在塩分および飛来塩分による腐食の発生と進展 

①ステンレス鋼の局部腐食 

一般に、ステンレス鋼は通常の自然水環境中では不動態を示すが、ハロゲンイオン、

その中でも自然水環境には必ず含まれる塩化物イオン(Cl－)が存在する環境では、孔

食、すきま腐食および応力腐食割れなどのいわゆる“局部腐食”を起す場合がある。

これらステンレス鋼の局部腐食についての知見は多くの成書などに纏められている
(3)-(8)。 

特定の環境/材料の組合せごとに孔食、すきま腐食、応力腐食割れのそれぞれの局

部腐食の生起に対する臨界電位Ⅴcが存在し、これ以下の(これより卑な)電位域で材

料を使用すれば局部腐食の可能性はない。図 4-1(5)に模式的に示すように、局部腐食

臨界電位Ⅴcと当該材料の当該環境における自然腐食電位Ｅsp(完全不動態化金属の

Ｅcorr定常値)とを比較することにより、当該材料の当該環境における使用条件を明

らかにすることができる。即ち、ＥspがⅤcよりも高い電位域では局部腐食の可能性

があるが、ＥspがⅤcよりも低い電位域ではその可能性はない。 
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②ステンレス鋼の自然腐食電位Ｅsp  

図 4-2(5)に、所定の pHに調整した空気飽和の模擬地下水(1mol/L[HCO3
-])中におけるス

テンレス鋼とチタンの安定した(不動態状態を保っている)最も貴な電位＝自然腐食

電位:Ｅspの pH及び温度依存性を示す。この図から、ステンレス鋼のＥspは

-0.059V/decadeの pH依存性を示すが(中性の pH7のときが+0.32V vs.SHE、弱アルカ

リの pH10のときが+0.14V vs. SHE)、金属種あるいは温度依存性は小さいことが分か

る。 

図 4-3(11)は、図 4-2(5)のＥspデータ(無菌環境におけるものである)に、微生物が存在

する自然の海水、淡水、あるいは土壌環境でのステンレス鋼及びチタンのＥspデータ

を重ね合せたものであるが、ステンレス鋼のＥspは微生物の作用により上方に平行移

動され、0.3～0.4V程度の電位貴化が明瞭に現れている。 

 この微生物の生息活動に起因するＥsp貴化機構の代表的な模型として、好気性細菌

の代謝反応によって生成される過酸化水素H2O2の還元反応が溶存酸素の還元反応に重

畳されることによるとする説がある。H2O2の還元反応の平衡電位は 

Eeq
H2O2=1.77-0.059pH+0.0295logCH2O2と高く、電位貴化に十分寄与できるとするもので

あると説明されている(11)。 

 

 

 

 

図4-1 腐食臨界電位Vcと当該材料/環境系におけるＥSPとの比較 

による可使用条件の評価(模式図)(5) 
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図4-2 ステンレス鋼などのＥSPのpH依存性(5) 

図4-3 自然の海水、淡水、土壌中における定常腐食電位Espの 

貴化データ(11) 
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③ステンレス鋼の孔食・すきま腐食の機構 

 不動態化しているステンレス鋼の自由表面上において腐食がある特定の場所だけ

に集中して腐食孔を生じ、他は不動態を保っているような腐食形態を孔食(pitting)

という。また、金属表面上に非自由表面を形成する金属合わせ部、付着物の下などで

進行するような腐食形態をすきま腐食(crevice corrosion)という。これらはいずれ

も塩化物水溶液環境下で生じることが多い。孔食とすきま腐食はいずれも基本的には

同一表面に活性態と不動態が共存するいわゆる活性態-不動態電池による局部腐食で

ある。 

 孔食とすきま腐食の形態および機構は、とくにその発生過程において多少の相違は

あるものの、成長過程はほとんど同一である。すなわち、孔食においては腐食が進行

することにより物質移動の阻害因子を生成するのに対し、すきま腐食では初めから他

の異物によって阻害因子が形成されて存在する。従って、同一環境条件で孔食とすき

ま腐食の生じ易さを比較すると、後者のほうが圧倒的に起りやすく、実用装置材料の

腐食問題としてはすきま腐食のほうが重要であるといえる。 

 典型的な孔食の形態は図 4-4(9)に示されているが、通常ステンレス鋼に生じる孔食

はこのようにふた付きのもの(covered pit)が多い。 

孔食が発生するには、不動態化金属の電位Ｅspをその臨界孔食電位ⅤC,PITよりも貴な

電位まで上昇させることが必要である。孔食の発生にはすきま腐食の場合より高い電

位(強い酸化性)を必要とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ステンレス鋼の塩化物溶液中におけるアノード分極曲線の測定例を図 4-5(9)に示す。

図中の電位Ｅz以上で皮膜の破壊と補修による電流の振幅が見られ、更に貴に分極す

ると孔食電位ⅤC以上で安定な孔食の発生による電流の急増が観察される。孔食の成

長段階においては、金属のアノード溶解により生じた Fe2＋、Cr3＋、Ni2＋などが加水分

図4-4 孔食の成長過程の模式図(9) 
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解して H＋を生成すると共に、このようなカチオン過剰なアノード溶解部の電気的中

性を保つため電気泳動によって Cl－イオンが濃縮し、食孔内の溶液の pHが低下し、

活性溶解により局部腐食が進展することになる。上述の図 4-4はそのような進展状態

を示している。 

一方、すきま腐食の発生と成長過程では、先ず、すきま内での溶存酸素の消費によ

るすきま外自由表面との間で酸素濃淡電池が形成され、次いで、上記の孔食と同様、

すきま内でのアノード溶解に基づく金属イオン溶出イオンの加水分解及び Cl－イオン

の濃縮によって隙間内溶液の pH低下が生じる。そして、不動態/活性態移転の

pH(depassivation pH=pHd)以下で不動態皮膜の破壊が生じ、活性溶解が生じ、さらに

pHが低下し活性溶解が進むことによって、すきま腐食が進展する。そのような成長過

程の状況を図 4-6(9)に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4-5 塩化物溶液中におけるアノード分極曲線の測定例(9) 

図4-6 すきま腐食の成長過程の模式図(9) 
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④ステンレス鋼の孔食およびすきま腐食臨界条件 

先述したように、中性近辺の塩化物水溶液中におけるステンレス鋼の自然腐食電位 

Ｅspは Cl－濃度や溶液温度などには依存しないが、ステンレス鋼の局部腐食はそれら

の影響が著しく大きい。 

図 4-7（5)に、304鋼の孔食臨界電位Ⅴ´C,PITおよびすきま腐食臨界電位Ⅴ´R,CREV

に及ぼす塩化物イオン濃度の影響(試験温度は 25および 30℃)を示す。両電位とも塩

化物イオン濃度につれて卑側に移行するが、Ⅴ´R,CREVはⅤ´C,PITに比べて著しく低

く、従って、実際の構造物にあっては、構造上の、あるいは付着物下のすきま構造の

存在は不可避であることから、孔食よりもっぱらすきま腐食が問題になることは上述

の通りである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、海水相応濃度の 3.5％NaCl水溶液における各種ステンレス鋼のⅤ´C,PITおよ

び腐食すきま再不動態化電位ＥR,CREVの温度依存性を図 4-8(7)に、常温の自然海水環境

におけるステンレス鋼のⅤ´C,PITおよび“ふじつぼ”付着試験片のＥR,CREVの合金組

成依存性を図 4-9(7)に示す。図 4-2に示したように、中性自然水環境におけるステン

レス鋼のＥspは+0.30vsSHE程度であるから、316Ｌ鋼程度以上に Crおよび Moを添加

することにより、50℃程度までの海水環境で耐孔食性を保証できるが、すきま腐食は

図4-7 304鋼の孔食臨界電位ＶC,PIT及び 

すきま腐食臨界電位ＥR,CREV測定結果の例(5) 

図4-8 3.5％NaCl水溶液における各種ステン

レス鋼の孔食臨界電位ＶC,PITおよびすきま腐食

臨界電位ＥR,CREVの温度依存性(7) 
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常温でも避けられないこと、鋼中[Cr+Mo]量を高めても、孔食に対しては免疫化でき

るが、すきま腐食に対しては極めて困難であるとしている。 

 一方で、各種ステンレス鋼のすきま腐食臨界塩化物イオン濃度／温度データとして、

図 4-10(11)が報告されている。この図から、316L鋼のすきま腐食の可使用限界塩化物

イオン濃度／温度は、約 10ppmCl-／150℃、200ppmCl-／60℃、1,000ppmCl-／25℃お

よび 316L鋼より高 Cr高 Moである 329J4L鋼(25Cr-3Mo)は 1,000ppmCl-／55℃である

としており、上記図 4-9のデータとはかなりの相違が認められる。但し、それはバラ

ツキ等ではなく、すきま構造やすきま構成材等々の違いによるものと考えられ、より

詳細な調査が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ステンレス鋼の応力腐食割れとその臨界条件 

 ステンレス鋼は、自然海水や Cl-イオンを含む淡水などの中性塩化物水溶液中にお

いて、上述の孔食およびすきま腐食以外に、当該ステンレス鋼に引張応力が負荷され

た状態の場合には応力腐食割れ(stress corrosion cracking、以下、SCCと略す)を起

すことが広く知られている。 

 SCCの進展機構は、APC(Active Pass Corrosion:活性経路腐食)機構、TR 

(Tarnish Rupture:変色皮膜破壊)機構、および HE(Hydrogen Embrittlement:水素脆化)

図4-9 常温の自然海水環境におけるス

テンレス鋼の孔食臨界電位及び“ふじつ

ぼ”付着試験片のすきま腐食臨界電位の

合金組成の影響(7) 

図4-10 各種ステンレス合金のすきま腐食臨

界塩化物イオン濃度／温度図(11) 
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機構の三つに分類される(4)。 

上記中性塩化物水溶液環境系では ACP型であり、図 4-11(4)に模式的に示すように、

孔食、すきま腐食等の局部腐食を経由して生起するのが通常である。そして、進展し

つつある局部腐食においては、食孔あるいは腐食すきま内の液性変化により、活性先

端が再不動態化できない条件が維持されつつ、活性先端の大速度活性溶解が継続し、

不動態化している外表面のカソード反応がこれを支えるという構図が成立している。

引張応力の作用下で、後述するような速度論的必要条件が達成された場合に、局部活

性先端から応力腐食き裂が生起し、SCCとして進展する。定常進展しつつある応力腐

食き裂においては、外表面側からき裂先端に向かってき裂側壁の再不動態化が進行し、

常にき裂先端部のみが活性溶解する条件が達成されている(4)。 

孔食、すきま腐食と同様に、SCCにもその臨界電位が明確に存在する。中性塩化物

水溶液環境におけるステンレス鋼の SCC臨界電位Ⅴc,scc測定例を図 4-12(4)に示す。

304鋼、316鋼とも、そのⅤc,sccは Cl－濃度の増加(約 2×102～2×105ppm)に従って、

約＋0.1～－0.15VvsSHEまで直線的に低下するようである。 

また、80℃の NaCl水溶液環境における 316鋼のすきま付き DCB試験片の定電位保

持試験を実施し、腐食すきまが発生し、そのまま進展を続けるか(●印)、進展しつつ

ある腐食すきまから SCCき裂が発生/進展するか(×印)、あるいは不動態を保持し続

けるか(○印)を調べた結果が図 4-13(6)に示されている。図中[1]で示した実線は、同

一環境の応力無負荷試験片に対して求められた腐食すきま再不動態化電位ＥR,CREVで

あり、これから、すきま試験片における応力腐食き裂発生臨界電位Ⅴc,sccは、当該

ＥR,CREVと一致することがわかる。すなわち、自由表面試験片あるいはすきま試験片

におけるⅤc,sccは、ＥR,PITあるいはＥR,CREVとそれぞれ一致することがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図4-11 活性経路腐食(APC) 

機構による応力腐食き裂進展(4) 

図4-12 中性塩化物水溶液中で

の316鋼のⅤc,scc測定例(4) 
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食孔あるいは腐食すきま進展速度は電位依存性を示すが、SCC進展速度は電位に依

存しないから、図 4-14(6)に模式的に示すように、応力腐食き裂進展速度 a が食孔ある

いは腐食すきま進展速度を上回る条件範囲では局部腐食形態は SCCを伴い、下回る条

件範囲内では孔食のみあるいはすきま腐食のみとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 

図4-14 局部腐食/応力腐食割れ領域と進展速度との対応(模式図)(6) 

図4-13 80℃の中性[NaCl]環境における316鋼のSCCき裂発生

の有無(×／○)と腐食すきま再不動態化電位との関係(6) 
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310S(25Cr-20Ni)鋼/80℃、[MgCl2]水溶液系の孔食、すきま腐食、応力腐食割れ領域

図を図 4-15(6)(a)に示す。図のそれぞれの電位-[MgCl2]濃度の組合せにおける局部腐

食溶解(進展)速度 Ihを求め、これを縦軸に目盛ったものが同図(6)(b)である。Ih,PIT    

Ih,CREVはそれぞれＥR,PITあるいはＥR,CREV直上の電位における Ihの値を示す。また、

斜線ハッチで示した水平線は発生したき裂の進展速度であって、食孔経由型あるいは

腐食すきま経由型のいずれでも等しく、かつ電位、濃度に依存しないことが分る。す

なわち本図から図 4-15が現実に実現していることが理解される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b.孔食等による吸着塔容器の破損 

 ステンレス鋼の塩化物応力腐食き裂進展速度はき裂先端の応力拡大係数、電極電位、

あるいは塩化物イオン濃度には強く依存せず、もっぱら温度に強く依存することが知

られている。各研究者らが求めた応力腐食き裂進展速度 da/dt(m/s)の温度依存性デー

タをまとめたものが図 4-16(4)に示されており、図中 1～4で表示した塩化物応力腐食

き裂進展速度は強い温度依存性を示し、100℃付近で 10-9m/sのオーダにあって、ほぼ

100A/m2、すなわち約 100mm/yrに相当している。 

図4-15 電位-[MgCl2]濃度(a)および溶解速度-[MgCl2]濃度(b)における

310S鋼の局部腐食、応力腐食割れ領域図(6) 

(a) (b) 
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 また、塩化物を含む水環境での 304鋼について、代表的腐食形態ごとの腐食速度が

図 4-17(8)のように示されている。局部腐食の進展速度は、化学装置用 A級耐食材の基

準としての 0.1㎜/yrより 1桁以上大きいことが分る。 

 この図では、すきま腐食の進展速度は約 1～10㎜/yr、孔食の進展速度は約 10～

103mm/yr以上、応力腐食割れの進展速度は約 3～103mm/yr程度であり、上記した図 4-14、

図 4-15に示したように、環境条件次第(酸化力の強い環境中で、ESPが貴側に上昇し、

孔食のみが発生・進展する高電位領域)で、応力腐食き裂進展速度より孔食進展速度

の方が大きい領域が存在する。 

従って、環境条件として、酸化力が強く、温度が高い塩化物環境において、すきま

腐食、孔食およびそれら腐食形態を経由した応力腐食割れの何れによっても、吸着塔

容器の破損は起こり得る可能性がある。その場合の破損形態は、それらの腐食によっ

て食孔やき裂が進展して行き、容器外面に小さな貫通孔あるいは貫通き裂が顔を出し、

その時点では極めて少量のリークが生じることが考えられ、時間の経過とともに貫通

孔･貫通き裂が増加および拡大してリーク量が増加して行くものと思われる。 

従って、例えば、吸着塔容器と遮蔽容器との間に流入させる冷却空気の出口での放

射線々量率や水蒸気量の急激な変化を経時的に計測することによって、損傷発生時点

を検知できる可能性も考えられると共に、監視項目の１つになるかもしれない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4-16 応力腐食き裂孫展速度

の温度依存性データ(4) 
図4-17 各種腐食形態における腐食

速度(304ステンレス鋼)(8) 
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c.溶接部における腐食の発生及び進展 

 オーステナイト系ステンレス鋼はフェライト系やマルテンサイト系ステンレス鋼

に比べて溶接性に優れることは広く知られている。ただし、溶接後の溶着金属部の組

織が 100％オーステナイトでは高温割れあるいは凝固割れと称する溶接割れが発生す

ることがあり、その防止策として溶着金属部に約 5～10％のδ-フェライトをその組織

に残留させている。また、Type304や 316鋼では、溶接熱影響部(HAZ)の結晶粒界に

Cr炭化物の析出に基づく Cr欠乏層が生成するいわゆる鋭敏化が生じ、耐粒界腐食性

や耐孔食性が劣化するが、これらに対しても、低炭素(≦0.030％C)ステンレス鋼

(Type304L、316Lなど)や安定化ステンレス鋼(Type321や 347鋼)の使用により防止さ

れることも古くから知られている。 

 しかしながら、表 4-1(12)や図 4-18(13)に示すように、溶接部に生成するδ-フェライ

トは耐孔食性を劣化させ、その原因がフェライトフォーマー元素である Cr、Moなど

がδ-フェライト中に偏析し、その一方で、オーステナイト中ではそれら元素濃度が

減少、すなわち耐食性が低下し、孔食の起点となるためであることが知られている。 

 以上のように、溶接部では耐食性向上元素の偏析等に起因して耐孔食性が劣化する

が、それら以上に重大な影響を及ぼす事象として、応力腐食割れの応力要因となる溶

接熱影響部に形成される引張残留応力の出現がある。図 4-19(14)に SUS304鋼の冷間加

工材を溶接した場合の残留応力分布を示すが、図より、溶接線方向応力に冷間加工度

に応じて約 40～60kgf/mm2もの非常に大きな引張残留応力が形成されており、冷間加

工を施していない場合でも、約 22～23 kgf/mm2の耐力を少し超える程度の引張応力が

残留することが分る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表4-１ 18Cr-10Ni-2.5Mo-0.16N鋼の耐孔食性に及ぼすδ-ﾌｪﾗｲﾄの影響(12) 
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APC機構による応力腐食き裂発生下限界応力は概して低く、304ステンレス鋼母材

部の塩化物応力腐食き裂発生下限界応力は、図 4-20(15)に示すように、100MPa程度、

また、304ステンレス鋼の溶接ままでは、表 4-2(16)に示すように、僅か 5.5 kgf/mm2

程度であって、いずれのデータからも材料の耐力(～21kgf/mm2)に比べてきわめて低い。 

 Type316L鋼製吸着塔容器において、耐力値を超えるような高い引張応力が存在する

箇所は溶接塔胴体と鏡との周溶接部などであろうが、本吸着塔では、応力腐食割れ発

生に必要な、“材料、環境、および引張応力の３要因”のうち、応力腐食き裂発生の

ための力学的条件を常に満足していると考えなければならない(6)。従って、吸着塔容

器内環境条件次第によって、図 4-1に示したように、局部腐食臨界電位 Vc が自然腐

食電位Ｅspよりも貴になるような材料の選択あるいは環境の制御を図る必要がある。 

 

 

 

 

図4-18 各種γ系鋼溶接金属及び母材部の耐孔食性 

(試験溶液:80℃/5%FeCl3+1/20N-HCl、試験時間:24時間）(13) 

図4-19 SUS304鋼板(6tmm)の 

冷間加工材を溶接した場合の残

留応力分布(14) 
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表4-2 試験片の種類と応力腐食割れ

(沸騰42％MgCl2)限界応力(16) 

図4-20 沸騰45％MgCl2溶液(145℃)中に 

における応力腐食割れ感受性(15) 
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d. & e.水分の放射性分解及び吸着塔内容物共存中の腐食等への影響 

福島原発事故の滞留水処理で使用済みとなった吸着塔は塩分腐食を防ぐために、内

部を淡水で洗浄し保管されているが、微量の塩分が残留している可能性があり、吸着

塔構造材料である SUS316Lステンレス鋼等の腐食が懸念されるとのことから、原子力

機構殿では洗浄効果の検証試験(1)やγ線照射下における塩分を含むゼオライト中の

ステンレス鋼の腐食挙動(2),(17)の試験等が進められている。 

図 4-21(1)および図 4-22(1)は、KURION社製 Herschelite吸着材を充填した吸着塔に

1,650ppmの NaCl水(1,000ppmCl-相当)で満水にした後、体積流量 4.5～9m3/hで 3m3

の純水を給水して洗浄し、排水からサンプル水を採取し、Cl-量を分析した結果および

9.0m3/hで洗浄後、3～72時間放置した後に再洗浄した際の吸着塔排水中 Cl-濃度測定

を行った結果を示したものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4-21  吸着塔排水中Cl－濃度(1) 

図4-22  吸着塔排水中Cl－濃度(1) 



108 

 

図 4-21から、実機流量条件を含む本試験範囲において、Cl-濃度の減少傾向はほぼ

同様であり、吸着材充填体積の約2倍の通水量で1,000ppmから0.5ppm以下まで低下、

すなわち 1/2,000まで低下することが分かったとのことである。 

また、図 4-22から、9.0m3/hで洗浄後、3～72時間放置後には放置した時間により再

洗浄による Cl-濃度の増加(0.5ppm以下であったものが約 2～7ppmに増加)が見られた

が、それは吸着塔内に洗浄効果が小さい部分があるためとしている。 

 以上のことから、淡水で洗浄した後の使用済み吸着塔の底部には、少なくとも Cl-

濃度が 10ppm以上の希釈海水が溜まっていることや自己発熱によりその残水の濃縮、

すなわち Cl-濃度の上昇が懸念される。 

 また、今回調査の対象機器である水処理二次廃棄物保管容器の一つであるセシウム

吸着塔には SUS316L鋼が用いられているが、初期の滞留水には海水が含まれていたこ

とから塩化物イオン(Cl-)による局部腐食が懸念され、そしてγ線発熱による温度の上

昇と放射線による腐食加速の可能性があることから、γ線照射下における希釈人工海

水を含んだゼオライト中の SUS316L鋼の腐食挙動(γ線照射下定常自然浸漬電位(Ｅ

sp)及び局部腐食発生電位(孔食発生電位Ⅴ`c100))が検討されている(16)。 

その結果、図 4-23(17)に示すように、γ線照射下においては線量率の増加に従い、

定常自然浸漬電位Ｅsp(本報告では約 500ks後の自然浸漬電位をＥspとしている)が上

昇し、局部腐食発生リスクが高まるが、ゼオライト共存系ではγ線照射によるＥspの

上昇が抑制され、且つ、Herschelite共存系の方が Mordenite共存系より抑制作用が

大きいことが認められたとし、その現象は、γ線照射線量率の増加により水の放射線

分解が進み、過酸化水素(H2O2)等の酸化剤濃度が増加するためと考えられるが、高線

量率(5kGy/h)ではこの電位の貴化が止まる傾向があったとしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4-23 定常自然浸漬電位(Esp)に及ぼすγ線量率と

ゼオライト共存の影響(17) 
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また、60℃大気飽和希釈人工海水中(Cl-:2,000ppm)における Herschelite共存系の

SUS316L鋼のアノード分極曲線のγ線照射の影響について、図 4-24(17)に示すように、

非照射と 400Gy/h照射下のアノード分極曲線はほぼ一致している、すなわち、孔食発

生電位Ⅴ`c100はγ線照射の影響を受けにくいことを示しているとしている。ただし、

5kGy/h照射下のアノード分極曲線は腐食電位が孔食発生電位Ⅴ`c100を超えているた

め、不動態域が現れないで、急激な電流の立ち上がり(すなわち、腐食電位で孔食が

発生している)が認められたとのことである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4-24 Herschelite共存系60℃大気飽和希釈人工海水中(Cl－：

2kppm)におけるSUS316L鋼のアノード分極曲線のγ線照射の影響(17) 
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さらに、同環境条件におけるゼオライト共存系の SUS316L鋼のアノード分極曲線の

測定結果(図 4-25(17))から、孔食発生にはバラツキが生じることから、単純浸漬とゼ

オライト共存との孔食発生電位Ⅴ`c100には大きな違いは無く、ゼオライト共存の影響

は小さいと考えられること、そして、上記 2,000ppm、20kppmに加え、6,000ppmCl-イ

オン濃度の 60℃、ゼオライト共存系人工海水中での孔食発生電位Ⅴ`c100測定結果を

図 4-26(17)に示すように、単純浸漬ならびにゼオライト共存系ともに Cl-イオン濃度の

増加に伴い孔食発生電位Ⅴ`c100は低下した。 

以上の結果を、著者らは 60℃大気飽和希釈人工海水中における Herschelite共存系

SUS316L鋼の局部腐食発生線図として図 4-27(17)のように示しており、“まとめ”とし

て、γ線照射下における塩分を含むゼオライト中の SUS316Lステンレス鋼は、γ線照

射線量率の増加に従って、定常自然浸漬電位Ｅspが貴化し、低い Cl-イオン濃度にお

いても局部腐食発生リスクが高まるが、Herschelite共存により、Ｅspの貴化が抑制

され局部腐食発生リスクを低減することが分ると説明している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4-25 大気飽和人工海水(Cl－：20kppm)におけるSUS316L鋼のアノー

ド分極曲線に及ぼすゼオライト共存の影響(17) 
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図 4-27  60℃大気飽和希釈人工海水中における

Hershelite共存系SUS316L鋼の局部腐食発生線図(17) 

図4-26 ゼオライト共存系におけるSUS316L鋼の局部腐食発生電

位(V´C100)と塩素イオン濃度の関係(17) 
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上述したように、γ線照射線量率の増加に従ってＥspが貴化するのは、水の放射線

分解により過酸化水素が増加するためであると推察しているが、軽水炉においても、

放射線照射により水が分解し、最終的に酸素や過酸化水素などの金属を腐食させる酸

化種が生成することが以前より知られており、また、今回の福島第一原子力発電所事

故に係わる廃棄物処理･処分技術開発－平成 24年度成果報告書(17)においても、室温の

スラッジを含む海水中における炭素鋼の腐食速度の評価試験の一環として、    

図 4-28(18)に示すように、照射線量 0.1～1.0kGy/hの線量率下約 2週間の照射により、

～約 5ppmの過酸化水素(H2O2)が検出されたとの報告がなされている。 

また、これも上記したように、ゼオライト共存系ではγ線照射によるＥspの貴化が

抑制されるのは、[文献]Y.Kumagai：Radiation Physics and Chemistry、 

97 (2014) p.223-232(19)を引用し、ゼオライトの共存により、水の放射線分解で生成

する過酸化水素(H2O2)の分解が促進するため H2O2濃度が低下して(図 4-29(19)参照)、 

Ｅspが卑化したものと考えられるとのことである。 

 加藤ら(16)は、以上のことから、「廃ゼオライト吸着塔は使用後に塩分腐食を防ぐた

めに、内部を淡水で洗浄し保管されているが、自己発熱により吸着塔の残水濃縮によ

る Cl-濃度の上昇が懸念される。吸着塔内の環境は不明な点が多いが、長期保管にあ

たっては、放射線量、温度、残水量、Cl-イオン濃度等の塔内環境の推定を行うことが

必要と思われる。」と述べている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4-28 各条件におけるH2O2濃度の比較(18) 

図4-29 Measured concentrations of(a) H2O2 in the 

supernatants and(b) O2  in the headspace gases of  

the mixtures of 6.2g NaY and 14cm3  aqueous H2O2 

solution after irradiation by γ-rays Curves show the 

calculated results considering no effect of NaY.(19) 
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f.コンクリート接触面の腐食の発生および進展 

 健全なコンクリートと炭素鋼が接触し、その界面に水が存在する場合、水のpHはア

ルカリとなることが推察されるためボックスカルバートに明瞭な腐食は生じないと

思われる。ただし、塩化物が環境中に存在する場合は、図4-30(20)の通り腐食が発生す

る可能性がある。コンクリートが中性化により劣化した場合は腐食が発生する可能性

は更に高くなるものと思われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 モバイル型ストロンチウム除去装置、第2モバイル型ストロンチウム除去装置のフ

ィルタならびに吸着塔はSUS316L製であり、これがボックスカルバートに収容される。

アルカリ性の環境下でステンレス鋼は塩化物による腐食に強いとされている。 

SUS304は、図4-31(20)の通り(本結果は、試験後の試験片にマルチクレビス治具凸部

に接する部分に複数以上の明確な腐食=すきま腐食を示した場合を“corrosion”、1

～2個の浅いすきま腐食を生じた場合を“Slight corrosion”、腐食を生じなかった

場合を“No corrosion”と区分している)、pH12.5では15％NaClでも腐食は発生せず、

pH11.5では10％NaCl以下では腐食が発生せず、15%であっても軽微な腐食であったが、

pH7では3％NaClでもすきま腐食が発生したと報告している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4-30 炭素鋼の腐食に及ぼすpHと塩化物イオンの濃縮の関係(20) 

図4-31 SUS304の腐食に及ぼすpHと塩化物イオンの濃縮の関係(20) 
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 従って、コンクリートの中性化が生じるとすきま腐食や孔食等の局部腐食を生じる

危険性がある。以上はボックスカルバート内に水が入り込んだ場合であるが、実際に

はそのような検討はされていないため生じるのか否か不明である。 

ボックスカルバート内に水が入り込み、中性化と共に塩化物イオンが濃縮した状態が

起こり得るとしても、中性の塩化物水溶液中におけるステンレス鋼に起こる可能性の

ある腐食は、すきま腐食や孔食等の局部腐食であって、それについては本節冒頭のa.

項で詳述に検討した通りであり、その結果や上記結果からも、ステンレス鋼について

は、特に、コンクリートとの接触によって生じ得る腐食は重要度が低いと考えられる。 

 

4.4.2 既往の研究成果･知見の整理結果のまとめ 

 ステンレス鋼の腐食に関する既往の研究成果･知見について、使用済みの吸着塔の

内部及び外部の考慮すべき事項である環境条件が、単独あるいは相互作用的に吸着塔

構成材料のSUS316Lステンレス鋼の腐食に及ぼす影響を調査･整理した。その結果は上

述の通りである。結果の要約を以下に箇条書きにする(4.1～4．3節の調査結果も含む)。 

 

① 使用済みの吸着塔の内部には、汚染水処理によってセシウム等の核種を多量に吸

着したゼオライトと、塔内塩分洗浄後でも 200ppm 程度の Cl-イオンが残存した中

性近傍の水溶液とが共存しており、かつ、放射線発熱による温度上昇が生じるこ

とから、現状では、ステンレス鋼が局部腐食を起す可能性を完全に否定しきれな

い。 

 

② 吸着塔の外部は大気腐食環境であり、Cl-イオン濃度の相違、ゼオライトとの接触

がないこと、線量率及び温度も異なることが考えられるが、本質的には、塩化物

を含む水膜下での局部腐食が問題となる。この問題は使用済み燃料の乾式貯蔵に

おけるステンレス鋼製容器であるキャニスターの腐食問題として、別途、検討が

行われている。 

 

③ 吸着塔の主用構成材料である SUS316L ステンレス鋼は、沸騰以下の塩化物を含ま

ない中性近辺の水溶液中では不動態状態に在り、実質的には腐食を起さないが、

塩化物濃度、酸化剤濃度、及び温度の兼ね合いによっては、孔食、すきま腐食、

及び APC型応力腐食割れのいわゆる、局部腐食が生じ得る。 

 

 

④ それぞれの局部腐食の生起に対する臨界電位が存在し、局部腐食の発生していな

い不動態状態での浸漬自然電位Ｅsp がそれら局部腐食発生臨界電位ⅤC を超える
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か否かで、それら腐食の発生の有無が決定される。 

 

⑤ 一般的な環境では、酸化剤としては、大気中の酸素ガスが水溶液に溶解したいわ

ゆる溶存酸素(O2)が主なものであるが、本吸着塔内環境では溶存酸素に加えて、水

の放射線分解による過酸化水素(H2O2)が生成し、酸化力が強まる。 

 

 

⑥ しかも、線量率の増加に伴い H2O2濃度も上昇し、それに伴ってＥsp の貴化も大き

くなりⅤCを超えて局部腐食発生の可能性が高まる。しかしながら、そのＥspの貴

化はゼオライトの共存により抑制される。 

 

以上のことから、廃ゼオライト吸着塔等の長期保管にあたっては、放射線量率、温

度、残水量、Cl-イオン濃度等の塔内環境の推定を行うことが必要(12)であり、一方で、

それら環境因子の組合せ条件下でのSUS316Lステンレス鋼の電気化学的試験＝定常自

然浸漬電位Ｅspと孔食、すきま腐食、塩化物応力腐食割れの局部腐食臨界電位(それ

ぞれ、ⅤC.PIT、ＥR,CREV、ⅤC,SCC)の測定及び現実的に可能な範囲の長期浸漬試験を行い、

それぞれの局部腐食に対する臨界放射線量率、臨界温度及び臨界 Cl-イオン濃度を求

める必要があろう。 

そして、監視すべきポイント及び講ずるべき措置としては、少なくともそれら局部

腐食の発生の有無を決定する 3種類の数値、塩化物イオン濃度、放射線量率、過酸化

水素濃度、吸着塔内面温度の測定(推定)及びそれらの低下方法等が考えられる。 

 

4.4.3 腐食試験の計画立案 

廃ゼオライト吸着塔等の主な構成材料である SUS316Lステンレス鋼(母材部及び溶接

部)の孔食、すきま腐食及び塩化物応力腐食割れに及ぼす放射線量率、温度、Cl-イオ

ン濃度およびゼオライト共存の影響を検討するための試験計画(案)を提示する。 

 

1) 目的：SUS316Lステンレス鋼(母材部及び溶接部)の孔食、すきま腐食及び応力腐食

割れに及ぼす放射線量率、過酸化水素濃度*1、温度、Cl-イオン濃度およびゼオラ

イト共存の影響を検討する。 

*1: 水の放射線分解によって生成する過酸化水素を直接試験溶液に添加する 

ことによって、放射線照射の代替試験方法とする。 

 

2)供試材料：SUS316Lステンレス鋼(母材及び溶接材)、ゼオライト。 
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3)試験片：平板試験片、すきま腐食試験片、single & double U-bend試験片(隙間の

有無)。 

 

4)試験条件： 

①予備試験;過酸化水素の分解速度測定試験；30,60℃、2×105ppmCl-(人工 

 海水)、ゼオライトの有無、分析用液サンプリング間隔 0.5、1、2、5、10h。 

 

②Ｅspの測定;大気開放、30,60℃、2×105ppmCl-(人工海水)、ゼオライトの 

 有無、放射線の有無(放射線ありの場合は線量率 3段階)、ゼオライトの有 

無、H2O2濃度;0～20ppm(仮)、浸漬時間 500h(但し、①の予備試験で決定す 

る所定時間経過毎に溶液を更新する)。 

 

③ⅤC.PIT、ＥR,CREV、ⅤC,SCCの測定; 大気開放、30～80℃、10～2×105ppmCl-(希 

釈人工海水)、ゼオライトの有無、放射線の有無(放射線ありの場合は線量 

率 3段階)、過酸化水素;0～20ppm(仮)。 

 

④孔食試験;③と同様の条件。但し、試験時間は 720h(仮)とする。 

 

⑤すきま腐食試験;③と同様の条件。但し、試験時間は 720h(仮)とする。 

 

⑥応力腐食割れ試験;③と同様の条件。但し、試験時間は 2,160h(仮)とする。 
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